
　 PCAニッポン優良資産ファンド 
追加型投信／国内／資産複合 

設定・運用は 

投資信託説明書（目論見書）2010.2
当ファンドは、課税上は株式投資信託として取扱われます。 



※本投資信託説明書（目論見書）は、投資家に必ず交付しなければならない投資信託説明書
（交付目論見書）と投資家の請求に応じて交付する投資信託説明書（請求目論見書）を、
一冊にまとめたものです。�



投資信託説明書（交付目論見書） 2010.2

本書は、金融商品取引法第13条第2項第1号に基づき交付される目論見書（「交付目論見書」）です。 

設定・運用は 

りそなPCAニッポン優良資産ファンド 
追加型投信／国内／資産複合 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

有価証券届出書提出日 ： 平成21年4月28日 

発行者名 ： ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社 

代表者の役職氏名 ： 代表取締役  龍 万成 

本店の所在の場所 
： 東京都千代田区丸の内二丁目２番２号 
丸の内三井ビル 

届出の対象とした募集（売出）内国投資信託受益証券に係るファンドの名称 ： りそなＰＣＡニッポン優良資産ファンド 

届出の対象とした募集（売出）内国投資信託受益証券の金額
： 当初募集額 3,000億円を上限とします。 
継続募集額 5,000億円を上限とします。 

有価証券届出書の写しを縦覧に供する場所 ： 該当事項はありません。 

１．この投資信託説明書（交付目論見書）により行う「りそなＰＣＡニッポン優良資産ファンド」

（以下「当ファンド」といいます。）の受益権の募集については、委託会社は、金融商品取

引法（昭和 23 年法第 25 号）第 5 条の規定により有価証券届出書を平成 21 年 4 月 28

日に関東財務局長に提出しており、平成21年 5月 14日に、その届出の効力が生じてお

ります。 

 

２．金融商品取引法第13条第2項第2号に定める内容を記載した目論見書（以下「請求目

論見書」といいます。）は、投資家の請求があった場合に交付されます。当該請求を行っ

た場合は、投資家の皆様ご自身で当該請求を行った旨を記録しておいてください。 

 

３．当ファンドの受益権の価額は、組入れられる有価証券等の値動きによる影響を受けま

すが、これらの運用による損益はすべて投資家の皆様に帰属いたします。したがって、

当ファンドは元金が保証されているものではありません。 

 

４． 当ファンドは、預金および保険契約ではなく、預金保険機構および保険契約者保

護機構の保護および補償の対象ではありません。また、登録金融機関で取扱う場

合、投資者保護基金の補償対象ではありません。 

 

５． 当ファンドは、課税上は株式投資信託として取扱われます。 



下記の内容は、この投資信託（以下｢当ファンド｣といいます。）のお
申込みをされる投資家の皆様に、あらかじめご確認いただきたい
重要な事項としてお知らせするものです。 

お申込みの際には、下記の事項および投資信託説明書（交付目
論見書）の内容を十分にお読みください。 

記 

■当ファンドのリスクについて 

当ファンドは、主として国内の株式、不動産投資信託証券およ

び債券を実質的な投資対象としますので、株式、不動産投資

信託証券および債券の価格の下落や、株式、不動産投資信

託証券および債券の発行者の経営・財務状況の悪化等の影

響により、基準価額が下落し、損失を被ることがあります。 

したがって、投資家の皆様の投資元本は保証されているもの

ではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割

込むことがあります。 

当ファンドの基準価額の変動要因としては、主に「株価変動リ

スク」、「不動産投資信託証券の価格変動リスク」、「金利変動

リスク」、「信用リスク」、「流動性リスク」および「ファミリーファ

ンド方式による運用に関するリスク」等があります。 

※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）の｢投資リスク｣を
ご覧ください。 

 

■当ファンドの手数料等について 

直接ご負担いただく費用 

◆申込手数料 

2.10％（税抜2.00％）を上限として販売会社がそれぞれ別に
定める率を、お申込受付日の基準価額に乗じて得た額とし
ます。 

※詳しくは販売会社もしくは申込手数料を記載した書面にて
ご確認ください。 



◆換金（解約）手数料 

当ファンドには換金（解約）手数料はありません。 

◆信託財産留保金 

当ファンドには信託財産留保金はありません。 

間接的にご負担いただく費用 

◆信託報酬 

純資産総額に年率 1.4385％（税抜 1.37％）を乗じて得た額

とします。 

◆その他の費用＊ 

・ 信託事務の処理等に要する諸費用（監査費用、目論見書
および運用報告書等の印刷費用、受益者に対する公告費
用等） 

純資産総額に年率 0.1％を乗じて得た額を上限とします。 

・ 立替金の利息 

・ 組入有価証券の売買時の売買委託手数料 

・ 先物・オプション取引に要する諸費用 

・ 品借料 

・ 借入金の利息等 

＊「その他の費用」は、運用状況等により変動するものであ

り、事前に料率、上限額等を表示することができません。 

当ファンドの手数料等の合計額もしくはその上限額または
これらの計算方法の概要は、保有期間等に応じて異なりま
すので、表示することができません。 

 
※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）の「手数料等及
び税金」をご覧ください。 
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決 算 日
原則として毎年2月、5月、8月、11月の各12日（休業日の場合は翌営業日）
とします。
第1期決算日は、平成21年11月12日とします。

収 益 分 配
毎決算時に収益分配方針に基づき分配を行います。ただし、委託会社の判断で、
収益分配を行わないことがあります。

ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社

Ⅰ

ファンドの概要

フ ァ ン ド 名 りそなPCAニッポン優良資産ファンド

商 品 分 類 追加型投信／国内／資産複合

投 資 目 的

当ファンドは、「PCA割安優良株マザーファンド」、「PCA J-REITマザーファンド」および
「PCA日本債券マザーファンド」（以下、総称して「マザーファンド」という場合があります。）
を通じて、主として国内の株式、不動産投資信託証券および公社債へ投資することにより、
信託財産の中長期的な成長を図ることを目指して運用を行います。

主 な 投 資 対 象
マザーファンドの受益証券を通じて、主として国内の株式、不動産投資信託
証券および公社債に投資を行います。

主 な 投 資 制 限
1.マザーファンドの受益証券への投資割合には制限を設けません。
2.外貨建資産への投資は行いません。

価格変動リスク

当ファンドは、国内の株式、不動産投資信託証券および債券等の値動きのあ
る有価証券に実質的に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、
当ファンドは元金が保証されているものではありません。詳しくは後述の
「投資リスク」をご参照ください。

信 託 期 間 原則として無期限です。（平成21年6月30日設定）



解約のお申込み
原則として毎営業日に受付けます。
解約金は、解約請求受付日から起算して原則として5営業日目からお支払い
いたします。

購入のお申込み 原則として毎営業日に受付けます。

お 申 込 単 位 販売会社がそれぞれ別に定める単位とします。

りそなPCAニッポン優良資産ファンド

Ⅱ

お 申 込 価 額 お申込受付日の基準価額とします。

お 申 込 手 数 料
2.10％（税抜2.00％）を上限として販売会社がそれぞれ別に定める率を、
お申込受付日の基準価額に乗じて得た額とします。

解 約 価 額 解約請求受付日の基準価額とします。

信 託 報 酬
信託財産の純資産総額に年率1.4385％（税抜1.37％）を乗じて得た額とし
ます。

投資家の皆様におかれましては、商品の内容・リスクを十分ご理解のうえ、お申込みくださいます
よう、お願い申しあげます。



ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社

Ⅲ

ファンドの特徴

1．当ファンドは、「日本株式」、「不動産投資信託証券（J-REIT）」および「日本債券」を
実質的な主要投資対象とし、信託財産の中長期的な成長を目指して運用を行います。
◆原則として、３つのマザーファンド（※1）に概ね３分の１ずつ（※2）投資します。
◆各資産の投資にあたっては、原則として以下の基準により優良な銘柄を選択します。
①日本株式：製品やサービスが長期的な競争優位性を持ち、健全な財務内容かつすぐれた経営力を有する企業等
②J-REIT：長期にわたり安定した収益をもたらす不動産（オフィスビル、商業施設、賃貸マンション等）を保有

するJ-REIT
③日本債券：日本国債および①に該当する企業の社債

◆外貨建資産への投資は行わないため、為替変動による直接的なリスクはありません。

収益分配金�
一部解約金�
償還金�

申込金�

投資家�
（受益者）�

損 益�

投 資�

損 益�

投 資�

PCA J-REIT�
マザーファンド�

マザーファンド�

PCA割安優良株�
マザーファンド�

国内の不動産�
投資信託証券�

国内の株式�

国内の公社債�

主要投資対象�ベビーファンド�

りそなPCA�
ニッポン優良資産ファンド�

PCA日本債券�
マザーファンド�

3．原則として毎年2月、5月、8月、11月の各12日（休業日の場合は翌営業日）に決
算を行い、収益分配方針に基づいて収益の分配を行います。
◆年4回の決算時に経費控除後の配当等収益と売買益（評価益を含みます。）等を分配対象とし
ます。
◆基準価額の水準等によっては、売買益（評価益を含みます。）等を中心に分配する場合があり
ます。
◆分配対象額が少額の場合等には、委託会社の判断で分配を行わないことがあります。

2．ファミリーファンド方式で運用し、マザーファンドの運用にあたっては、アジア地域
で幅広く業務を行っている、当社グループのシンガポールの運用会社に運用を委託
します。また、同社は「日本株式」、「不動産投資信託証券（J-REIT）」に関して、日
本の年金資産運用で定評のある株式会社りそな銀行より投資助言を受けます。

※市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。

※1 PCA割安優良株マザーファンド、PCA J-REITマザーファンドおよびPCA日本債券マザーファンド
※2 ただし、各資産の流動性および市場規模等によっては、組入比率を変更することがあります。



りそなPCAニッポン優良資産ファンド

Ⅳ

ファンドのリスク
当ファンドは、国内の株式、不動産投資信託証券および債券等の値動きのある有価証券に実質的に投

資しますので、基準価額は変動します。したがって、当ファンドは元金が保証されているものではあり
ません。また、信託財産に生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。
当ファンドが有する主なリスクは以下の通りです。

株式の価格は、政治経済情勢、株式を発行する企業の業績および信用状況等の変化の影響を受け変動し
ます。実質的に組入れた株式の価格が下落した場合は、基準価額の下落要因となります。

不動産投資信託証券の価格は、政治経済情勢、不動産市況、金利動向、組入不動産の価値および収益性
等の影響を受け変動します。実質的に組入れた不動産投資信託証券の価格が下落した場合は、基準価額の
下落要因となります。
また、不動産等に関する規制および不動産投資信託に関する法令・税制・会計制度の変更が、基準価額

の変動要因となります。

一般に、金利が上昇した場合には、債券の価格は下落します。また、不動産投資信託証券についても、
金利が上昇した場合価格が下落する傾向があります。当ファンドは債券および不動産投資信託証券に実質
的に投資しますので、金利が上昇した場合は、基準価額の下落要因となります。

有価証券等の発行者の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等により、当該有価
証券等の価格が大きく下落（価格がゼロになることもあります。）することがあります。当ファンドが実質
的に組入れた有価証券等にこうした事態が起こった場合は、基準価額の下落要因となります。

組入れた有価証券等の市場規模が小さく取引量が少ない場合、または市場が急変した場合、当該有価証
券等を売買する際に、希望する時期や価格で売買できない場合があり、不利益を被るリスクがあります。
当ファンドの一部解約金の支払資金手当てのために、実質的に組入れた有価証券等を売却する場合には、
市況動向や流動性等の状況によっては基準価額の下落要因となる可能性があります。
特に不動産投資信託証券は市場規模および取引量が少ない場合が多く、また、金融商品取引所が定める

基準に抵触し上場廃止等になった場合には売買が困難になる等、流動性リスクが高い傾向があります。

当ファンドは、ファミリーファンド方式により運用を行います。マザーファンドは、複数のベビーファ
ンドの資金を運用する場合があるため、他のベビーファンドからのマザーファンドへの資金流出入の動向
が、基準価額の変動要因となることがあります。

詳しくは後述の「第二部ファンド情報　第1 ファンドの状況　3 投資リスク」をご覧ください。

6．ファミリーファンド方式による運用に関するリスク

5．流動性リスク

4．信用リスク

3．金利変動リスク

2．不動産投資信託証券の価格変動リスク

1．株価変動リスク



ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社

Ⅴ

ご投資の手引き

お申込みの受付け

原則として毎営業日に受付けます。
※お申込みの受付けは、販売会社の毎営業日において、原則として午後3時までにお申込みが
行われ、かつ当該お申込みにかかる販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日のお
申込分とし、これらの受付時間を過ぎた場合は翌営業日の取扱いとします。

お 申 込 単 位

販売会社がそれぞれ別に定める単位とします。
詳細については、販売会社または下記照会先までお問合せください。
〈照会先〉
ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社
電話番号 03－5224－3400（受付時間は営業日の午前9時から午後5時まで）
ホームページアドレス http://www.pcaasset.co.jp/

お 申 込 価 額 お申込受付日の基準価額とします。

お申込手数料

2.10％（税抜2.00％）を上限として販売会社がそれぞれ別に定める率を、お申
込受付日の基準価額に乗じて得た額とします。償還乗換え等の場合は、上記手数
料と異なる場合があります。詳細については、販売会社または上記照会先までお
問合せください。
※自動けいぞく投資契約に基づいて収益分配金を再投資する場合は申込手数料はかかりません。

お申込受付けの
中止および取消し

委託会社は、金融商品取引所における取引の停止その他やむを得ない事情がある
ときはお申込みの受付けを中止すること、すでに受付けたお申込みの受付けを取
消すこと、またはその両方をすることがあります。

■お申込みについて

収益分配時期
毎年2月、5月、8月、11月の各12日（休業日の場合は翌営業日）に決算を行い、
収益分配方針に基づき分配を行います。

収益分配金の
お 取 扱 い

「自動けいぞく投資コース」の場合、収益分配金は、税金を差引いた後、無手数料
で自動的に再投資されます。

■収益分配について



りそなPCAニッポン優良資産ファンド

Ⅵ

ご投資の手引き

解約のお申込み

原則として毎営業日に受付けます。
※解約のお申込みの受付けは、原則として午後3時までにお申込みが行われ、かつ当該お申込み
にかかる販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日のお申込分とし、これらの受付時間
を過ぎた場合は翌営業日の取扱いとします。

お 手 取 額

解約請求受付日の基準価額から、所得税および地方税（解約時の譲渡益に対して
10％）（注）を差引いた額となります。

（注）上記の税率は個人の受益者の場合です。なお、平成24年1月1日以降は20％となる予定です。
法人の受益者の場合は税率等が異なります。

※税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。

支 払 開 始 日 原則として、解約請求受付日から起算して5営業日目からお支払いいたします。

解約受付けの中止
お よ び 取 消 し

委託会社は、金融商品取引所における取引の停止その他やむを得ない事情があるとき
は、解約請求の受付けを中止すること、すでに受付けた解約請求の受付けを取消すこ
と、またはその両方をすることがあります。

■解約について

■運用状況の報告について
委託会社は年2回（5月および11月の決算時）および償還時に、期間中の運用経過のほか、信託財産
の内容、有価証券売買状況などを記載した「運用報告書」を作成し、販売会社を通じて知れている受益
者に交付します。

基準価額は、販売会社および委託会社に照会することにより知ることができるほか、原則として、計算
日の翌日付けの日本経済新聞朝刊に掲載されます。ファンド名は「ニッポン」と略称で掲載されます。

当ファンドの基準価額、販売会社等については、下記の照会先までお問合せください。

ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社

電話番号 03－5224－3400（受付時間は営業日の午前9時から午後5時まで）
ホームページアドレス　 http://www.pcaasset.co.jp/
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Ⅶ

費用と税金

お申込みから解約（または償還）までの間にご負担いただく費用・税金

時　　期 項　　目 費　用　と　税　金

お 申 込 時 申 込 手 数 料
2.10％（税抜2.00％）を上限として販売会社がそれぞれ別に
定める率をお申込受付日の基準価額に乗じて得た額とします。

普通分配金に対して 10％(注2)

解約時の譲渡益に対して 10％(注2)

償還時の譲渡益に対して 10％(注2)

所得税および地方税

所得税および地方税

所得税および地方税

収益分配時

解 約 時

償 還 時

(注1)

■お申込時・収益分配時・解約時等にご負担いただく費用・税金

時　　期 項　　目 費　用　と　税　金

毎 日

信託報酬総額

信託報酬の配分

純資産総額に対して 年率1.4385％（税抜1.37％）

200億円以下の部分

200億円超
500億円以下の部分

500億円超の部分

■信託財産で間接的にご負担いただく（信託財産から支払われる）費用・税金

・委託会社の報酬にはマザーファンドの投資顧問会社への報酬が含まれます。

・上記のほか、有価証券売買時の売買委託手数料、監査に要する費用、ならびに目論見書および運用報
告書等の印刷費用等を信託財産よりご負担いただきます。

◆上記の内容は平成21年11月末日現在の税法に基づくものであり、税法が改正された場合等には、変更になることがあります。◆

純資産総額のうち

年率0.7035%
（税抜0. 67%）
年率0.651%
（税抜0. 62%）
年率0.5985%
（税抜0. 57%）

委託会社

年率0.7035%
（税抜0. 67%）
年率0.756%
（税抜0. 72%）
年率0.8085%
（税抜0. 77%）

販売会社

年率0.0315%
（税抜0. 03%）

受託会社

（注1）自動けいぞく投資契約に基づいて収益分配金を再投資する場合は申込手数料はかかりません。
（注2）上記の税率は個人の受益者の場合です。なお、平成24年1月1日以降は20％となる予定です。法人の受益者の場合は税率等が異な

ります。

※税金について詳しくは後述の「第二部 ファンド情報　第1 ファンドの状況　4 手数料等及び税金 （5） 課税上の取扱い」をご参照ください。



 

 

- 1 -

有価証券届出書の内容 
 

第一部【証券情報】 
 

(1)【ファンドの名称】 

 りそなＰＣＡニッポン優良資産ファンド 

（以下「ファンド」または「当ファンド」といいます。） 

 

(2)【内国投資信託受益証券の形態等】 

 追加型証券投資信託受益権（以下「受益権」といいます。） 

 格付けは取得していません。 

ファンドの受益権は、社債、株式等の振替に関する法律（以下「社振法」といいます。）

の規定の適用を受け、受益権の帰属は、後記の「(11) 振替機関に関する事項」に記載の振

替機関および当該振替機関の下位の口座管理機関（社振法第2条に規定する「口座管理機

関」をいい、振替機関を含め、以下「振替機関等」といいます。）の振替口座簿に記載また

は記録されることにより定まります（以下、振替口座簿に記載または記録されることにより

定まる受益権を「振替受益権」といいます。）。委託者であるピーシーエー・アセット・マ

ネジメント株式会社（以下「委託会社」といいます。）は、やむを得ない事情等がある場合

を除き、当該振替受益権を表示する受益証券を発行しません。また、振替受益権には無記名

式や記名式の形態はありません。 

 

(3)【発行（売出）価額の総額】 

① 当初申込期間：3,000億円を上限とします。 

② 継続申込期間：5,000億円を上限とします。 

（上記金額には、申込手数料ならびに申込手数料にかかる消費税および地方消費税に相当

する金額（以下「消費税等相当額」といいます。）は含まれません。） 

 

(4)【発行（売出）価格】 

① 当初申込期間：1口当たり1円とします。 

② 継続申込期間：取得申込受付日の基準価額とします。 

ただし、自動けいぞく投資契約（後記「(12) その他」をご参照ください。以下同

じ。）に基づいて収益分配金を再投資する場合の発行価格は、各計算期間終了日の基準価

額とします。 

※「基準価額」とは、信託財産に属する資産を法令および社団法人投資信託協会規則にし

たがって時価評価して得た信託財産の資産総額から負債総額を控除した金額（以下「純

資産総額」といいます。）を、計算日における受益権総口数で除した金額をいいます。

なお、便宜上１万口当たりに換算した価額で表示されることがあります。 

基準価額は、委託会社の営業日において日々算出されます。 

基準価額は、受益権の取得申込みの取扱いを行う第一種金融商品取引業者および登録金

融機関（以下「販売会社」といいます。）および下記照会先までお問合せください。その

他、原則として計算日の翌日付けの日本経済新聞朝刊にも掲載されます。ファンド名は

「ニッポン」と略称で掲載されます。 

＜照会先＞ 

 

ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社 

電話番号 03－5224－3400（受付時間は営業日の午前9時から午後5時まで） 

ホームページアドレス http://www.pcaasset.co.jp/ 
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(5)【申込手数料】 

①  申込手数料は、2.10％（税抜2.00％）を上限として販売会社がそれぞれ別に定める率を取

得申込受付日の基準価額（当初申込期間中は1口当たり1円）に乗じて得た額とします。 

申込手数料率は、お申込みの販売会社または前記「(4) 発行（売出）価格」に記載する照

会先までお問合せください。 

② 償還乗換え等によるお申込みの場合、申込手数料が優遇される場合があります。詳しくは、

お申込みの販売会社にお問合せください。 

③  自動けいぞく投資契約に基づいて収益分配金を再投資する場合には、取得する口数につい

て無手数料で取扱います。 
 

(6)【申込単位】 

申込単位は、販売会社がそれぞれ別に定める単位とします。 

申込単位の詳細については、お申込みの販売会社または前記「(4) 発行（売出）価格」に

記載する照会先までお問合せください。 
 

(7)【申込期間】 

① 当初申込期間： 平成21年5月25日（月曜日）から平成21年6月29日（月曜日）まで 

② 継続申込期間： 平成21年6月30日（火曜日）から平成22年8月11日（水曜日）まで 
 

(8)【申込取扱場所】 

申込取扱場所の詳細については、お申込みの販売会社または前記「(4) 発行（売出）価

格」に記載する照会先までお問合せください。 
 

(9)【払込期日】 

① 当初申込期間 

受益権の取得申込者は、申込代金を当初申込期間中に支払うものとします。 

当初申込みにかかる発行価額の総額は、平成21年6月30日（信託設定日）に、販売会社に

よって委託会社の指定する口座を経由して、当ファンドの受託者である、株式会社りそな銀

行（以下「受託会社」といいます。）の指定するファンド口座に払込まれます。 

② 継続申込期間 

受益権の取得申込者は、申込代金を販売会社の定める日までに支払うものとします。 

各取得申込日の発行価額の総額は、追加信託を行う日に、販売会社によって委託会社の指

定する口座を経由して、受託会社の指定するファンド口座に払込まれます。 
 

(10)【払込取扱場所】 

払込取扱場所については、お申込みの販売会社にご確認ください。払込取扱場所について

ご不明の場合は、前記「(4) 発行（売出）価格」に記載する照会先までお問合せください。 
 

(11)【振替機関に関する事項】 

ファンドの受益権にかかる振替機関は下記の通りです。 

株式会社 証券保管振替機構 
 

(12)【その他】 

① お申込みの方法 

受益権の取得申込みは、原則として毎営業日に受付けます。 

ただし、金融商品取引所における取引の停止その他やむを得ない事情があるときは、受益

権の取得申込みの受付けを中止すること、すでに受付けた取得申込みの受付けを取消すこと、

またはその両方を行うことがあります。 

お申込みの受付けは、原則として午後3時までに取得申込みが行われ、かつ、当該取得申

込みにかかる販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日のお申込分とし、これらの受

付時間を過ぎた場合は翌営業日の取扱いとします。 



 

 

- 3 -

受益権の取得申込者は、販売会社に取引口座を開設のうえ、取得申込みを行うものとしま

す。なお、申込代金には利息は付きません。 

収益分配金の受取方法により、収益分配金をそのつど受取る「一般コース」と、税金を差

引いた後の収益分配金が自動的に無手数料で再投資される「自動けいぞく投資コース」の2

つの申込方法があります。お申込みの際に「一般コース」または「自動けいぞく投資コー

ス」のいずれかのコースをお選びいただきます。 

「自動けいぞく投資コース」をお申込みいただく方は、当ファンドの取得申込みに際して、

当ファンドにかかる自動けいぞく投資契約（別の名称で同様の権利義務を規定する契約を含

みます。）を当該販売会社との間で結んでいただきます。 

※ 「一般コース」および「自動けいぞく投資コース」の名称および取扱いは、販売会社に

よって異なりますので、ご注意ください。 

※ 平成22年2月10日現在、「一般コース」を取扱う販売会社はありません。 

② 日本以外の地域における発行 

行いません。 

③ 振替受益権について 

ファンドの受益権は、社振法の規定の適用を受け、上記「(11) 振替機関に関する事項」

に記載の振替機関の振替業にかかる業務規程等の規則にしたがって取扱われるものとします。 

ファンドの収益分配金、償還金、一部解約金は、社振法および上記「(11) 振替機関に関

する事項」に記載の振替機関の業務規程その他の規則にしたがって支払われます。 

 

（参考） 

◆投資信託振替制度◆ 

ファンドの受益権は、社振法に基づく投資信託振替制度において取扱われ、受益権の発生、

消滅、移転はコンピュータシステムにて管理されます。ファンドの設定、解約、償還等がコ

ンピュータシステム上の帳簿（「振替口座簿」といいます。）への記載・記録によって行わ

れますので、受益証券は発行されません。 
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第二部【ファンド情報】 
 
第１【ファンドの状況】 
 

１【ファンドの性格】 

(1)【ファンドの目的及び基本的性格】 

① ファンドの目的 

当ファンドは、「ＰＣＡ割安優良株マザーファンド」、「ＰＣＡ Ｊ-ＲＥＩＴマザー

ファンド」および「ＰＣＡ日本債券マザーファンド」（以下、総称して「マザーファン

ド」といいます。）を通じて、主として国内の株式、不動産投資信託証券および公社債

へ投資することにより、信託財産の中長期的な成長を図ることを目指して運用を行いま

す。 

 

② 基本的性格 

当ファンドは、社団法人投資信託協会が定める商品分類において、追加型投信／国内／

資産複合に該当します。 

 
 

商品分類表 

単位型・追加型 投資対象地域 投資対象資産（収益の源泉） 

 

単位型投信 

 

追加型投信 

 

 
国  内 

 
海  外 

 
内  外 

株  式 

債  券 

不動産投信 

その他資産 

資産複合 

（注）当ファンドが該当する商品分類を網掛け表示しています。 

 

○当ファンドが該当する商品分類の定義 

「追加型投信」… 一度設定されたファンドであってもその後追加設定が行われ従来の

信託財産とともに運用されるファンドをいいます。 

「国内」… 目論見書または投資信託約款において、組入資産による主たる投資収益が

実質的に国内の資産を源泉とする旨の記載があるものをいいます。 

「資産複合」…目論見書または投資信託約款において、株式、債券、不動産投信および

その他資産のうち複数の資産による投資収益を実質的に源泉とする旨の記載

があるものをいいます。 
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属性区分表 

投資対象資産 決算頻度 投資対象地域 投資形態 
 

株式 

 一般 

 大型株 

 中小型株 

債券 

 一般 

 公債 

 社債 

 その他債券 

クレジット属性 

不動産投信 

その他資産 

（投資信託証券（資産複

合（株式、債券、不動産

投信））） 

資産複合 

 

 
年1回 

 

年2回 

 

年4回 

 

年6回 

（隔月） 

 

年12回 

（毎月） 

 

日々 

 

その他 

 

 
グローバル 
 
日本 
 
北米 
 
欧州 
 
アジア 
 
オセアニア 
 
中南米 
 
アフリカ 
 
中近東（中東） 
 
エマージング 

 

 

 

 

 

ファミリー 

ファンド 

 

 

 
ファンド・オブ・

ファンズ 

 （注）当ファンドが該当する属性区分を網掛け表示しています。 
 

○当ファンドが該当する属性区分の定義 

「その他資産（投資信託証券（資産複合（株式、債券、不動産投信）））」… 目論見

書または投資信託約款において、投資信託証券を通じて、複数資産（株式、

債券、不動産投信）に投資する旨の記載があるものをいいます。 

「年4回」… 目論見書または投資信託約款において、年4回決算する旨の記載があるも

のをいいます。 

「日本」… 目論見書または投資信託約款において、組入資産による投資収益が日本の

資産を源泉とする旨の記載があるものをいいます。 

「ファミリーファンド」… 目論見書または投資信託約款において、親投資信託（ファ

ンド・オブ・ファンズにのみ投資されるものを除く。）を投資対象として投

資するものをいいます。 
 

＊上記以外の商品分類および属性区分の定義については、社団法人投資信託協会のホー

ムページ（http://www.toushin.or.jp）をご覧ください。 

 

③ 信託金の限度額 

信託金の限度額は5,000億円とします。ただし、受託会社との合意のうえ、この限度額を

変更することができます。 

 

④ ファンドの特色 

１．当ファンドは、「日本株式」、「不動産投資信託証券（J-REIT）」および「日本債

券」を実質的な主要投資対象とし、信託財産の中長期的な成長を目指して運用を行い

ます。 

 原則として、３つのマザーファンド（※1）に概ね３分の１ずつ（※2）投資します。 
 各資産の投資にあたっては、原則として以下の基準により優良な銘柄を選択します。 
① 日本株式：製品やサービスが長期的な競争優位性を持ち、健全な財務内容かつすぐ

れた経営力を有する企業等 

② J-REIT：  長期にわたり安定した収益をもたらす不動産（オフィスビル、商業施設、

賃貸マンション等）を保有するJ-REIT 

③ 日本債券：日本国債および①に該当する企業の社債 
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 外貨建資産への投資は行わないため、為替変動による直接的なリスクはありません。 
 

※1 ＰＣＡ割安優良株マザーファンド、ＰＣＡ Ｊ-ＲＥＩＴマザーファンドおよび

ＰＣＡ日本債券マザーファンド 

※2 ただし、各資産の流動性および市場規模等によっては、組入比率を変更するこ

とがあります。 

 

２．ファミリーファンド方式で運用し、マザーファンドの運用にあたっては、アジア地域

で幅広く業務を行っている、当社グループのシンガポールの運用会社に運用を委託し

ます。また、同社は「日本株式」、「不動産投資信託証券（J-REIT）」に関して、日

本の年金資産運用で定評のある株式会社りそな銀行より投資助言を受けます。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．原則として毎年 2月、5月、8月、11月の各12日（休業日の場合は翌営業日）に決算を

行い、収益分配方針に基づいて収益の分配を行います。 

 年4回の決算時に経費控除後の配当等収益と売買益（評価益を含みます。）等を分
配対象とします。 

 基準価額の水準等によっては、売買益（評価益を含みます。）等を中心に分配する
場合があります。 

 分配対象額が少額の場合等には、委託会社の判断で分配を行わないことがあります。 
 

＊市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。 

収益分配金
一部解約金
償還金

申込金
投資

損 益

投資家
（受益者）

PCA J-REIT
マザーファンド

損 益

投資

ベビーファンド マザーファンド

PCA割安優良株
マザーファンド

PCA日本債券
マザーファンド

国内の不動産
投資信託証券

国内の株式

国内の公社債

主要投資対象

りそなPCAニッポン
優良資産ファンド

収益分配金
一部解約金
償還金

申込金
投資

損 益

投資家
（受益者）

PCA J-REIT
マザーファンド

損 益

投資

ベビーファンド マザーファンド

PCA割安優良株
マザーファンド

PCA日本債券
マザーファンド

国内の不動産
投資信託証券

国内の株式

国内の公社債

主要投資対象

りそなPCAニッポン
優良資産ファンド
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(2)【ファンドの仕組み】 

① ファンドの仕組み 

受益権の募集・販売の取扱

い等に関する契約 

販売会社は、販売、一部解約等の申

込み、一部解約金・収益分配金等の

支払いに関する投資家の窓口になり

ます。 

プルーデンシャル・アセット・マネジメント 

（シンガポール）リミテッド 
 

（Prudential Asset Management 

(Singapore)Limited）（注） 

（マザーファンドの運用の指図） 

マザーファンドの運用指図

に関する権限の委託契約 

＊｢ＰＣＡ割安優良株マザーファンド｣および

｢ＰＣＡ Ｊ－ＲＥＩＴマザーファンド｣の

運用にあたっては、株式会社りそな銀行か

らの投資助言に基づき運用を行います。

 

証券投資信託契約

 
 

販 売 会 社 

受益権の募集の取扱い、販売、一部
解約の実行の請求の受付、収益分配

金の再投資、収益分配金、償還金お
よび一部解約金の支払い等 

投 資 家 

（受益者） 

株式会社りそな銀行 
  
 
（信託財産の保管、管理業務等） 

          

受 託 会 社 

 
ピーシーエー・アセット・マネジメント

株式会社 
 
 

委 託 会 社 

（信託財産の運用業務等） 

りそなＰＣＡニッポン優良資産ファンド
 

フ ァ ン ド

ＰＣＡ割安優良株マザーファンド 

ＰＣＡ Ｊ－ＲＥＩＴマザーファンド 

ＰＣＡ日本債券マザーファンド 

マ ザ ー フ ァ ン ド

投 資 顧 問 会 社 

（注）「(2) ファンドの仕組み」末の（注）を

ご参照ください。 

 

 

② 委託会社等及びファンドの関係法人 

ａ．委託会社：ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社 

 当ファンドの委託者として信託財産の運用業務等を行います。 

ｂ．受託会社：株式会社りそな銀行 

 当ファンドの受託者として信託財産の保管・管理等を行います。 

ｃ．販売会社： 

 当ファンドの受益権の募集の取扱いおよび販売、一部解約に関する事務、収益分配金

の再投資、一部解約金・収益分配金および償還金の支払いに関する事務等を行います。 

ｄ．投資顧問会社：プルーデンシャル・アセット・マネジメント(シンガポール）リミテッド

（以下「投資顧問会社」といいます。）（Prudential Asset Management(Singapore) 

Limited）(注) 

委託会社よりマザーファンドの運用の指図に関する権限の一部につき委託を受けて投

資判断・発注等を行います。 
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③ 委託会社が関係法人と締結している契約等の概要 

ａ．受託会社と締結している契約 

 「証券投資信託契約」が締結されており、投資信託財産の運用方針、信託報酬の総額、

受益権の募集方法に関する事項等が定められています。 

ｂ．販売会社と締結している契約 

 「投資信託受益権の募集・販売の取扱い等に関する契約」が締結されており、受益権

の募集および一部解約の取扱いに関する事項、収益分配金、一部解約金および償還金の

支払いの取扱いに関する事項等が定められています。 

ｃ．投資顧問会社と締結している契約 

「投資一任契約」が締結されており、マザーファンドの運用の指図に関する権限の委託

にあたっての投資顧問会社の義務、報酬等が定められています。 

※投資顧問会社は、株式会社りそな銀行と投資助言契約を締結しています。株式会社り

そな銀行は「ＰＣＡ割安優良株マザーファンド」および「ＰＣＡ Ｊ-ＲＥＩＴマザー

ファンド」の運用に関する投資助言を行います。 
 

④ 委託会社の概況 

ａ．資本金の額 

平成21年11月末日現在   649.5百万円 

ｂ．委託会社の沿革 

平成11年12月 ピーピーエム投信投資顧問株式会社設立 

平成12年 1月 投資顧問業の登録 

平成12年 5月 投資一任契約にかかる業務の認可を取得 

平成12年 5月 証券投資信託委託業の認可を取得 

平成14年 1月 ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社へ商号変更 

平成19年 9月 金融商品取引法施行による金融商品取引業（投資助言・代理業、

投資運用業、第二種金融商品取引業）のみなし登録 

ｃ．大株主の状況（平成21年11月末日現在） 

 株主名 住所 所有株式数 所有比率

 
プルーデンシャル・コーポ
レーション・ホールディン
グス・リミテッド(注) 

英国 ロンドン市 
ローレンス・パウト
ニー・ヒル EC4R ０HH 

23,060株 100％

 
（注）プルーデンシャル・アセット・マネジメント（シンガポール）リミテッドおよびプルーデン

シャル・コーポレーション・ホールディングス・リミテッドは、英国で設立されたプルーデン

シャル社（「英国プルーデンシャル社」）の間接子会社です。英国プルーデンシャル社およびそ

の関連会社は、世界有数の金融サービスグループとして、世界各国で保険やその他の金融サービ

ス事業を展開しています。160年以上の歴史を持ち、2009年6月30日現在その運用資産は2,450億

ポンド（約39兆円、1ポンド＝159.51円）にのぼります。英国プルーデンシャル社、プルーデン

シャル・アセット・マネジメント（シンガポール）リミテッドおよびプルーデンシャル・コーポ

レーション・ホールディングス・リミテッドは、主に米国で事業を展開しているプルデンシャル

ファイナンシャル社とはなんら関係がありません。 
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２【投資方針】 

(1)【投資方針】 

① 基本方針 

 当ファンドは、信託財産の着実な成長と安定した収益の確保を目指して運用を行います。 

② 投資態度 

ａ．各マザーファンドの受益証券への投資を通じて、主として国内の株式、不動産投資信

託証券および公社債へ投資することにより、信託財産の中長期的な成長を図ることを目

指して運用を行います。 

ｂ．各マザーファンドの組入比率が、原則として、それぞれ信託財産の純資産総額の3分

の1程度となるよう投資を行います。ただし、各資産の流動性および市場規模等によって

は、組入比率を変更することがあります。 

ｃ．信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、ならびに価格変動リスクを回避

するため、国内において行われる有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引、有価証

券オプション取引、金利にかかる先物取引および金利にかかるオプション取引ならびに

外国の市場における有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引、有価証券オプション

取引、金利にかかる先物取引および金利にかかるオプション取引と類似の取引を行うこ

とができるものとします。 

ｄ．信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、異なった受取金利または異なっ

た受取金利とその元本を一定の条件のもとに交換する取引および金利先渡取引を行うこ

とができるものとします。 

ｅ．資金動向、信託財産の規模、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場

合があります。 

 

(2)【投資対象】 

① 投資対象とする資産の種類 

当ファンドにおいて、投資の対象とする資産の種類は、次に掲げるものとします。 

１．次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び投資法人に関する法律第2条

第1項で定めるものをいいます。以下同じ。） 

イ 有価証券 

ロ デリバティブ取引にかかる権利（金融商品取引法第2条第20項に規定するものをい

い、約款第22条、第23条および第24条に定めるものに限ります。） 

ハ 金銭債権 （上記イおよび下記ニに掲げるものに該当するものを除きます。以下同

じ。） 

ニ 約束手形（金融商品取引法第2条第1項第15号に掲げるものを除きます。） 

２．次に掲げる特定資産以外の資産 

イ 為替手形 

② 有価証券の指図範囲 

 委託会社は、信託金を主としてピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社を委託者

とし、株式会社りそな銀行を受託者として締結された「ＰＣＡ割安優良株マザーファンド」、

「ＰＣＡ Ｊ-ＲＥＩＴマザーファンド」および「ＰＣＡ日本債券マザーファンド」の受益証

券ならびに次の有価証券（金融商品取引法第2条第2項の規定により有価証券とみなされる同

項各号に掲げる権利を除きます。）に投資することを指図します。 

１. 株券または新株引受権証書 

２. 国債証券 

３. 地方債証券 

４. 特別の法律により法人の発行する債券 

５. 社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下「分離

型新株引受権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。） 

６. 資産の流動化に関する法律に規定する特定社債券（金融商品取引法第2条第1項第4号

で定めるものをいいます。） 
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７. 特別の法律により設立された法人の発行する出資証券（金融商品取引法第2条第1項第

6号で定めるものをいいます。） 

８. 協同組織金融機関にかかる優先出資証券（金融商品取引法第2条第1項第7号で定める

ものをいいます。） 

９. 資産の流動化に関する法律に規定する優先出資証券または新優先出資引受権を表示す

る証券（金融商品取引法第2条第1項第8号で定めるものをいいます。） 

10．コマーシャル・ペーパー 

11．新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。以下同

じ。）および新株予約権証券 

12．外国または外国の者の発行する証券または証書で、上記１．から11．までの証券また

は証書の性質を有するもの 

13．投資信託または外国投資信託の受益証券（金融商品取引法第2条第1項第10号で定める

ものをいいます。） 

14．投資証券または外国投資証券（金融商品取引法第2条第1項第11号で定めるものをいい

ます。以下次号において同じ。）で次号に定めるもの以外のもの 

15. 投資法人債券（金融商品取引法第2条第1項第11号で定めるものをいいます。以下本号

において同じ。）または外国投資証券で投資法人債券に類する証券 

16．外国貸付債権信託受益証券（金融商品取引法第2条第1項第18号で定めるものをいいま

す。） 

17．オプションを表示する証券または証書（金融商品取引法第2条第1項第19号で定めるも

のをいい、有価証券にかかるものに限ります。） 

18．預託証書（金融商品取引法第2条第1項第20号で定めるものをいいます。） 

19．外国法人が発行する譲渡性預金証書 

20．指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法第2条第1項第14号で定める受益証券発行信

託の受益証券に限ります。） 

21．抵当証券（金融商品取引法第2条第1項第16号で定めるものをいいます。） 

22．貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第2条第1項第14号で定める受益証券発行

信託の受益証券に表示されるべきもの 

23．外国の者に対する権利で上記22．の有価証券の性質を有するもの 

 なお、上記１．の証券または証書、12．および18．の証券または証書のうち１．の証券ま

たは証書の性質を有するものを以下「株式」といい、２．から６．までおよび15.の証券な

らびに12．および18．の証券または証書のうち２．から６．までの証券の性質を有するもの

を以下「公社債」といい、13．および14．の証券を以下「投資信託証券」といいます。 

③ 投資対象とする金融商品 

 委託会社は、信託金を、上記②に掲げる有価証券のほか、次に掲げる金融商品（金融商品

取引法第2条第2項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を含みます。）

により運用することを指図することができます。 

１．預金 

２．指定金銭信託（金融商品取引法第2条第1項第14号に規定する受益証券発行信託を除き

ます。） 

３．コール・ローン 

４．手形割引市場において売買される手形 

５．貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第2条第2項第1号で定めるもの 

６．外国の者に対する権利で上記５.の権利の性質を有するもの 

 ただし、上記②にかかわらず、当ファンドの設定、解約、償還、投資環境の変動への対応

等、委託会社が運用上必要と認めるときには、委託会社は、信託金を上記③１．から４．ま

でに掲げる金融商品により運用することの指図ができます。 
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(3)【運用体制】 

当ファンドの運用体制は以下の通りです。 

 

＜委託会社の運用体制および内部管理体制＞ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1． 投資政策委員会において投資方針の決定を行います。 
2． 運用部は投資環境の調査・分析を行います。これらの調査・分析結果を踏まえ、投資
政策委員会により決定された投資方針に基づいて、運用部が投資判断を行います。投資

判断を行うにあたっては、ガイドラインに抵触しないことの確認が求められます。また、

投資リスクのモニタリング等も行います。 

3． 運用部から独立したリーガル＆コンプライアンスは、法令遵守・ガイドライン遵守等
のチェックを行います。オペレーション部は、運用状況および投資リスクのモニタリン

グのサポートを行い、必要なデータ等を提供します。これらの結果を運用部にフィード

バックすることにより、精度の高い運用体制を維持できるように努めています。 

 

＜運用体制に関する社内規則＞ 

委託会社は、「投資運用業に係る業務運営規程」および「業務委託に関する規程」に

則って運用を行います。 

 

＜委託会社によるファンドの関係法人に対する管理体制＞ 

受託会社に対しては、日々の純資産照合、月次の勘定残高照合などを行っています。

また、内部統制に関する外部監査人による報告書等を定期的に受取り、業務執行体制の

モニタリングを行っています。 

投資顧問会社に対しては「業務委託に関する規程」に則り、ガイドラインの遵守状況

等のチェックが行われていることの確認を行っています。 
 

委託会社は、「投資一任契約」に基づき、当ファンドのマザーファンドの運用指図に関す

る権限の一部を、投資顧問会社に委託します。 

 

運 用 部 

・投資環境の調査・分析 

・投資判断および売買の執行 

・ポートフォリオの構築 

・運用状況のモニタリング 

・投資リスクのモニタリング 

オペレーション部 

（6名程度） 

・運用状況のモニタリングのサポート 

・投資リスクのモニタリングのサポート 

リーガル＆コンプライアンス 

（3名程度） 

・法令遵守・ガイドライン遵守等の

チェック 

投資政策委員会 

・投資方針の決定 
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＜投資顧問会社の運用体制＞ 

①日本株式および不動産投資信託証券の運用体制 

・ 日本株式運用チームが、投資指標によるスクリーニングおよびファンダメンタルズ

分析等により投資対象銘柄の価値を分析します。 

・ 株式会社りそな銀行からの投資助言を加味し、ファンド・マネジャーが最終的な投

資判断を行い、ガイドラインに沿ったポートフォリオの構築を行います。 

・ ディーリング・チームにおいて売買の執行を行います。 

・ ポートフォリオ・レビュー・ミーティングが週次で行われ、組入銘柄のレビュー、

業種および１銘柄へ集中度合いの確認、リスクの分析等を行います。 

・ リスク＆パフォーマンス・ミーティングが月次で開催され、パフォーマンスおよび

リスクについて総合的な分析を行います。 

 

②日本債券の運用体制 

・ 債券運用チームが、債券市場の分析およびクレジット分析を行い、ポートフォリオ

構築に関する意思決定を行います。 

・ ファンド・マネジャーが最終的な投資判断および売買の執行を行い、ポートフォリ

オの構築を行います。 

・ リスク＆パフォーマンス・ミーティングが月次で開催され、パフォーマンスおよび

リスクについて総合的な分析を行います。 

 

なお、当ファンドの運用体制は平成21年11月末日現在のものであり、今後、変更となる

場合があります。 

  

(4)【分配方針】 

① 収益分配方針 

毎決算時に、原則として以下の方針に基づき、分配を行います。 

１． 分配対象額の範囲は、繰越分を含めた経費控除後の配当等収益（マザーファンドの信
託財産に属する配当等収益のうち、信託財産に属するとみなした額（以下「みなし配当等
収益」といいます。）を含みます。以下同じ。）と売買益（評価益を含み、みなし配当等
収益を控除して得た額をいいます。）等の全額とします。 

２． 収益分配金額は、委託会社が決定するものとし、原則として、毎決算時に主に配当等
収益から安定的に分配を行うことを目指します。また、上記1.の範囲内で委託会社が基準
価額水準等を勘案して決定する額を付加して分配する場合があります。ただし、委託会社
の判断で収益分配を行わないことがあります。 

３． 留保益の運用については特に制限を設けず、運用の基本方針に基づき、元本部分と同
一の運用を行います。 

② 収益の分配方式 

１．信託財産から生ずる毎計算期末における利益は、次の方法により処理します。 

ａ．配当金、利子、貸付有価証券にかかる品貸料およびこれらに類する収益から支払利息

を控除した額（以下「配当等収益」といいます。）とみなし配当等収益との合計額は、

諸経費、信託報酬および当該信託報酬にかかる消費税等相当額を控除した後、その残額

を受益者に分配することができます。なお、次期以降の収益分配金にあてるため、その

一部を分配準備積立金として積立てることができます。 

ｂ．売買損益に評価損益を加減して得た額からみなし配当等収益を控除して得た利益金額

（以下「売買益」といいます。）は、諸経費、信託報酬および当該信託報酬にかかる消

費税等相当額を控除し、繰越欠損金のあるときは、その全額を売買益をもって補填した

後、受益者に分配することができます。なお、次期以降の収益分配金にあてるため、分

配準備積立金として積立てることができます。 

２．前記1. a.におけるみなし配当等収益とは、マザーファンドの信託財産にかかる配当等

収益の額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める信託財産に属するマザーファ

ンドの受益証券の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。 

３．毎計算期末において、信託財産につき生じた損失は、次期に繰越します。 
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③ 収益分配金の交付 

収益分配金は、決算日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受

益者（当該収益分配金にかかる決算日以前において一部解約が行われた受益権にかかる受

益者を除きます。また、当該収益分配金にかかる決算日以前に設定された受益権で取得申

込代金支払前のため販売会社の名義で記載または記録されている受益権については原則と

して取得申込者とします。）に、原則として決算日から起算して5営業日までにお支払いを

開始します。 

「自動けいぞく投資コース」をお申込みの場合は、収益分配金は税引き後無手数料で再

投資されますが、再投資により増加した受益権は、振替口座簿に記載または記録されます。 

 

(5)【投資制限】 

① 当ファンドの信託約款に定める投資制限 

１．外貨建資産への投資制限 

外貨建資産への投資は行いません。 

２．株式等への投資制限 
ａ．委託会社は、信託財産に属する株式、新株引受権証券および新株予約権証券の時価総

額とマザーファンドの信託財産に属する株式、新株引受権証券および新株予約権証券の

時価総額のうち信託財産に属するとみなした額との合計額が、信託財産の純資産総額の

100分の50を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｂ．上記ａ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファ

ンドの時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める株式、新株引受権証

券および新株予約権証券の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。 

３．投資する株式等の範囲 
委託会社が投資することを指図する株式、新株引受権証券および新株予約権証券は、金

融商品取引所に上場されている株式の発行会社の発行するものおよび金融商品取引所に準

ずる市場で取引されている株式の発行会社の発行するものとします。ただし、株主割当ま

たは社債権者割当により取得する株式、新株引受権証券および新株予約権証券については、

この限りではありません。 

４．同一銘柄の株式等への投資制限 
ａ．委託会社は、取得時において信託財産に属する同一銘柄の株式の時価総額とマザー

ファンドの信託財産に属する当該同一銘柄の株式の時価総額のうち信託財産に属すると

みなした額との合計額が、信託財産の純資産総額の100分の10を超えることとなる投資の

指図をしません。 

ｂ．委託会社は、取得時において信託財産に属する同一銘柄の転換社債ならびに新株予約

権付社債のうち会社法第236条第1項第3号の財産が当該新株予約権付社債についての社債

であって当該社債と当該新株予約権がそれぞれ単独で存在し得ないことをあらかじめ明

確にしているもの（以下会社法施行前の旧商法第341条ノ3第1項第7号および第8号の定め

がある新株予約権付社債を含め「転換社債型新株予約権付社債」といいます。）の時価

総額とマザーファンドの信託財産に属する当該同一銘柄の転換社債ならびに転換社債型

新株予約権付社債の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額との合計額が信託財

産の純資産総額の100分の5を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｃ．上記ａ．およびｂ．において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属する

マザーファンドの時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める当該株式、

当該転換社債ならびに転換社債型新株予約権付社債の時価総額の割合を乗じて得た額を

いいます。 

５．投資信託証券への投資制限 
委託会社は、信託財産に属する投資信託証券（マザーファンドの受益証券を除きま

す。）の時価総額が、信託財産の純資産総額の100分の5を超えることとなる投資の指図を

しません。 

６．先物取引等の運用指図・目的・範囲 
ａ．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、ならびに価格変動
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リスクを回避するため、わが国の金融商品取引所における有価証券先物取引（金融商品

取引法第28条第8項第3号イに掲げるものをいいます。）、有価証券指数等先物取引（金

融商品取引法第28条第8項第3号ロに掲げるものをいいます。）および有価証券オプショ

ン取引（金融商品取引法第28条第8項第3号ハに掲げるものをいいます。）ならびに外国

の金融商品取引所におけるこれらの取引と類似の取引を行うことの指図をすることがで

きます。なお、選択権取引は、オプション取引に含めて取扱うものとします（以下同

じ。）。 

ｂ．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、ならびに価格変動

リスクを回避するため、わが国の金融商品取引所における金利にかかる先物取引および

オプション取引ならびに外国の金融商品取引所におけるこれらの取引と類似の取引を行

うことの指図をすることができます。 

７．スワップ取引の運用指図・目的・範囲 
ａ．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、異なった受取金利

または異なった受取金利とその元本を一定の条件のもとに交換する取引（以下「スワッ

プ取引」といいます。）を行うことの指図をすることができます。 

ｂ．スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が、原則として信託期間を超

えないものとします。ただし、当該取引が信託期間内で全部解約が可能なものについて

はこの限りではありません。 

ｃ．スワップ取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価

額で行うものとします。 

ｄ．委託会社は、スワップ取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めた

ときは、担保の提供あるいは受入れの指図を行うものとします。 

８．金利先渡取引の運用指図 
ａ．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、金利先渡取引を行

うことの指図をすることができます。 

ｂ．金利先渡取引の指図にあたっては、当該取引の決済日が、原則として信託期間を超え

ないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについ

てはこの限りではありません。 

ｃ．金利先渡取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価

額で行うものとします。 

ｄ．委託会社は、金利先渡取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めた

ときは、担保の提供あるいは受入れの指図を行うものとします。 

e．金利先渡取引は、当事者間において、あらかじめ将来の特定の日（以下「決済日」とい

います。）における決済日から一定の期間を経過した日（以下「満期日」といいま

す。）までの期間にかかる国内または海外において代表的利率として公表される預金契

約または金銭の貸借契約に基づく債権の利率（以下「指標利率」といいます。）の数値

を取決め、その取決めにかかる数値と決済日における当該指標利率の現実の数値との差

にあらかじめ元本として定めた金額および当事者間で約定した日数を基準とした数値を

乗じた額を決済日における当該指標利率の現実の数値で決済日における現在価値に割引

いた額の金銭の授受を約する取引をいいます。 

９．有価証券の貸付けの指図および範囲 
ａ．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する

株式および公社債を次のイ．およびロ．の範囲内で貸付けることの指図をすることがで

きます。 

イ．株式の貸付けは、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、信託財産で保有する

株式の時価合計額を超えないものとします。 

ロ．公社債の貸付けは、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、信託財産

で保有する公社債の額面金額の合計額を超えないものとします。 
ｂ．上記イ．およびロ．に定める限度額を超えることとなった場合には、委託会社は速や

かに、その超える額に相当する契約の一部の解約を指図するものとします。 
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ｃ．委託会社は、有価証券の貸付けにあたり担保の受入れが必要と認めたときは、担保の

受入れの指図を行うものとします。 

10．有価証券の空売りの指図範囲 

ａ．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、信託財産において

有しない有価証券または下記「11．有価証券の借入れ」の規定により借入れた有価証券

を売付けることの指図をすることができます。なお、当該売付けの決済については、売

付けた有価証券の引渡しまたは買戻しにより行うことの指図をすることができるものと

します。 

ｂ．上記ａ．の売付けの指図は、当該売付けにかかる有価証券の時価総額が信託財産の純

資産総額の範囲内とします。 

ｃ．信託財産の一部解約等の事由により、上記ｂ．の売付けにかかる有価証券の時価総額

が信託財産の純資産総額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超

える額に相当する売付けの一部を決済するための指図をするものとします。 

11．有価証券の借入れ 

ａ．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、有価証券の借入れ

の指図をすることができます。なお、当該有価証券の借入れを行うにあたり担保の提供

が必要と認めたときは、担保の提供の指図を行うものとします。 

ｂ．上記ａ．の指図は、当該借入れにかかる有価証券の時価総額が信託財産の純資産総額

の範囲内とします。 

ｃ．信託財産の一部解約等の事由により、上記ｂ．の借入れにかかる有価証券の時価総額

が信託財産の純資産総額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超

える額に相当する借入れた有価証券の一部を返還するための指図をするものとします。 

12．資金の借入れ 
ａ．委託会社は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性に資するため、一部解約

に伴う支払資金の手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのために借入れた資金の返

済を含みます。）を目的として、または再投資にかかる収益分配金の支払資金の手当て

を目的として、資金の借入れ（コール市場を通じる場合も含みます。）の指図をするこ

とができます。なお、当該借入金をもって有価証券等の運用は行わないものとします。 

ｂ．一部解約に伴う支払資金の手当てにかかる借入期間は、受益者への解約代金支払開始

日から信託財産で保有する有価証券等の売却代金の受渡日までの間または受益者への解

約代金支払開始日から信託財産で保有する有価証券等の解約代金入金日までの間もしく

は受益者への解約代金支払開始日から信託財産で保有する有価証券等の償還金の入金日

までの期間が5営業日以内である場合の当該期間とし、資金借入額は当該有価証券等の売

却代金、解約代金および償還金の合計額を限度とします。ただし、資金借入額は、借入

指図を行う日における信託財産の純資産総額の10％を超えないものとします。 

ｃ．収益分配金の再投資にかかる借入期間は、信託財産から収益分配金が支弁される日か

らその翌営業日までとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。 

 
② 法令に基づく投資制限 

１．デリバティブ取引にかかる投資制限（金融商品取引業等に関する内閣府令第130条第1項

第8号） 

委託会社は、投資信託財産に関し、金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その

他の指標にかかる変動その他の理由により発生し得る危険に対応する額としてあらかじめ

委託会社が定めた合理的な方法により算出した額が当該投資信託財産の純資産総額を超え

ることとなる場合において、デリバティブ取引（新株予約権証券またはオプションを表示

する証券もしくは証書にかかる取引および選択権付債券売買を含みます。）を行うことま

たは継続することを受託会社に指図しません。 

２．同一法人の発行する株式への投資制限（投資信託及び投資法人に関する法律第9条） 

委託会社は、同一の法人の発行する株式について、委託会社が運用の指図を行うすべて

の委託者指図型投資信託につき投資信託財産として有する当該株式にかかる議決権の総数

が、当該株式にかかる議決権の総数に100分の50を乗じて得た数を超えることとなる場合

において、当該株式を投資信託財産をもって取得することを受託会社に指図しません。 
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（参考）マザーファンドの投資方針 

(1) ＰＣＡ割安優良株マザーファンドの投資方針 

① 基本方針 
 この投資信託は、信託財産の着実な成長と安定した収益の確保を目指して運用を行います。 
② 運用方法 
１．投資対象 
 主として国内の金融商品取引所に上場している（上場予定を含みます。以下同じ。）株
式を投資対象とします。 
２．投資態度 
ａ．主として国内の金融商品取引所に上場している株式を投資対象としてアクティブ運用
を行い、信託財産の成長を図ることを目指して運用を行います。 
ｂ．ＰＥＲ、ＰＢＲ、予想配当利回り、ディスカウント・キャッシュフロー等の観点から
割安度や経営安定性等の分析を行い、割安優良と考えられる銘柄に投資を行います。 
ｃ．株式への投資割合は、原則として高位を維持することを目指します。 
ｄ．信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、ならびに価格変動リスクを回避
するため、国内において行われる有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引および有
価証券オプション取引ならびに外国の市場における有価証券先物取引、有価証券指数等
先物取引および有価証券オプション取引と類似の取引を行うことができます。 
ｅ．投資顧問会社に運用の指図に関する権限を委託します。 
ｆ．資金動向、信託財産の規模、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場
合があります。 

３．投資制限 
ａ．株式への投資割合には制限を設けません。 
ｂ．新株引受権証券および新株予約権証券への投資は、信託財産の純資産総額の20％以下
とします。 
ｃ．同一銘柄の株式への投資割合は、取得時において信託財産の純資産総額の20％以下と
します。 
ｄ．同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、取得時において信
託財産の純資産総額の5％以下とします。 
ｅ．同一銘柄の転換社債、ならびに新株予約権付社債のうち会社法第236条第1項第3号の財
産が当該新株予約権付社債についての社債であって当該社債と当該新株予約権がそれぞ
れ単独で存在し得ないことをあらかじめ明確にしているもの（会社法施行前の旧商法第
341条ノ3第1項第7号および第8号の定めがある新株予約権付社債を含みます。）への投資
割合は、取得時において信託財産の純資産総額の10％以下とします。 
ｆ．外貨建資産への投資は行いません。 
ｇ．投資信託証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の5％以下とします。 

 

(2) ＰＣＡ Ｊ-ＲＥＩＴマザーファンドの投資方針 

① 基本方針 
 この投資信託は、信託財産の着実な成長と安定した収益の確保を目指して運用を行います。 
② 運用方法 
１．投資対象 
 国内の金融商品取引所（金融商品取引法第2条第16項に規定する金融商品取引所および
金融商品取引法第2条第8項第3号ロに規定する外国金融商品市場をいいます。以下同
じ。）に上場している（上場予定を含みます。以下同じ。）不動産投資信託の受益証券ま
たは不動産投資法人の投資証券（社団法人投資信託協会規則に定める不動産投信等の受益
証券または投資証券をいい、以下「不動産投資信託証券」といいます。）を主要投資対象
とします。 
２．投資態度 
ａ．主として国内の金融商品取引所に上場している不動産投資信託証券へ投資することに
より、安定的な配当収入の確保と信託財産の成長を図ることを目指して運用を行います。 
ｂ．不動産投資信託証券への投資割合は、原則として高位を維持することを目指します。 
ｃ．信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避するため、わが国の金融商品取引所に
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おける不動産投信指数等先物取引（金融商品取引法第28条第8項第3号ロに掲げるものの
うち、不動産投信指数を対象とするものをいいます。）ならびに外国の金融商品取引所
におけるこれらの取引と類似の取引を行うことの指図をすることができます。 
ｄ．投資顧問会社に運用の指図に関する権限を委託します。 
ｅ．資金動向、信託財産の規模、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場
合があります。 

３．投資制限 
ａ．投資信託証券への投資割合には制限を設けません。 
ｂ．外貨建資産への投資は行いません。 
ｃ．株式への投資は行いません。 
 

(3) ＰＣＡ日本債券マザーファンドの投資方針 

① 基本方針 
 この投資信託は、安定した収益の確保と信託財産の着実な成長を目指して運用を行います。 
② 運用方法 
１．投資対象 
主として国内の債券を投資対象とします。 

２．投資態度 
ａ．主として国内の債券を投資対象とし、安定的な利子収入の獲得を目指して運用を行い
ます。 
ｂ．原則として、取得時においてS&Pまたはムーディーズいずれかより、A-相当以上（S&P
において「A-」以上、あるいはムーディーズにおいて「A3」以上）の格付けを得ている
債券に投資を行います。組入れ後、S&Pおよびムーディーズの両方の格付けがA-相当未満
になった場合には、原則として3ヵ月以内に当該債券を売却します。 
ｃ．債券への投資割合は、原則として高位を維持することを目指します。 
ｄ．信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、ならびに価格変動リスクを回避
するため、国内において行われる有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引、有価証
券オプション取引、金利にかかる先物取引および金利にかかるオプション取引ならびに
外国の市場における有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引、有価証券オプション
取引、金利にかかる先物取引および金利にかかるオプション取引と類似の取引を行うこ
とができます。 
ｅ．信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、異なった受取金利または異なっ
た受取金利とその元本を一定の条件のもとに交換する取引および金利先渡取引を行うこ
とができます。 
ｆ．投資顧問会社に運用の指図に関する権限を委託します。 
ｇ．資金動向、信託財産の規模、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場
合があります。 

３．投資制限 
ａ．株式（新株引受権証券および新株予約権証券を含みます。）への投資割合は、信託財
産の純資産総額の5％以下とします。 
ｂ．同一銘柄の株式への投資割合は、取得時において信託財産の純資産総額の5％以下とし
ます。 
ｃ．同一銘柄の転換社債、ならびに新株予約権付社債のうち会社法第236条第1項第3号の財
産が当該新株予約権付社債についての社債であって当該社債と当該新株予約権がそれぞ
れ単独で存在し得ないことをあらかじめ明確にしているもの（会社法施行前の旧商法第
341条ノ3第1項第7号および第8号の定めがある新株予約権付社債を含みます。）への投資
割合は、取得時において信託財産の純資産総額の5％以下とします。 
ｄ．外貨建資産への投資は行いません。 
ｅ．投資信託証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の5％以下とします。 

 
 

 



 

 

- 18 -

３【投資リスク】 

(1) ファンドのリスク 

当ファンドは、国内の株式、不動産投資信託証券および債券等の値動きのある有価証券に実

質的に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、当ファンドは元金が保証されて

いるものではありません。また、信託財産に生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属し

ます。 

当ファンドが有する主なリスクは以下の通りです。 
 
１．株価変動リスク 

株式の価格は、政治経済情勢、株式を発行する企業の業績および信用状況等の変化の影響

を受け変動します。実質的に組入れた株式の価格が下落した場合は、基準価額の下落要因と

なります。 

２．不動産投資信託証券の価格変動リスク 

不動産投資信託証券の価格は、政治経済情勢、不動産市況、金利動向、組入不動産の価値

および収益性等の影響を受け変動します。実質的に組入れた不動産投資信託証券の価格が下

落した場合は、基準価額の下落要因となります。 

また、不動産等に関する規制および不動産投資信託に関する法令・税制・会計制度の変更

が、基準価額の変動要因となります。 

３．金利変動リスク 

一般に、金利が上昇した場合には、債券の価格は下落します。また、不動産投資信託証券

についても、金利が上昇した場合価格が下落する傾向があります。当ファンドは債券および

不動産投資信託証券に実質的に投資しますので、金利が上昇した場合は、基準価額の下落要

因となります。 

４．信用リスク 

有価証券等の発行者の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等によ

り、当該有価証券等の価格が大きく下落（価格がゼロになることもあります。）することが

あります。当ファンドが実質的に組入れた有価証券等にこうした事態が起こった場合は、基

準価額の下落要因となります。 

５．流動性リスク 

組入れた有価証券等の市場規模が小さく取引量が少ない場合、または市場が急変した場合、

当該有価証券等を売買する際に、希望する時期や価格で売買できない場合があり、不利益を

被るリスクがあります。当ファンドの一部解約金の支払資金手当てのために、実質的に組入

れた有価証券等を売却する場合には、市況動向や流動性等の状況によっては基準価額の下落

要因となる可能性があります。 

特に、不動産投資信託証券は市場規模および取引量が少ない場合が多く、また、金融商品

取引所が定める基準に抵触し上場廃止等になった場合には売買が困難になる等、流動性リス

クが高い傾向があります。 

６．ファミリーファンド方式による運用に関するリスク 

当ファンドは、ファミリーファンド方式により運用を行います。マザーファンドは、複数

のベビーファンドの資金を運用する場合があるため、他のベビーファンドからのマザーファ

ンドへの資金流出入の動向が、基準価額の変動要因となることがあります。 

 

(2) その他の留意点 

１. 当ファンドは、預金および保険契約ではなく、預金保険機構および保険契約者保護機構

の保護および補償の対象ではありません。また、登録金融機関で取扱う場合、投資者保護

基金の補償対象ではありません。 
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２. 金融商品取引所における取引の停止その他やむを得ない事情（投資対象国における非常

事態（金融危機、デフォルト、重大な政策変更および規制の導入、自然災害、クーデター、

重大な政治体制の変更、戦争等）による市場の閉鎖または流動性の極端な減少ならびに資

金の受渡しに関する障害等）が発生した場合に、信託約款の規定にしたがい、委託会社の

判断で受益権の取得申込みおよび一部解約の実行請求の受付けを中止すること、すでに受

付けた受益権の取得申込みおよび一部解約の実行請求の受付けを取消すこと、またはその

両方を行うことがあります。 

４. 当ファンドの運用体制、リスク管理体制は、今後、変更される場合があります。 

５. 法令・税制・会計制度等は、今後、変更される可能性があります。 

 

(3) 投資リスクに対する管理体制等 

当ファンドの投資リスクに対する管理体制は、以下の通りです。 

 

１．委託会社における投資リスク管理体制 
 

投資政策委員会 

運用部 

リーガル＆コンプライアンス 

オペレーション部 

リスク管理委員会 

投資判断 

運用状況のモニタリング 

投資リスクのモニタリング 

投資方針の決定

法令遵守・ガイドライン遵守等

のチェック 

リスク全般の管理 

運用の執行 
運用のチェック 

定期的な 

フィードバック

運用状況のモニタリングのサ

ポート 

投資リスクのモニタリングの

サポート 

 

・投資政策委員会において投資方針の決定を行います。 

・運用部は、有価証券の価値等の分析に基づく投資判断を行うにあたっては、ガイドライン

に抵触しないことの確認を求められます。また、投資リスクのモニタリング等も行います。 

・オペレーション部は運用状況および投資リスクのモニタリングのサポートを行います。 

・リーガル＆コンプライアンスは、法令遵守・ガイドライン遵守、利益相反の有無等の

チェックを行い、必要に応じて指導・勧告を行うとともに、リスク管理委員会に報告しま

す。 

・リスク全般の管理はリスク管理委員会が行います。 

・重要報告事項については、各担当部長が、リスク管理委員会等に報告し、審議します。 

２．投資顧問会社における投資リスク管理体制 

・日次でコンプライアンス・チームが、ガイドラインおよび関係法令の遵守状況の確認を行

います。 

・リスク＆パフォーマンス・ミーティングが月次で開催され、パフォーマンスおよびリスク

について総合的な分析を行います。 

 

なお、投資リスクに対する管理体制等は平成21年11月末日現在のものであり、今後、変更と

なる場合があります。 
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４【手数料等及び税金】 

(1)【申込手数料】 

① 申込手数料は、2.10％ (税抜2.00％) を上限として販売会社が定める率を取得申込受付日

の基準価額に乗じて得た額とします。 

申込手数料率は、お申込みの販売会社または下記照会先までお問合せください。 

＜照会先＞ 

 

ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社 

電話番号 03－5224－3400（受付時間は営業日の午前9時から午後5時まで） 

ホームページアドレス http://www.pcaasset.co.jp/ 

② 償還乗換え等によるお申込みの場合、申込手数料が優遇される場合があります。詳しくは、

お申込みの販売会社にお問合せください。 

③ 自動けいぞく投資契約に基づいて収益分配金を再投資する場合には、取得する口数につい

て無手数料で取扱います。 

(2)【換金（解約）手数料】 

換金（解約）手数料はありません。 

(3)【信託報酬等】 

計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に対し年率1.4385％（税抜1.37％）を乗じ

て得た額が信託報酬として計算され、信託財産の費用として計上されます。信託報酬の配分

は、以下の通りです。 

信託財産の 

純資産総額のうち 
委託会社 販売会社 受託会社 

年率 0.7035% 年率 0.7035% 
200 億円以下の部分 

（税抜 0.67%） （税抜 0.67%） 

年率 0.651% 年率 0.756% 200 億円超 

500 億円以下の部分 （税抜 0.62%） （税抜 0.72%） 

年率 0.5985% 年率 0.8085% 
500 億円超の部分 

（税抜 0.57%） （税抜 0.77%） 

年率 0.0315%  

(税抜 0.03%) 

信託報酬は、毎計算期間の終了時および信託の終了時に信託財産中から支払われます。 
委託会社が受取る報酬には、マザーファンドの投資顧問会社への報酬（マザーファンドの

信託財産の純資産総額に年0.36％以内の率を乗じて得た額）が含まれます。 

※マザーファンドにおいては、信託報酬はかかりません。 

(4)【その他の手数料等】 

① 信託財産に関する租税、信託事務の処理等に要する諸費用（監査費用、目論見書および運

用報告書等の印刷費用、受益者に対する公告費用を含みます。）および受託会社の立替えた

立替金の利息（以下「諸経費」といいます。）は、受益者の負担とし、信託財産中から支払

われます。 

② 委託会社は、上記①に定める信託事務の処理等に要する諸費用の支払いを信託財産のため

に行い、支払った金額を信託財産から受取ることができます。この場合、委託会社は、現に

信託財産のために支払った金額を受取る際に、あらかじめ、受領する金額に上限を付するこ

とができます。また、委託会社は、実際に支払った金額を受取る代わりに、かかる諸費用の

金額を、あらかじめ、合理的に見積もったうえで、実際の費用額にかかわらず固定率または

固定金額にて信託財産から受取ることもできます。 

③ 上記②において諸費用の上限、固定率または固定金額を定める場合、委託会社は、信託財

産の規模等を考慮して、信託の設定時または期中に、上限、固定率または固定金額を合理的

に計算された範囲内で変更することができます。なお、諸費用の上限は、信託財産の純資産

総額に年率0.10％を乗じて得た額とします。 

④ 上記②において諸費用の固定率または固定金額を定める場合、かかる諸費用の額は、計算

期間を通じて毎日、信託財産に計上されます。かかる諸費用は、毎計算期末または信託終了
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のとき信託財産中から受取り、委託会社の責任において、実際の支払いに充当します。 

⑤ 上記①に定める信託事務の処理等に要する諸費用は、マザーファンドに関連して生じた諸

費用のうちマザーファンドにおいて負担せず、かつ、委託会社の合理的判断により当ファン

ドに関連して生じたと認めるものを含みます。 

⑥ 組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料、先物・オプション取引に要する諸費

用、有価証券の借入れを行った場合の品借料等は受益者の負担とし、信託財産中から支払わ

れます。 

⑦ 信託財産において資金借入れを行った場合の借入金の利息は受益者の負担とし、信託財産

中から支払われます。 

⑧ マザーファンドにおける上記①、⑥および⑦の費用については、間接的に当ファンドの受

益者が負担することになります。なお、当ファンドによるマザーファンドの受益証券の取得

申込みおよび一部解約については、手数料および信託財産留保金はかかりません。 

※上記（4）に掲げる「その他の手数料等」については、運用状況等により変動するものであり、

事前に料率、上限額等を表示することができません。 

※当ファンドにかかる上記(1)から（4）に掲げる「手数料等」の合計額もしくはその上限額ま

たはこれらの計算方法の概要は、保有期間等に応じて異なりますので、表示することができま

せん。 

(5)【課税上の取扱い】 

日本の居住者（法人を含みます。）である受益者に対する課税については、以下のような取

扱いとなります。当ファンドは、課税上は株式投資信託として取扱われます。 

① 個人、法人別の課税の取扱いについて 

１．個人の受益者に対する課税 
a. 収益分配金 

収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金については、配当所得として10％（所得
税7％、地方税3％）の税率による源泉徴収（原則として確定申告は不要です。）が行わ
れます。なお、確定申告を行い総合課税または申告分離課税を選択することもできます。 
平成24年1月1日以降は、上記の税率は20％（所得税15％、地方税5％）となる予定です。 

b. 一部解約金および償還金 

一部解約時および償還時の差益（譲渡益）は、譲渡所得として10％（所得税7％、地方
税3％）の税率による申告分離課税が適用されます。 
源泉徴収選択口座を利用している場合は、10％（所得税7％、地方税3％）の税率によ

る源泉徴収（原則として確定申告は不要です。）が行われます。 
平成24年1月1日以降は、上記の税率は20％（所得税15％、地方税5％）となる予定です。 

２．法人の受益者に対する課税 

収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに一部解約時および償還時の受益者

ごとの個別元本超過額について、7％（所得税7％、地方税の徴収はありません。）の税率

で源泉徴収が行われます。 

平成24年1月1日以降は、上記の税率は15％（所得税15％、地方税の徴収はありませ

ん。）となる予定です。 

なお、益金不算入制度の適用はありません。 

② 個別元本について 

１．追加型株式投資信託について、受益者ごとの信託時の受益権の価額等（申込手数料（消

費税等相当額を含みます。）は含まれません。）が、当該受益者の元本（個別元本）にあ

たります。 

２．受益者が同一ファンドの受益権を複数回取得した場合、原則として、個別元本は当該受

益者が追加信託を行うつど、当該受益者の受益権口数で加重平均することにより算出され

ます。 

ただし、同一ファンドを複数の販売会社で取得する場合については販売会社ごとに個別

元本の算出が行われます。また、同一販売会社であっても、複数口座で同一ファンドを取

得する場合は当該口座ごとに個別元本の算出が行われる場合があります。 



 

 

- 22 -

３．受益者が特別分配金を受取った場合、収益分配金発生時にその個別元本から当該特別分

配金を控除した額が、その後の当該受益者の個別元本となります。 

③ 収益分配金の課税 

追加型株式投資信託の収益分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と非課税扱いと

なる「特別分配金」（受益者ごとの元本の一部払戻しに相当する部分）の区分があります。 

受益者が収益分配金を受取る際、１．当該収益分配金落ち後の基準価額が「受益者ごと

の個別元本」と同額の場合または当該個別元本を上回っている場合には、当該収益分配金

の全額が普通分配金となり、２．当該収益分配金落ち後の基準価額が「受益者ごとの個別

元本」を下回っている場合には、その下回る部分の額が特別分配金となり、当該収益分配

金から当該特別分配金を控除した額が普通分配金となります。 

 

※上記の内容は平成21年11月末日現在の税法に基づくものであり、税法が改正された場合等に

は変更になる場合があります。 

※税制の内容の詳細につきましては、税務の専門家までお問合せください。 

 

５【運用状況】 

(1)【投資状況】 
（平成21年11月30日現在） 

資産の種類 国  名 
時価合計 
（円） 

投資比率 
（％） 

親投資信託受益証券 日本 3,318,797,495 98.01

現金・預金・その他の資産（負債控除後） － 67,395,127 1.99

合計（純資産総額） － 3,386,192,622 100.00

(注) 投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価合計の比率をいいます。 
 

(2)【投資資産】 
①【投資有価証券の主要銘柄】 

(平成21年11月30日現在) 

国／ 
地域 

種類 銘柄名 
数量 
（口数） 

帳簿価額

単価 
（円）

帳簿価額 
金額 
（円） 

評価額 
単価 
（円） 

評価額 
金額 
（円） 

投資

比率

(％)

日本 
親投資信託 

受益証券 

ＰＣＡ日本債券マ

ザーファンド 
1,176,777,451 1.0038 1,181,249,206 1.0113 1,190,075,036 35.14

日本 
親投資信託 

受益証券 

ＰＣＡ Ｊ－ＲＥＩＴ 

マザーファンド 
1,183,586,751 0.9671 1,144,646,747 0.9060 1,072,329,596 31.67

日本 
親投資信託 

受益証券 

ＰＣＡ割安優良株マ

ザーファンド 
1,177,958,144 0.9364 1,103,040,007 0.8968 1,056,392,863 31.20

 

種類別投資比率   （平成21年11月30日現在） 

種類 
投資比率 

（％） 

親投資信託受益証券 98.01 

合計 98.01 

(注) 投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の評価額金額の比率をいいます。 
 

②【投資不動産物件】(平成21年11月30日現在) 

該当事項はありません。 
 

③【その他投資資産の主要なもの】(平成21年11月30日現在) 

該当事項はありません。 
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参考情報 

＜ＰＣＡ割安優良株マザーファンド＞ 

(1) 投資状況 
(平成21年11月30日現在） 

資産の種類 国名 
時価合計 

（円） 

投資比率

（％） 

株式 日本 1,048,811,500 99.29

現金・預金・その他の資産（負債控除後） － 7,535,194 0.71

合計（純資産総額） － 1,056,346,694 100.00

(注) 投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価合計の比率をいいます。 
 

(2) 投資資産 
① 投資有価証券の主要銘柄（上位30銘柄） 

   (平成21年11月30日現在)

国／ 

地域 
種類 銘柄名 業種 数量 

帳簿価額

単価 

（円） 

帳簿価額 

金額 

（円） 

評価額 

単価 

（円） 

評価額 

金額 

（円） 

投資

比率

(％)

日本 株式 
三菱ＵＦＪフィナン

シャル・グループ 
銀行業 135,900 589.35 80,092,665 482.00 65,503,800 6.20

日本 株式 ソニー 電気機器 22,500 2,529.12 56,905,200 2,325.00 52,312,500 4.95

日本 株式 味の素 食料品 62,000 764.31 47,387,220 811.00 50,282,000 4.76

日本 株式 ローム 電気機器 8,500 6,971.82 59,260,470 5,680.00 48,280,000 4.57

日本 株式 
三井住友フィナン

シャルグループ 
銀行業 14,300 3,970.04 56,771,572 2,850.00 40,755,000 3.86

日本 株式 カネカ 化学 71,000 678.20 48,152,200 573.00 40,683,000 3.85

日本 株式 ヤマハ発動機 輸送用機器 38,000 1,073.39 40,788,820 1,011.00 38,418,000 3.64

日本 株式 
フジ・メディア・

ホールディングス 
情報・通信業 286 146,025.96 41,763,424 129,200.00 36,951,200 3.50

日本 株式 クレディセゾン その他金融業 37,700 1,224.08 46,147,816 956.00 36,041,200 3.41

日本 株式 住商情報システム 情報・通信業 28,300 1,534.11 43,415,313 1,257.00 35,573,100 3.37

日本 株式 日産自動車 輸送用機器 53,200 592.78 31,535,896 626.00 33,303,200 3.15

日本 株式 旭化成 化学 78,000 488.65 38,114,700 420.00 32,760,000 3.10

日本 株式 
オンワードホール

ディングス 
繊維製品 52,000 610.86 31,765,144 546.00 28,392,000 2.69

日本 株式 日本電気 電気機器 129,000 353.89 45,651,810 218.00 28,122,000 2.66

日本 株式 東日本旅客鉄道 陸運業 4,600 5,770.44 26,544,024 6,100.00 28,060,000 2.66

日本 株式 住友林業 建設業 39,800 826.65 32,900,670 647.00 25,750,600 2.44

日本 株式 オリックス その他金融業 4,280 5,726.74 24,510,447 5,980.00 25,594,400 2.42

日本 株式 ＫＤＤＩ 情報・通信業 50 511,034.62 25,551,731 467,000.00 23,350,000 2.21

日本 株式 住生活グループ 金属製品 16,000 1,484.74 23,755,840 1,412.00 22,592,000 2.14

日本 株式 第一三共 医薬品 13,200 1,756.49 23,185,668 1,693.00 22,347,600 2.12

日本 株式 オービック 情報・通信業 1,530 15,752.23 24,100,911 14,380.00 22,001,400 2.08

日本 株式 
三菱ケミカルホール

ディングス 
化学 70,000 412.95 28,906,500 314.00 21,980,000 2.08

日本 株式 損害保険ジャパン 保険業 39,000 641.53 25,019,670 542.00 21,138,000 2.00

日本 株式 ブリヂストン ゴム製品 15,300 1,527.20 23,366,160 1,375.00 21,037,500 1.99
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国／ 

地域 
種類 銘柄名 業種 数量 

帳簿価額

単価 

（円） 

帳簿価額 

金額 

（円） 

評価額 

単価 

（円） 

評価額 

金額 

（円） 

投資

比率

(％)

日本 株式 住友信託銀行 銀行業 45,000 522.65 23,519,337 463.00 20,835,000 1.97

日本 株式 
セブン＆アイ・ホー

ルディングス 
小売業 10,700 2,265.71 24,243,097 1,933.00 20,683,100 1.96

日本 株式 ＮＯＫ 輸送用機器 20,600 1,114.94 22,967,764 1,004.00 20,682,400 1.96

日本 株式 メイテック サービス業 15,500 1,613.64 25,011,420 1,263.00 19,576,500 1.85

日本 株式 船井電機 電気機器 4,000 3,799.13 15,196,520 4,790.00 19,160,000 1.81

日本 株式 富士重工業 輸送用機器 54,000 391.41 21,136,140 343.00 18,522,000 1.75

 
 
種類別及び業種別投資比率                      （平成21年11月30日現在） 

種類 国内／外国 業種 
投資比率 

（％） 

株式 国内 建設業 3.51 

  食料品 4.76 

  繊維製品 2.69 

  化学 10.26 

  医薬品 2.11 

  ゴム製品 1.99 

  非鉄金属 1.32 

  金属製品 2.14 

  機械 3.88 

  電気機器 14.93 

  輸送用機器 10.50 

  その他製品 0.87 

  陸運業 2.66 

  情報・通信業 11.16 

  小売業 4.80 

  銀行業 12.03 

  保険業 2.00 

  その他金融業 5.83 

  サービス業 1.85 

合計 99.29 

(注) 投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の評価額金額の比率をいいます。 
 

② 投資不動産物件（平成21年11月30日現在） 
該当事項はありません。 

 

③ その他投資資産の主要なもの（平成21年11月30日現在） 
該当事項はありません。 
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＜ＰＣＡ Ｊ－ＲＥＩＴマザーファンド＞ 

(1) 投資状況 
(平成21年11月30日現在） 

資産の種類 国名 
時価合計 
（円） 

投資比率
（％） 

投資証券 日本 1,051,468,700 98.05

現金・預金・その他の資産（負債控除後） － 20,896,589 1.95

合計（純資産総額） － 1,072,365,289 100.00

(注) 投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価合計の比率をいいます。 
 

(2) 投資資産 
① 投資有価証券の主要銘柄 
      (平成21年11月30日現在)

国／ 

地域 
種類 銘柄名 数量 

帳簿価額

単価 

（円）

帳簿価額 

金額 

（円） 

評価額 

単価 

（円） 

評価額 

金額 

（円） 

投資

比率

(％)

日本 
投資

証券 
日本ビルファンド投資法人 271 841,487 228,043,044 702,000 190,242,000 17.74

日本 
投資

証券 

ジャパンリアルエステイト投

資法人 
239 812,517 194,191,646 630,000 150,570,000 14.04

日本 
投資

証券 

森トラスト総合リート投資法

人 
138 691,305 95,400,116 684,000 94,392,000 8.80

日本 
投資

証券 
フロンティア不動産投資法人 136 615,062 83,648,542 627,000 85,272,000 7.95

日本 
投資

証券 

野村不動産オフィスファンド

投資法人 
168 621,672 104,441,005 492,000 82,656,000 7.71

日本 
投資

証券 

日本ロジスティクスファンド

投資法人 
105 639,804 67,179,464 658,000 69,090,000 6.44

日本 
投資

証券 

アドバンス・レジデンス投資

法人 
204 353,709 72,156,807 325,000 66,300,000 6.18

日本 
投資

証券 

東急リアル・エステート投資

法人 
105 503,820 52,901,151 423,000 44,415,000 4.14

日本 
投資

証券 
福岡リート投資法人 97 449,757 43,626,437 452,000 43,844,000 4.09

日本 
投資

証券 

ジャパンエクセレント投資法

人 
111 411,398 45,665,180 392,000 43,512,000 4.06

日本 
投資

証券 
トップリート投資法人 111 374,473 41,566,555 383,000 42,513,000 3.97

日本 
投資

証券 

日本アコモデーションファン

ド投資法人 
93 439,210 40,846,619 444,000 41,292,000 3.85

日本 
投資

証券 

グローバル・ワン不動産投資

法人 
57 704,843 40,176,102 573,000 32,661,000 3.05

日本 
投資

証券 

野村不動産レジデンシャル投

資法人 
81 407,940 33,043,163 298,500 24,178,500 2.25

日本 
投資

証券 
ビ・ライフ投資法人 55 485,217 26,686,963 396,000 21,780,000 2.03

日本 
投資

証券 
産業ファンド投資法人 78 262,690 20,489,884 240,400 18,751,200 1.75

 

種類別投資比率  （平成21年11月30日現在） 
 

(注) 投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の評価額金額の比率をいいます。 

種類 
投資比率 

（％） 

投資証券 98.05 

合計 98.05 
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② 投資不動産物件（平成21年11月30日現在） 
該当事項はありません。 

 
③ その他投資資産の主要なもの（平成21年11月30日現在） 
該当事項はありません。 

 

 

＜ＰＣＡ日本債券マザーファンド＞ 

(1) 投資状況 
(平成21年11月30日現在） 

資産の種類 国名 
時価合計 

（円） 

投資比率

（％） 

国債証券 日本 1,187,289,460 99.76

現金・預金・その他の資産（負債控除後） － 2,819,741 0.24

合計（純資産総額） － 1,190,109,201 100.00

(注) 投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価合計の比率をいいます。 

 
(2) 投資資産 
① 投資有価証券の主要銘柄 

    (平成21年11月30日現在)

国／ 
地域 

種類 銘柄名 
数量 

（券面総額） 

帳簿価額
単価 
（円）

帳簿価額 
金額 
（円） 

評価額
単価 
（円）

評価額 
金額 
（円） 

利率 
(％) 

償還期限 
投資
比率
(％)

日本 国債証券 
第60回利付
国債（５年) 

268,000,000 101.92 273,145,600 101.76 272,724,840 1.2 2011年９月20日 22.92

日本 国債証券 
第264回利付
国債（10年) 

245,000,000 103.86 254,457,000 104.56 256,176,900 1.5 2014年９月20日 21.53

日本 国債証券 
第110回利付
国債（20年) 

150,000,000 100.75 151,137,000 101.39 152,088,000 2.1 2029年３月20日 12.78

日本 国債証券 
第43回利付
国債（20年) 

130,000,000 114.57 148,941,000 115.10 149,636,500 2.9 2019年９月20日 12.57

日本 国債証券 
第283回利付
国債（10年) 

123,000,000 105.73 130,047,900 106.54 131,055,270 1.8 2016年９月20日 11.01

日本 国債証券 
第250回利付
国債（10年) 

80,000,000 99.90 79,922,400 100.47 80,377,600 0.5 2013年６月20日 6.75

日本 国債証券 
第67回利付
国債（20年) 

60,000,000 101.66 60,999,000 102.24 61,344,600 1.9 2024年３月20日 5.15

日本 国債証券 
第71回利付
国債（20年) 

45,000,000 104.20 46,894,200 105.95 47,679,300 2.2 2024年６月20日 4.01

日本 国債証券 
第295回利付
国債（10年) 

35,000,000 102.26 35,791,500 103.44 36,206,450 1.5 2018年６月20日 3.04

 

種類別投資比率   （平成21年11月30日現在） 

種類 
投資比率 

（％） 

国債証券 99.76 

合計 99.76 

(注) 投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の評価額金額の比率をいいます。 
 

② 投資不動産物件（平成21年11月30日現在） 

該当事項はありません。 
 

③ その他投資資産の主要なもの（平成21年11月30日現在） 

該当事項はありません。 
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(3)【運用実績】 
①【純資産の推移】 
平成21年11月30日および同日前1年以内における各月末ならびに下記決算期末の純資産の

推移は次の通りです。 

期 年月日 

純資産総額 

(百万円) 

(分配落) 

純資産総額 

(百万円) 

(分配付) 

1口当たり 

純資産額(円) 

(分配落) 

1口当たり 

純資産額(円)

(分配付) 

第1期 (平成21年11月12日) 3,602 3,614 0.9611 0.9641 

 平成21年 6月末日 3,704 － 0.9978 － 

 平成21年 7月末日 3,911 － 1.0117 － 

 平成21年 8月末日 3,928 － 1.0230 － 

 平成21年 9月末日 3,857 － 1.0055 － 

 平成21年10月末日 3,713 － 0.9833 － 

 平成21年11月末日 3,386 － 0.9300 － 

(注) 表中の末日とはその月の最終営業日を指します。 
 

②【分配の推移】 

期 計算期間 
1口当たりの分配金 

(円) 

自 平成21年 6月30日
第1期 

至 平成21年11月12日
0.0030 

 

③【収益率の推移】 

期 計算期間 
収益率 

（％） 

自 平成21年 6月30日
第1期 

至 平成21年11月12日
△3.6 

(注) 収益率は、計算期間末日の基準価額（分配付きの額）から当該計算期間の直前の計算期間末日

の基準価額（分配落ちの額。以下「前期末基準価額」といいます。）を控除した額を前期末基

準価額で除して計算しています。 

 

６【手続等の概要】 

(1) 申込（販売）手続等 

１．受益権の取得申込みは、原則として毎営業日に受付けます。 

お申込みの受付けは、原則として午後3時までに取得申込みが行われ、かつ、当該お申込

みにかかる販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日のお申込分とし、これらの受付

時間を過ぎた場合は翌営業日の取扱いとします。 

受益権の取得申込者は、販売会社に取引口座を開設のうえ、取得申込みを行うものとしま

す。 

収益分配金の受取方法により、収益分配金をそのつど受取る「一般コース」と、税金を差

引いた後の収益分配金が自動的に無手数料で再投資される「自動けいぞく投資コース」の2

つの申込方法があります。お申込みの際に「一般コース」または「自動けいぞく投資コー

ス」のいずれかのコースをお選びいただきます。 

※「一般コース」および「自動けいぞく投資コース」の名称および取扱いは、販売会社に

よって異なりますので、ご注意ください。 

※ 平成22年2月10日現在、「一般コース」を取扱う販売会社はありません。 

２．申込単位は、販売会社がそれぞれ別に定める単位とします。申込単位の詳細については、

お申込みの販売会社または下記照会先までお問合せください。 
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＜照会先＞ 

 

ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社 

電話番号 03－5224－3400（受付時間は営業日の午前9時から午後5時まで） 

ホームページアドレス http://www.pcaasset.co.jp/ 

３．受益権の販売価格は、取得申込受付日の基準価額とします。なお、取得申込みには、申込

手数料がかかります。申込手数料は、2.10％（税抜2.00％）を上限として販売会社が定める

率を取得申込受付日の基準価額に乗じて得た額とします。基準価額および申込手数料率は、

お申込みの販売会社または上記照会先までお問合せください。 

４．金融商品取引所における取引の停止その他やむを得ない事情があるときは、受益権の取得

申込みの受付けを中止すること、すでに受付けた取得申込みの受付けを取消すこと、または

その両方を行うことがあります。 

※ 取得申込者は販売会社に、取得申込みと同時にまたはあらかじめ当該取得申込者が受益権

の振替を行うための振替機関等の口座を申出るものとし、当該口座に当該取得申込者にか

かる口数の増加の記載または記録が行われます。なお、販売会社は、当該取得申込みの代

金の支払いと引換えに、当該口座に当該取得申込者にかかる口数の増加の記載または記録

を行うことができます。委託会社は、追加信託により分割された受益権について、振替機

関等の振替口座簿への新たな記載または記録をするため社振法に定める事項の振替機関へ

の通知を行うものとします。振替機関等は、委託会社から振替機関への通知があった場合、

社振法の規定にしたがい、その備える振替口座簿への新たな記載または記録を行います。

受託会社は、追加信託により生じた受益権については追加信託のつど、振替機関の定める

方法により、振替機関へ当該受益権にかかる信託を設定した旨の通知を行います。 

 

(2) 換金（解約）手続等 
１．受益者は、自己に帰属する受益権につき、委託会社に対し1口の整数倍で販売会社がそれ

ぞれ別に定める単位をもって一部解約の実行を請求することができます。 

受益者が一部解約の実行の請求をするときは、振替受益権をもって行うものとします。 

一部解約の実行の請求は、原則として午後3時までに申込みが行われ、かつ、当該申込み

にかかる販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日のお申込分とし、これらの受付時

間を過ぎた場合には翌営業日の取扱いとします。 

委託会社は、一部解約の実行の請求を受付けた場合には、この信託契約の一部を解約しま

す。 

２．一部解約の価額は、一部解約の実行の請求受付日の基準価額とします。 

３．一部解約金は、販売会社の営業所等において、一部解約の実行の請求を受付けた日より起

算して、原則として5営業日目から受益者に支払います。 

４．委託会社は、金融商品取引所における取引の停止その他やむを得ない事情があるときは、

上記１．による一部解約の実行の請求の受付けを中止すること、すでに受付けた一部解約の

実行の請求の受付けを取消すこと、またはその両方を行うことができます。 

５．上記４．により一部解約の実行の請求の受付けが中止された場合には、受益者は当該受付

中止以前に行った当日の一部解約の実行の請求を撤回することができます。ただし、受益者

が一部解約の実行の請求を撤回しない場合には、当該受益権の一部解約の価額は、当該受付

中止を解除した後の最初の基準価額の計算日に一部解約の実行の請求を受付けたものとして

上記２．に準じて計算された価額とします。 

６．信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口換金には制限を設ける場合があります。 

※ 一部解約の実行の請求を行う受益者は、その口座が開設されている振替機関等に対して当

該受益者の請求にかかるこの信託契約の一部解約を委託会社が行うのと引換えに、当該一

部解約にかかる受益権の口数と同口数の抹消の申請を行うものとし、社振法の規定にした

がい当該振替機関等の口座において当該口数の減少の記載または記録が行われます。 
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７【管理及び運営の概要】 

(1) 資産の評価 

基準価額とは、信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券および借入有価証券を除き

ます。）を法令および社団法人投資信託協会規則にしたがって時価評価して得た信託財産の資

産総額から負債総額を控除した金額（以下「純資産総額」といいます。）を、計算日における

受益権総口数で除した金額をいいます。 

＜主な投資対象資産の評価方法＞ 

マザーファンドの受益証券：計算日の基準価額で評価します。 

（参考）マザーファンドの主な投資対象資産の評価方法の概要 

・国内株式：原則として、金融商品取引所における計算日の最終相場で評価します。 
・公社債等：原則として、次のいずれかの価額で評価するものとします。 
① 日本証券業協会が発表する売買参考統計値（平均値） 
② 金融商品取引業者、銀行等の提示する価額（売気配相場を除く。） 
③ 価格情報会社の提供する価額 

・国内不動産投資信託証券：原則として、金融商品取引所における計算日の最終相場で
評価します。 

基準価額は、委託会社の営業日において日々算出されます。なお、便宜上1万口当たりに換

算した価額で表示されることがあります。 

ファンドの基準価額については、販売会社または下記照会先までお問合せください。 

その他、原則として計算日の翌日付の日本経済新聞朝刊にも掲載されます。ファンド名は

「ニッポン」と略称で掲載されます。 

＜照会先＞ 

 

ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社 

電話番号 03－5224－3400（受付時間は営業日の午前9時から午後5時まで） 

ホームページアドレス http://www.pcaasset.co.jp/ 

(2) 保管 

該当事項はありません。 

(3) 信託期間 

当ファンドの信託期間は平成21年6月30日から無期限とします。ただし、下記「(5)その他 1.

信託の終了」に該当する場合には信託を終了させることがあります。 

(4) 計算期間 

計算期間は、原則として毎年2月13日から5月12日まで、5月13日から8月12日まで、8月13日

から11月12日までおよび11月13日から翌年2月12日までとします。ただし、第1期計算期間は、

平成21年6月30日から平成21年11月12日までとします。なお、各計算期間終了日に該当する日

（以下「該当日」といいます。）が休業日のとき、各計算期間終了日は該当日の翌営業日とし、

その翌日より次の計算期間が開始されるものとします。ただし、最終計算期間の終了日は、上

記「(3)信託期間」の終了日とします。 

(5) その他 

１．信託の終了 

ａ．委託会社は、信託契約の一部を解約することにより信託財産の純資産総額が30億円を下
回ることとなった場合、信託期間中にこの信託契約を解約することが受益者のため有利で
あると認めるとき、またはやむを得ない事情が発生したときは、受託会社と合意のうえ、
この信託契約を解約し、信託を終了させることができます。この場合において、委託会社
は、あらかじめ、解約しようとする旨を監督官庁に届出ます。 
ｂ．委託会社は、上記ａ．にかかる事項について、書面による決議（以下「書面決議」とい
います。）を行います。この場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびに信託契約
の解約の理由などの事項を定め、当該決議の日の2週間前までに、この信託契約にかかる知
れている受益者に対し、書面をもってこれらの事項を記載した書面決議の通知を発します。 
ｃ．上記ｂ．の書面決議において、受益者（委託会社およびこの信託の信託財産にこの信託
の受益権が属するときの当該受益権にかかる受益者としての受託会社を除きます。以下当
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ｃ．において同じ。）は受益権の口数に応じて、議決権を有し、これを行使することがで
きます。なお、知れている受益者が議決権を行使しないときは、当該知れている受益者は
書面決議について賛成するものとみなします。 
ｄ．上記ｂ．の書面決議は議決権を行使することができる受益者の半数以上であって、当該
受益者の議決権の3分の2以上に当たる多数をもって行います。 
ｅ．上記ｂ．からｄ．までの規定は、委託会社が信託契約の解約について提案をした場合に
おいて、当該提案につき、この信託契約にかかるすべての受益者が書面または電磁的記録
により同意の意思表示をしたときには適用しません。また、投資信託財産の状況に照らし、
真にやむを得ない事情が生じている場合であって、上記ｂ．からｄ．までの手続きを行う
ことが困難な場合についても同様とします。 
ｆ．委託会社は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたときは、その命令にした
がい、信託契約を解約し信託を終了させます。 
ｇ．委託会社が監督官庁より登録の取消しを受けたとき、解散したときまたは業務を廃止し
たときは、委託会社はこの信託契約を解約し、信託を終了させます。ただし、監督官庁が、
この信託契約に関する委託会社の業務を他の投資信託委託会社に引継ぐことを命じたとき
は、この信託は、下記「２．信託約款の変更等」ｄ．による決議の結果、当該変更が否決
された場合を除き、当該投資信託委託会社と受託会社との間において存続します。 
ｈ．受託会社が、委託会社の承諾を受けてその任務を辞任した場合もしくは委託会社または
受益者からの請求を受けて裁判所が受託会社を解任した場合、委託会社は、下記「２．信
託約款の変更等」の規定にしたがい、新受託会社を選任します。なお、受益者は、上記に
よって行う場合を除き、受託会社を解任することはできないものとします。また、委託会
社が新受託会社を選任できないときは、委託会社はこの信託契約を解約し、信託を終了さ
せます。 

２．信託約款の変更等 

ａ．委託会社は、受益者の利益のため必要と認めるときまたはやむを得ない事情が発生した
ときは、受託会社と合意のうえ、この信託約款を変更することまたはこの信託と他の信託
との併合（投資信託及び投資法人に関する法律第16条第2号に規定する「委託者指図型投
資信託の併合」をいいます。以下同じ。）を行うことができるものとし、あらかじめ、変
更または併合しようとする旨およびその内容を監督官庁に届出ます。なお、この信託約款
は当ａ．に定める以外の方法によって変更することができないものとします。 
ｂ．委託会社は、上記ａ．の事項（上記ａ．の変更事項にあっては、その内容が重大なもの
に該当する場合に限ります。以下、併合と合わせて「重大な約款の変更等」といいま
す。）について、書面決議を行います。この場合において、あらかじめ、書面決議の日な
らびに重大な約款の変更等の内容およびその理由などの事項を定め、当該決議の日の2週
間前までに、この信託約款にかかる知れている受益者に対し、書面をもってこれらの事項
を記載した書面決議の通知を発します。 
ｃ．上記ｂ．の書面決議において、受益者（委託会社およびこの信託の信託財産にこの信託
の受益権が属するときの当該受益権にかかる受益者としての受託会社を除きます。以下当
ｃ．において同じ。）は受益権の口数に応じて、議決権を有し、これを行使することがで
きます。なお、知れている受益者が議決権を行使しないときは、当該知れている受益者は
書面決議について賛成するものとみなします。 
ｄ．上記ｂ．の書面決議は議決権を行使することができる受益者の半数以上であって、当該
受益者の議決権の3分の2以上に当たる多数をもって行います。 
ｅ．書面決議の効力は、この信託のすべての受益者に対してその効力を生じます。 
ｆ．上記ｂ．からｅ．までの規定は、委託会社が重大な約款の変更等について提案をした場
合において、当該提案につき、この信託約款にかかるすべての受益者が書面または電磁的
記録により同意の意思表示をしたときには適用しません。 
ｇ．上記ａ．からｆ．の規定にかかわらず、この投資信託において併合の書面決議が可決さ
れた場合にあっても、当該併合にかかる一または複数の他の投資信託において当該併合の
書面決議が否決された場合は、当該他の投資信託との併合を行うことはできません。 

３．公告 

委託会社が受益者に対してする公告は、日本経済新聞に掲載します。 

４．委託会社の事業の譲渡および承継に伴う取扱い 



 

 

- 31 -

ａ．委託会社は、事業の全部または一部の譲渡をすることがあり、これに伴い、この信託契
約に関する事業を譲渡することがあります。 
ｂ．委託会社は、分割により事業の全部または一部を承継させることがあり、これに伴い、
この信託契約に関する事業を承継させることがあります。 

５．運用にかかる報告書の開示方法 

委託会社は、6ヵ月ごと（毎年5月および11月の決算時）に有価証券報告書を3ヵ月以内に作
成し、当局に提出するとともに、委託会社において縦覧に供します。また、6ヵ月ごと（毎
年5月および11月の決算時）および償還時に運用報告書を作成し、販売会社を通じて知れて
いる受益者に交付します。 

６．反対者の買取請求権 

ファンドの信託契約の解約または重大な約款の変更等を行う場合には、書面決議において
当該解約または重大な約款の変更等に反対した受益者は、販売会社を通じて受託会社に対し、
自己に帰属する受益権を信託財産をもって買取るべき旨を請求することができます。 

７．他の受益者の氏名等の開示の請求の制限 

受益者は、委託会社または受託会社に対し、次に掲げる事項の開示の請求を行うことはで
きません。 
ａ．他の受益者の氏名または名称および住所 
ｂ．他の受益者が有する受益権の内容 

８．関係法人との契約の更改等に関する手続き 

ａ．委託会社は、「投資一任契約」に基づき、投資顧問会社にマザーファンドの運用の指図
に関する権限を委託します。ただし、投資顧問会社が法律に違反した場合、信託契約に違
反した場合、信託財産に重大な損失を生ぜしめた場合等において、委託会社は、運用の指
図に関する権限の委託を中止または委託の内容を変更することができます。また、委託会
社および投資顧問会社は、30日前までに相手方に事前通知を行うことにより、当該契約を
解約することができます。 
ｂ．販売会社は、委託会社との間の「受益権の募集・販売の取扱い等に関する契約」に基づ
いて、受益権の募集の取扱い等を行います。この場合、別の名称で同様の権利義務を規定
する契約を含むものとします。この受益権の募集等の取扱い等に関する契約において、有
効期間満了の3ヵ月前までに、当事者のいずれからも何らの意思表示がないときは、自動
的に1年間更新されるものとし、自動延長後の取扱いについてもこれと同様とします。 

(6) 受益者の権利等 

１．収益分配金・償還金受領権 

受益者は、委託会社の決定した収益分配金・償還金を、持分に応じて委託会社から受領す
る権利を有します。収益分配金は、毎計算期間終了日後1ヵ月以内の委託会社の指定する日
（原則として、計算期間終了日から起算して5営業日まで）から決算日において振替機関等
の振替口座簿に記載または記録されている受益者（当該収益分配金にかかる決算日以前にお
いて一部解約が行われた受益権にかかる受益者を除きます。また、当該収益分配金にかかる
決算日以前に設定された受益権で取得申込代金支払前のため販売会社の名義で記載または記
録されている受益権については原則として取得申込者とします。）に支払われます。 
ただし、自動けいぞく投資契約に基づいて収益分配金を再投資する受益者に対しては、受

託会社が委託会社の指定する預金口座等に払込むことにより、原則として毎計算期間終了日
の翌営業日に、収益分配金が販売会社に支払われます。この場合、販売会社は、受益者に対
して遅滞なく収益分配金の再投資にかかる受益権の売付けを行います。なお、再投資により
増加した受益権は、振替口座簿に記載または記録されます。 
償還金は、信託終了後1ヵ月以内の委託会社の指定する日（原則として、信託終了日（信

託終了日が休業日の場合は翌営業日）から起算して5営業日まで）から信託終了日において
振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者（信託終了日以前において一部
解約が行われた受益権にかかる受益者を除きます。また、当該信託終了日以前に設定された
受益権で、取得申込代金支払前のため販売会社の名義で記載または記録されている受益権に
ついては原則として取得申込者とします。）に支払われます。 
また、受益者が収益分配金については支払開始日から5年間、償還金については支払開始

日から10年間請求を行わない場合はその権利を失い、受託会社から交付を受けた金銭は、委
託会社に帰属します。 
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２．受益権の一部解約請求権 

受益者は、受益権の一部解約を販売会社を通して委託会社に請求することができます。 

３．帳簿書類の閲覧・謄写の請求権 

受益者は、委託会社に対し、その営業時間内に当該受益者にかかる信託財産に関する帳簿
書類の閲覧または謄写を請求することができます。 
 

 

第２【財務ハイライト情報】 

以下の情報は、有価証券届出書「第三部 ファンドの詳細情報 第４ ファンドの経理状況」
に記載されている「1 財務諸表」から抜粋して記載したものです。 
 
ファンドの財務諸表については、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。 
 
また、当該監査法人による監査報告書は、有価証券届出書「第三部 ファンドの詳細情報 第

４ファンドの経理状況」に記載されている「1 財務諸表」に添付されています。 
 

りそなＰＣＡニッポン優良資産ファンド 

１【貸借対照表】 

当特定期間 

(平成21年11月12日現在) 区  分 

金  額(円) 

資 産 の 部   

流 動 資 産   

コ ー ル ・ ロ ー ン  100,054,386 

親投資信託受益証券  3,515,954,617 

未 収 入 金  31,416,675 

未 収 利 息  137 

流動資産合計  3,647,425,815 

資 産 合 計  3,647,425,815 

負 債 の 部   

流 動 負 債   

未 払 収 益 分 配 金  11,246,502 

未 払 解 約 金  11,471,061 

未 払 受 託 者 報 酬  444,763 

未 払 委 託 者 報 酬  19,866,055 

そ の 他 未 払 費 用  1,398,750 

流動負債合計  44,427,131 

負 債 合 計  44,427,131 

純資産の部   

元 本 等   

元 本  3,748,834,128 

剰 余 金   

期末剰余金又は期末欠損金（△）  △145,835,444 

（分配準備積立金）  （3,199,455） 

元 本 等 合 計  3,602,998,684 

純 資 産 合 計  3,602,998,684 

負 債 純 資 産 合 計  3,647,425,815 
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２【損益及び剰余金計算書】 

当特定期間 

自 平成21年６月30日 

至 平成21年11月12日 
区  分 

金  額(円) 

営 業 収 益   

受 取 利 息  18,328 

有 価 証 券 売 買 等 損 益  △112,641,336 

営 業 収 益 合 計  △112,623,008 

営 業 費 用   

受 託 者 報 酬  444,763 

委 託 者 報 酬  19,866,055 

そ の 他 費 用  1,398,750 

営 業 費 用 合 計  21,709,568 

営 業 損 失 （ △ ）  △134,332,576 

経 常 損 失 （ △ ）  △134,332,576 

当 期 純 損 失 （ △ ）  △134,332,576 

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額 142,015 

期首剰余金又は期首欠損金（△） － 

剰余金増加額又は欠損金減少額 10,256 

当期一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減少額 10,256 

剰余金減少額又は欠損金増加額 124,607 

当期追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増加額 124,607 

分 配 金  11,246,502 

期末剰余金又は期末欠損金（△） △145,835,444 

 

＜注記表＞ 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

当特定期間 

自 平成21年 6月30日 

至 平成21年11月12日 

有価証券の評価基準及び評価方法 

 親投資信託受益証券につきましては、移動平均法に基づき、親投資信託受益証券の基準価額で

評価しております。 

 
 

 

（参考情報） 

当ファンドは、「ＰＣＡ割安優良株マザーファンド」「ＰＣＡ Ｊ－ＲＥＩＴマザーファンド」

「ＰＣＡ日本債券マザーファンド」受益証券を主要投資対象としており、貸借対照表の資産の部に

計上された「親投資信託受益証券」は、すべて同親投資信託の受益証券です。 

なお、同親投資信託の状況は以下の通りです。 
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「ＰＣＡ割安優良株マザーファンド」の状況 

なお、以下に記載した情報は監査対象外であります。 

１ 貸借対照表 

(平成21年11月12日現在) 
区  分 

注記

番号 金   額(円) 

資産の部   

流動資産   

コール・ローン  3,056,312 

株式  1,121,765,200 

未収入金  8,481,896 

未収配当金  8,890,650 

未収利息  4 

流動資産合計  1,142,194,062 

資産合計  1,142,194,062 

負債の部   

流動負債   

未払金  1,019,603 

未払解約金  10,091,844 

流動負債合計  11,111,447 

負債合計  11,111,447 

純資産の部   

元本等   

元本 1,2 1,207,727,586 

剰余金   

剰余金又は欠損金（△） 3 △76,644,971 

剰余金合計  △76,644,971 

元本等合計  1,131,082,615 

純資産合計  1,131,082,615 

負債・純資産合計  1,142,194,062 
 

２ 注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

自 平成21年 6月30日 
至 平成21年11月12日 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 
株式につきましては移動平均法に基づき、以下の通り原則として時価評価しております。 

(1) 金融商品取引所に上場されている有価証券 
金融商品取引所に上場されている有価証券は、原則として金融商品取引所における計算期間末
日の最終相場又は清算値段で評価しております。計算期間の末日に当該金融商品取引所の最終相
場等がない場合には、当該金融商品取引所における直近の日の最終相場等で評価しております
が、直近の日の最終相場等によることが適当でないと認められた場合は、当該金融商品取引所に
おける計算期間末日又は直近の日の気配相場で評価しております。 

(2) 金融商品取引所に上場されていない有価証券 
当該有価証券については、原則として、日本証券業協会の店頭売買参考統計値（平均値）、金
融機関の提示する価額（ただし、売気配相場は使用しない）又は価格情報提供会社の提供する価
額のいずれかから入手した価額で評価しております。 

(3) 時価が入手できなかった有価証券 
適正な評価額を入手できなかった場合又は入手した評価額が時価と認定できない事由が認めら
れた場合は、投資信託委託会社が忠実義務に基づいて合理的な事由をもって時価と認めた価額も
しくは受託者と協議のうえ両者が合理的事由をもって時価と認めた価額で評価しております。 

２．収益及び費用の計上基準 
受取配当金の計上基準 
受取配当金は原則として、株式の配当落ち日において、確定配当金額又は、予想配当金額を計
上しております。 
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「ＰＣＡ Ｊ－ＲＥＩＴマザーファンド」の状況 

なお、以下に記載した情報は監査対象外であります。 
 
１ 貸借対照表 

(平成21年11月12日現在) 
区  分 

注記
番号 金   額(円) 

資産の部   

流動資産   

コール・ローン  5,122,387 

投資証券  1,153,574,000 

未収入金  8,698,290 

未収配当金  16,923,287 

未収利息  7 

流動資産合計  1,184,317,971 

資産合計  1,184,317,971 

負債の部   

流動負債   

未払解約金  10,617,723 

流動負債合計  10,617,723 

負債合計  10,617,723 

純資産の部   

元本等   

元本 1,2 1,213,497,924 

剰余金   

剰余金又は欠損金（△） 3 △39,797,676 

剰余金合計  △39,797,676 

元本等合計  1,173,700,248 

純資産合計  1,173,700,248 

負債・純資産合計  1,184,317,971 
 

２ 注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

自 平成21年 6月30日 

至 平成21年11月12日 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 
投資証券につきましては移動平均法に基づき、以下の通り原則として時価評価しております。 

(1) 金融商品取引所に上場されている有価証券 
金融商品取引所に上場されている有価証券は、原則として金融商品取引所における計算期間末日
の最終相場又は清算値段で評価しております。計算期間の末日に当該金融商品取引所の最終相場等
がない場合には、当該金融商品取引所における直近の日の最終相場等で評価しておりますが、直近
の日の最終相場等によることが適当でないと認められた場合は、当該金融商品取引所における計算
期間末日又は直近の日の気配相場で評価しております。 

(2) 金融商品取引所に上場されていない有価証券 
当該有価証券については、原則として、日本証券業協会の店頭売買参考統計値（平均値）、金融
機関の提示する価額（ただし、売気配相場は使用しない）又は価格情報提供会社の提供する価額の
いずれかから入手した価額で評価しております。 

(3) 時価が入手できなかった有価証券 
適正な評価額を入手できなかった場合又は入手した評価額が時価と認定できない事由が認められ
た場合は、投資信託委託会社が忠実義務に基づいて合理的な事由をもって時価と認めた価額もしく
は受託者と協議のうえ両者が合理的事由をもって時価と認めた価額で評価しております。 

２．収益及び費用の計上基準 
受取配当金の計上基準 
受取配当金は原則として、投資証券の配当落ち日において、予想配当金額を計上しております。 
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「ＰＣＡ日本債券マザーファンド」の状況 

なお、以下に記載した情報は監査対象外であります。 

１ 貸借対照表 

(平成21年11月12日現在) 
区  分 

注記

番号 金   額(円) 

資産の部   

流動資産   

コール・ローン  1,166,713 

国債証券  1,210,295,555 

未収入金  7,121,870 

未収利息  3,122,403 

前払費用  246,285 

流動資産合計  1,221,952,826 

資産合計  1,221,952,826 

負債の部   

流動負債   

未払解約金  10,707,108 

流動負債合計  10,707,108 

負債合計  10,707,108 

純資産の部   

元本等   

元本 1,2 1,206,517,125 

剰余金   

剰余金又は欠損金（△）  4,728,593 

剰余金合計  4,728,593 

元本等合計  1,211,245,718 

純資産合計  1,211,245,718 

負債・純資産合計  1,221,952,826 
 

２ 注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

自 平成21年 6月30日 
至 平成21年11月12日 

有価証券の評価基準及び評価方法 
国債証券につきましては個別法に基づき、以下の通り原則として時価評価しております。 
(1) 金融商品取引所に上場されている有価証券 

金融商品取引所に上場されている有価証券は、原則として金融商品取引所における計算期
間末日の最終相場又は清算値段で評価しております。計算期間の末日に当該金融商品取引所
の最終相場等がない場合には、当該金融商品取引所における直近の日の最終相場等で評価し
ておりますが、直近の日の最終相場等によることが適当でないと認められた場合は、当該金
融商品取引所における計算期間末日又は直近の日の気配相場で評価しております。 

(2) 金融商品取引所に上場されていない有価証券 
当該有価証券については、原則として、日本証券業協会の店頭売買参考統計値（平均
値）、金融機関の提示する価額（ただし、売気配相場は使用しない）又は価格情報提供会社
の提供する価額のいずれかから入手した価額で評価しております。 

(3) 時価が入手できなかった有価証券 
適正な評価額を入手できなかった場合又は入手した評価額が時価と認定できない事由が認
められた場合は、投資信託委託会社が忠実義務に基づいて合理的な事由をもって時価と認め
た価額もしくは受託者と協議のうえ両者が合理的事由をもって時価と認めた価額で評価して
おります。 
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第３【内国投資信託受益証券事務の概要】 
１．名義書換 

該当するものはありません。 

２．受益者等に対する特典 

該当するものはありません。 

３．譲渡制限の内容 

受益権の譲渡制限は設けておりません。 

４．受益権の譲渡の方法 

(1) 受益権の譲渡 

① 受益者は、その保有する受益権を譲渡する場合には、当該受益者の譲渡の対象とする受益

権が記載または記録されている振替口座簿にかかる振替機関等に振替の申請をするものとし

ます。 

② 上記①の申請のある場合には、上記①の振替機関等は、当該譲渡にかかる譲渡人の保有す

る受益権の口数の減少および譲受人の保有する受益権の口数の増加につき、その備える振替

口座簿に記載または記録するものとします。ただし、上記①の振替機関等が振替先口座を開

設したものでない場合には、譲受人の振替先口座を開設した他の振替機関等（当該他の振替

機関等の上位機関を含みます。）に社振法の規定にしたがい、譲受人の振替先口座に受益権

の口数の増加の記載または記録が行われるよう通知するものとします。 

③ 上記①の振替について、委託会社は、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記載または

記録されている振替口座簿にかかる振替機関等と譲受人の振替先口座を開設した振替機関等

が異なる場合等において、委託会社が必要と認めたときまたはやむを得ない事情があると判

断したときは、振替停止日や振替停止期間を設けることができます。 

(2) 受益権の譲渡の対抗要件 

受益権の譲渡は、振替口座簿への記載または記録によらなければ、委託会社および受託会社

に対抗することができません。 

５．受益証券の不発行 

委託会社は、当ファンドの受益権を取扱う振替機関が社振法の規定により主務大臣の指定を

取消された場合または当該指定が効力を失った場合であって、当該振替機関の振替業を承継す

る者が存在しない場合その他やむを得ない事情がある場合を除き、振替受益権を表示する受益

証券を発行しません。 

なお、受益者は、委託会社がやむを得ない事情等により受益証券を発行する場合を除き、無

記名式受益証券から記名式受益証券への変更の請求、記名式受益証券から無記名式受益証券へ

の変更の請求、受益証券の再発行の請求を行わないものとします。 

６．受益権の再分割 

委託会社は、受託会社と協議のうえ、社振法に定めるところにしたがい、一定日現在の受益

権を均等に再分割できるものとします。 

７．償還金 

償還金は、償還日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者（償

還日以前において一部解約が行われた受益権にかかる受益者を除きます。また、当該償還日以

前に設定された受益権で取得申込代金支払前のため販売会社の名義で記載または記録されてい

る受益権については原則として取得申込者とします。）に支払います。 

８．質権口記載または記録の受益権の取扱いについて 

振替機関等の振替口座簿の質権口に記載または記録されている受益権にかかる収益分配金の

支払い、一部解約の実行の請求の受付け、一部解約金および償還金の支払い等については、約

款の規定によるほか、民法その他の法令等にしたがって取扱われます。 
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第４【ファンドの詳細情報の項目】 

有価証券届出書「第三部 ファンドの詳細情報」について、「交付目論見書」とは別に、その

内容を記載した書面を「請求目論見書」として作成しております。 

「請求目論見書」の記載項目は以下のとおりです。 

 

第１ ファンドの沿革 

第２ 手続等 
１ 申込（販売）手続等 
２ 換金（解約）手続等 

第３ 管理及び運営 
１ 資産管理等の概要 
(1) 資産の評価 
(2) 保管 
(3) 信託期間 
(4) 計算期間 
(5) その他 

２ 受益者の権利等 

第４ ファンドの経理状況 
１ 財務諸表 
(1) 貸借対照表 
(2) 損益及び剰余金計算書 
(3) 注記表 
(4) 附属明細表 

２ ファンドの現況 
純資産額計算書 

第５ 設定及び解約の実績 
 



 
約款1

約 款 
 

りそなＰＣＡニッポン優良資産ファンド 
 

運 用 の 基 本 方 針 
 
 
 約款第19条に基づき委託者の定める方針は、次のものとします。 
  
1． 基本方針 

この投資信託は、信託財産の着実な成長と安定した収益の確保を目指して運用を行います。 
 
２．運用方法 
（１）投資対象 

「ＰＣＡ割安優良株マザーファンド」、「ＰＣＡ Ｊ-ＲＥＩＴマザーファンド」および「ＰＣＡ日本債券
マザーファンド」（以下、総称して「マザーファンド」といいます。）の受益証券を主要投資対象とします。 

（２）投資態度 
① 各マザーファンドの受益証券への投資を通じて、主として国内の株式、不動産投資信託証券および公社
債へ投資することにより、信託財産の中長期的な成長を図ることを目指して運用を行います。 

② 各マザーファンドの組入比率が、原則として、それぞれ信託財産の純資産総額の3分の1程度となるよう
投資を行います。ただし、各資産の流動性および市場規模等によっては、組入比率を変更することがありま
す。 

③ 信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、ならびに価格変動リスクを回避するため、国内に
おいて行われる有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引、有価証券オプション取引、金利にかかる先物
取引および金利にかかるオプション取引ならびに外国の市場における有価証券先物取引、有価証券指数等先
物取引、有価証券オプション取引、金利にかかる先物取引および金利にかかるオプション取引と類似の取引
を行うことができるものとします。 

④ 信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、異なった受取金利または異なった受取金利とその
元本を一定の条件のもとに交換する取引および金利先渡取引を行うことができるものとします。 

⑤ 資金動向、信託財産の規模、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。 
 
（３）投資制限 

① マザーファンドの受益証券への投資割合には制限を設けません。 
② 外貨建資産への投資は行いません。 
③ 株式（新株引受権証券および新株予約権証券を含みます。）への実質投資割合は、信託財産の純資産総
額の50％以下とします。 

④ 同一銘柄の株式への実質投資割合は、取得時において信託財産の純資産総額の10％以下とします。 
⑤ 同一銘柄の転換社債、ならびに新株予約権付社債のうち会社法第236条第1項第3号の財産が当該新株予約
権付社債についての社債であって当該社債と当該新株予約権がそれぞれ単独で存在し得ないことをあらか
じめ明確にしているもの（会社法施行前の旧商法第341条ノ3第1項第7号および第8号の定めがある新株予約
権付社債を含みます。）への実質投資割合は、取得時において信託財産の純資産総額の5％以下とします。 

⑥ 投資信託証券（マザーファンドの受益証券を除きます。）への投資割合は、信託財産の純資産総額の5％
以下とします。 

３．収益分配方針 
毎決算時に、原則として以下の方針に基づき、分配を行います。 
① 分配対象額の範囲は、繰越分を含めた経費控除後の配当等収益（マザーファンドの信託財産に属する配
当等収益のうち、信託財産に属するとみなした額（以下「みなし配当等収益」といいます。）を含みます。
以下同じ。）と売買益（評価益を含み、みなし配当等収益を控除して得た額をいいます。）等の全額としま
す。 

② 収益分配金額は、委託会社が決定するものとし、原則として、毎決算時に主に配当等収益から安定的に
分配を行うことを目指します。また、上記①の範囲内で委託者が基準価額水準等を勘案して決定する額を付
加して分配する場合があります。ただし、委託者の判断で収益分配を行わないことがあります。 

③ 留保益の運用については特に制限を設けず、運用の基本方針に基づき、元本部分と同一の運用を行いま
す。 



 
約款2

追加型証券投資信託 
りそなＰＣＡニッポン優良資産ファンド 

 
約   款 

 
 
（信託の種類、委託者および受託者） 
第1条 この信託は、証券投資信託であり、ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社を委託者とし、株式

会社りそな銀行を受託者とします。 
② この信託は、信託法（平成18年法律第108号）（以下「信託法」といいます。）の適用を受けます。 

（信託事務の委託） 
第2条 受託者は、信託法第28条第1号に基づく信託事務の委託として、信託事務の処理の一部について、金融機関

の信託業務の兼営等に関する法律第1条第1項の規定による信託業務の兼営の認可を受けた一の金融機関（受
託者の利害関係人（金融機関の信託業務の兼営等に関する法律において準用する信託業法第29条第2項第1号
に規定する利害関係人をいいます。以下同じ。）を含みます。）と信託契約を締結し、これを委託すること
ができます。 
② 前項における利害関係人に対する業務の委託については、受益者の保護に支障を生じることがない場合
に行うものとします。 

（信託の目的および金額） 
第3条 委託者は、金3,000億円を上限として受益者のために利殖の目的をもって信託し、受託者はこれを引受けま

す。 
（信託金の限度額） 
第4条 委託者は、受託者と合意のうえ、金5,000億円を限度として信託金を追加することができます。 

② 委託者は、受託者と合意のうえ、前項の限度額を変更することができます。 
（信託期間） 
第5条 この信託の期間は、信託契約締結日から第46条第1項、第47条第1項、第48条第1項および第50条第2項の規

定による信託終了日または信託契約解約の日までとします。 
（受益権の取得申込みの勧誘の種類） 
第6条 この信託にかかる受益権の取得申込みの勧誘は、金融商品取引法第2条第3項第1号に掲げる場合に該当し、

投資信託及び投資法人に関する法律第2条第8項で定める公募により行われます。 
（当初の受益者） 
第7条 この信託契約締結当初および追加信託当初の受益者は、委託者の指定する受益権取得申込者とし、第8条の

規定により分割された受益権は、その取得申込口数に応じて、取得申込者に帰属します。 
（受益権の分割および再分割） 
第8条 委託者は、第3条の規定による受益権については3,000億口を上限として、追加信託によって生じた受益権

についてはこれを追加信託のつど第9条第1項の追加口数に、それぞれ均等に分割します。 
② 委託者は、受託者と協議のうえ、社債、株式等の振替に関する法律（以下「社振法」といいます。）に定
めるところにしたがい、一定日現在の受益権を均等に再分割できるものとします。 

（追加信託の価額および口数、基準価額の計算方法） 
第9条 追加信託金は、追加信託を行う日の前営業日の基準価額に、当該追加信託にかかる受益権の口数を乗じた

額とします。 
② この約款において基準価額とは、信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券および第27条に規定す
る借入有価証券を除きます。）を法令および社団法人投資信託協会規則にしたがって時価評価して得た信託
財産の資産総額から負債総額を控除した金額（以下「純資産総額」といいます。）を、計算日における受益
権総口数で除した金額をいいます。 

（信託日時の異なる受益権の内容） 
第10条 この信託の受益権は、信託の日時を異にすることにより差異を生じることはありません。 
（受益権の帰属と受益証券の不発行） 
第11条 この信託のすべての受益権は、社振法の規定の適用を受けることとし、受益権の帰属は、委託者があらか

じめこの投資信託の受益権を取扱うことについて同意した一の振替機関（社振法第2条に規定する「振替機
関」をいい、以下「振替機関」といいます。）および当該振替機関の下位の口座管理機関（社振法第2条に規
定する「口座管理機関」をいい、振替機関を含め、以下「振替機関等」といいます。）の振替口座簿に記載
または記録されることにより定まります（以下、振替口座簿に記載または記録されることにより定まる受益
権を「振替受益権」といいます。）。 
② 委託者は、この信託の受益権を取扱う振替機関が社振法の規定により主務大臣の指定を取消された場合ま
たは当該指定が効力を失った場合であって、当該振替機関の振替業を承継する者が存在しない場合その他や
むを得ない事情がある場合を除き、振替受益権を表示する受益証券を発行しません。なお、受益者は、委託
者がやむを得ない事情等により受益証券を発行する場合を除き、無記名式受益証券から記名式受益証券への
変更の請求、記名式受益証券から無記名式受益証券への変更の請求、受益証券の再発行の請求を行わないも
のとします。 

③ 委託者は、第8条の規定により分割された受益権について、振替機関等の振替口座簿への新たな記載または



 
約款3

記録をするため社振法に定める事項の振替機関への通知を行うものとします。振替機関等は、委託者から振
替機関への通知があった場合、社振法の規定にしたがい、その備える振替口座簿への新たな記載または記録
を行います。 

（受益権の設定にかかる受託者の通知） 
第12条 受託者は、信託契約締結日に生じた受益権については信託契約締結時に、追加信託により生じた受益権に

ついては追加信託のつど、振替機関の定める方法により、振替機関へ当該受益権にかかる信託を設定した旨
の通知を行います。 

（受益権の申込単位、価額および手数料等） 
第13条 委託者の指定する第一種金融商品取引業者（委託者の指定する金融商品取引法第28条第1項に規定する第一

種金融商品取引業を行う者をいいます。以下同じ。）および登録金融機関（委託者の指定する金融商品取引
法第2条第11項に規定する登録金融機関をいいます。以下同じ。）は、第8条第1項の規定により分割される受
益権を、その取得申込者に対し、委託者の指定する第一種金融商品取引業者および登録金融機関がそれぞれ
別に定める申込単位をもって取得の申込みに応ずることができるものとします。ただし、委託者の指定する
第一種金融商品取引業者および登録金融機関と別に定める自動けいぞく投資約款にしたがって契約（別の名
称で同様の権利義務関係を規定する契約を含みます。以下「別に定める契約」といいます。）を結んだ受益
権取得申込者に限り、1口単位をもって取得の申込みに応ずることができるものとします。 
② 前項の取得申込者は委託者の指定する第一種金融商品取引業者または登録金融機関に、取得申込みと同時
にまたはあらかじめ、自己のために開設されたこの信託の受益権の振替を行うための振替機関等の口座を示
すものとし、当該口座に当該取得申込者にかかる口数の増加の記載または記録が行われます。なお、委託者
の指定する第一種金融商品取引業者および登録金融機関は、当該取得申込みの代金（第3項の受益権の価額
に当該取得申込みの口数を乗じて得た額をいいます。）の支払いと引換えに、当該口座に当該取得申込者に
かかる口数の増加の記載または記録を行うことができます。 

③ 第1項の場合の受益権の価額は、取得申込日の基準価額に、第4項に定める手数料ならびに当該手数料にか
かる消費税および地方消費税（以下「消費税等」といいます。）に相当する金額を加算した価額とします。
ただし、この信託契約締結日前の取得申込みにかかる受益権の価額は、1口につき1円に、第4項に定める手
数料および当該手数料にかかる消費税等に相当する金額を加算した価額とします。 

④ 前項の手数料の額は、委託者の指定する第一種金融商品取引業者および登録金融機関がそれぞれ別に定め
るものとします。 

⑤ 前2項の規定にかかわらず、受益者が別に定める契約に基づいて収益分配金を再投資する場合の価額は、第
36条に規定する各計算期間終了日の基準価額とします。 

⑥ 前各項の規定にかかわらず、金融商品取引所（金融商品取引法第2条第16項に規定する金融商品取引所およ
び金融商品取引法第2条第8項第3号ロに規定する外国金融商品市場をいいます。以下同じ。）における取引
の停止その他やむを得ない事情があるときは、委託者は、受益権の取得申込みの受付けを中止すること、す
でに受付けた取得申込みの受付けを取消すこと、またはその両方を行うことができます。 

（受益権の譲渡にかかる記載または記録） 
第14条 受益者は、その保有する受益権を譲渡する場合には、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記載または

記録されている振替口座簿にかかる振替機関等に振替の申請をするものとします。 
② 前項の申請のある場合には、前項の振替機関等は、当該譲渡にかかる譲渡人の保有する受益権の口数の減
少および譲受人の保有する受益権の口数の増加につき、その備える振替口座簿に記載または記録するものと
します。ただし、前項の振替機関等が振替先口座を開設したものでない場合には、譲受人の振替先口座を開
設した他の振替機関等（当該他の振替機関等の上位機関を含みます。）に社振法の規定にしたがい、譲受人
の振替先口座に受益権の口数の増加の記載または記録が行われるよう通知するものとします。 

③  委託者は、第1項に規定する振替について、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記載または記録され
ている振替口座簿にかかる振替機関等と譲受人の振替先口座を開設した振替機関等が異なる場合等におい
て、委託者が必要と認めるときまたはやむを得ない事情があると判断したときは、振替停止日や振替停止期
間を設けることができます。 

（受益権の譲渡の対抗要件） 
第15条 受益権の譲渡は、前条の規定による振替口座簿への記載または記録によらなければ、委託者および受託

者に対抗することができません。 
（投資の対象とする資産の種類） 
第16条 この信託において投資の対象とする資産の種類は、次に掲げるものとします。 

1．次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び投資法人に関する法律第2条第1項で定めるもの
をいいます。以下同じ。） 

イ  有価証券 
ロ  デリバティブ取引にかかる権利（金融商品取引法第2条第20項に規定するものをいい、約款第22条、第
23条および第24条に定めるものに限ります。） 

ハ  金銭債権 （イおよびニに掲げるものに該当するものを除きます。以下同じ。） 
ニ  約束手形（金融商品取引法第2条第1項第15号に掲げるものを除きます。） 
2．次に掲げる特定資産以外の資産 
イ  為替手形 

（運用の指図範囲等） 
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第17条 委託者は、信託金を主としてピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社を委託者とし、株式会社
りそな銀行を受託者として締結された「ＰＣＡ割安優良株マザーファンド」、「ＰＣＡ Ｊ-ＲＥＩＴマザー
ファンド」および「ＰＣＡ日本債券マザーファンド」（以下、総称して「マザーファンド」といいます。）
の受益証券ならびに次の有価証券（金融商品取引法第2条第2項の規定により有価証券とみなされる同項各号
に掲げる権利を除きます。）に投資することを指図します。 
1. 株券または新株引受権証書 
2. 国債証券 
3. 地方債証券 
4. 特別の法律により法人の発行する債券 
5. 社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下「分離型新株引受権付社
債券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。） 

6. 資産の流動化に関する法律の規定する特定社債券（金融商品取引法第2条第1項第4号で定めるものをい
います。） 

7. 特別の法律により設立された法人の発行する出資証券（金融商品取引法第2条第1項第6号で定めるもの
をいいます。） 

8. 協同組織金融機関にかかる優先出資証券（金融商品取引法第2条第1項第7号で定めるものをいいます。） 
9. 資産の流動化に関する法律の規定する優先出資証券または新優先出資引受権を表示する証券（金融商品
取引法第2条第1項第8号で定めるものをいいます。）  

10. コマーシャル・ペーパー 
11. 新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。以下同じ。）および新株予
約権証券 

12. 外国または外国の者の発行する証券または証書で、前各号の証券または証書の性質を有するもの 
13. 投資信託または外国投資信託の受益証券（金融商品取引法第2条第1項第10号で定めるものをいいます。） 
14. 投資証券または外国投資証券（金融商品取引法第2条第1項第11号で定めるものをいいます。以下次号に
おいて同じ。）で次号に定めるもの以外のもの 

15. 投資法人債券（金融商品取引法第2条第1項第11号で定めるものをいいます。以下本号において同じ。）
または外国投資証券で投資法人債券に類する証券 

16. 外国貸付債権信託受益証券（金融商品取引法第2条第1項第18号で定めるものをいいます。） 
17. オプションを表示する証券または証書（金融商品取引法第2条第1項第19号で定めるものをいい、有価証
券にかかるものに限ります。） 

18. 預託証書（金融商品取引法第2条第1項第20号で定めるものをいいます。） 
19. 外国法人が発行する譲渡性預金証書 
20. 指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法第2条第1項第14号で定める受益証券発行信託の受益証券に限
ります。） 

21. 抵当証券（金融商品取引法第2条第1項第16号で定めるものをいいます。） 
22. 貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第2条第1項第14号で定める受益証券発行信託の受益証券
に表示されるべきもの 

23. 外国の者に対する権利で前号の有価証券の性質を有するもの 
なお、第1号の証券または証書、第12号および第18号の証券または証書のうち第1号の証券または証書の

性質を有するものを以下「株式」といい、第2号から第6号までおよび第15号の証券ならびに第12号および第
18号の証券または証書のうち第2号から第6号までの証券の性質を有するものを以下「公社債」といい、第13
号および第14号の証券を以下「投資信託証券」といいます。 

②   委託者は、信託金を、前項に掲げる有価証券のほか、次に掲げる金融商品（金融商品取引法第2条第2項の
規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を含みます。）により運用することを指図すること
ができます。 
1. 預金 
2. 指定金銭信託（金融商品取引法第2条第1項第14号に規定する受益証券発行信託を除きます。） 
3. コール・ローン 
4. 手形割引市場において売買される手形 
5. 貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第2条第2項第1号で定めるもの 
6. 外国の者に対する権利で前号の権利の性質を有するもの 

③   第1項の規定にかかわらず、この信託の設定、解約、償還、投資環境の変動への対応等、委託者が運用上
必要と認めるときには、委託者は、信託金を、前項第1号から第4号までに掲げる金融商品により運用するこ
との指図ができます。 

④  委託者は、信託財産に属する株式、新株引受権証券および新株予約権証券の時価総額とマザーファンドの
信託財産に属する株式、新株引受権証券および新株予約権証券の時価総額のうち信託財産に属するとみなし
た額との合計額が、信託財産の純資産総額の100分の50を超えることとなる投資の指図をしません。 

⑤  委託者は、信託財産に属する投資信託証券（マザーファンドの受益証券を除きます。）の時価総額が、信
託財産の純資産総額の100分の5を超えることとなる投資の指図をしません。 

⑥  第4項において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの時価総額にマザ
ーファンドの信託財産の純資産総額に占める株式、新株引受権証券および新株予約権証券の時価総額の割合
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を乗じて得た額をいいます。 
（利害関係人等との取引等） 
第18条 受託者は、受益者の保護に支障を生じることがないものであり、かつ信託業法、投資信託及び投資法人

に関する法律ならびに関連法令に反しない場合には、委託者の指図により、信託財産と、受託者（第三者と
の間において信託財産のためにする取引その他の行為であって、受託者が当該第三者の代理人となって行う
ものを含みます。）および受託者の利害関係人、第28条第1項に定める信託業務の委託先およびその利害関
係人または受託者における他の信託財産との間で、第16条ならびに前条第1項および第2項に定める資産への
投資等ならびに第22条から第27条、第31条から第33条に掲げる取引その他これらに類する行為を行うことが
できます。 

② 受託者は、受託者がこの信託の受託者としての権限に基づいて信託事務の処理として行うことができる
取引その他の行為について、受託者または受託者の利害関係人の計算で行うことができるものとします。な
お、受託者の利害関係人が当該利害関係人の計算で行う場合も同様とします。 

③ 委託者は、金融商品取引法、投資信託及び投資法人に関する法律ならびに関連法令に反しない場合には、
信託財産と、委託者、その取締役、執行役および委託者の利害関係人等（金融商品取引法第31条の4第3項お
よび同条第4項に規定する親法人等または子法人等をいいます。）または委託者が運用の指図を行う他の信
託財産との間で、第16条ならびに前条第1項および第2項に定める資産への投資等ならびに第22条から第27
条、第31条から第33条に掲げる取引その他これらに類する行為を行うことの指図をすることができ、受託者
は、委託者の指図により、当該投資等ならびに当該取引、当該行為を行うことができます。 

④ 前3項の場合、委託者および受託者は、受益者に対して信託法第31条第3項および同法第32条第3項の通知
は行いません。 

（運用の基本方針） 
第19条 委託者は、信託財産の運用にあたっては、別に定める運用の基本方針にしたがって、その指図を行いま

す。 
（投資する株式等の範囲） 
第20条 委託者が投資することを指図する株式、新株引受権証券および新株予約権証券は、金融商品取引所に上

場されている株式の発行会社の発行するものおよび金融商品取引所に準ずる市場で取引されている株式の
発行会社の発行するものとします。ただし、株主割当または社債権者割当により取得する株式、新株引受権
証券および新株予約権証券については、この限りではありません。 

（同一銘柄の株式等への投資制限） 
第21条 委託者は、取得時において信託財産に属する同一銘柄の株式の時価総額とマザーファンドの信託財産に

属する当該同一銘柄の株式の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額との合計額が、信託財産の純資
産総額の100分の10を超えることとなる投資の指図をしません。 

② 委託者は、取得時において信託財産に属する同一銘柄の転換社債、ならびに新株予約権付社債のうち会
社法第236条第1項第3号の財産が当該新株予約権付社債についての社債であって当該社債と当該新株予約権
がそれぞれ単独で存在し得ないことをあらかじめ明確にしているもの（以下会社法施行前の旧商法第341条
ノ3第1項第7号および第8号の定めがある新株予約権付社債を含め「転換社債型新株予約権付社債」といいま
す。）の時価総額とマザーファンドの信託財産に属する当該同一銘柄の転換社債ならびに転換社債型新株予
約権付社債の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額との合計額が信託財産の純資産総額の100分の
5を超えることとなる投資の指図をしません。 

③ 前2項において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの時価総額にマザ
ーファンドの信託財産の純資産総額に占める当該株式、当該転換社債ならびに転換社債型新株予約権付社債
の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。 

（先物取引等の運用指図・目的・範囲） 
第22条 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、ならびに価格変動リスクを回避するた

め、わが国の金融商品取引所における有価証券先物取引（金融商品取引法第28条第8項第3号イに掲げるもの
をいいます。）、有価証券指数等先物取引（金融商品取引法第28条第8項第3号ロに掲げるものをいいます。）
および有価証券オプション取引（金融商品取引法第28条第8項第3号ハに掲げるものをいいます。）ならびに
外国の金融商品取引所におけるこれらの取引と類似の取引を行うことの指図をすることができます。なお、
選択権取引は、オプション取引に含めて取扱うものとします（以下同じ。）。 

② 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、ならびに価格変動リスクを回避するた
め、わが国の金融商品取引所における金利にかかる先物取引およびオプション取引ならびに外国の金融商品
取引所におけるこれらの取引と類似の取引を行うことの指図をすることができます。 

（スワップ取引の運用指図・目的・範囲） 
第23条 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、異なった受取金利または異なった受取

金利とその元本を一定の条件のもとに交換する取引（以下「スワップ取引」といいます。）を行うことの指
図をすることができます。 

② スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が、原則として第5条に定める信託期間を超えな
いものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについてはこの限りではあり
ません。 

③ スワップ取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価額で行うものとし
ます。 
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④ 委託者は、スワップ取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保の提供
あるいは受入れの指図を行うものとします。 

（金利先渡取引の運用指図） 
第24条 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、金利先渡取引を行うことの指図をする

ことができます。 
② 金利先渡取引の指図にあたっては、当該取引の決済日が、原則として第5条に定める信託期間を超えな
いものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについてはこの限りではあ
りません。 

③ 金利先渡取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価額で行うものとし
ます。 

④ 委託者は、金利先渡取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保の提供
あるいは受入れの指図を行うものとします。 

（有価証券の貸付けの指図および範囲） 
第25条 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する株式および公社債を

次の各号の範囲内で貸付けることの指図をすることができます。 
1．株式の貸付けは、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、信託財産で保有する株式の時価合計額
を超えないものとします。 

2．公社債の貸付けは、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、信託財産で保有する公社債
の額面金額の合計額を超えないものとします。 

②  前項各号に定める限度額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相当する
契約の一部の解約を指図するものとします。 

③  委託者は、有価証券の貸付けにあたり担保の受入れが必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行う
ものとします。 

（有価証券の空売りの指図範囲） 
第26条 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、信託財産において有しない有価証券ま

たは第27条の規定により借入れた有価証券を売付けることの指図をすることができます。なお、当該売付け
の決済については、売付けた有価証券の引渡しまたは買戻しにより行うことの指図をすることができるもの
とします。 

② 前項の売付けの指図は、当該売付けにかかる有価証券の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内とし
ます。 

③ 信託財産の一部解約等の事由により、前項の売付けにかかる有価証券の時価総額が信託財産の純資産総
額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相当する売付けの一部を決済するた
めの指図をするものとします。 

（有価証券の借入れ） 
第27条 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、有価証券の借入れの指図をすることが

できます。なお、当該有価証券の借入れを行うにあたり担保の提供が必要と認めたときは、担保の提供の指
図を行うものとします。 

② 前項の指図は、当該借入れにかかる有価証券の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内とします。 
③ 信託財産の一部解約等の事由により、前項の借入れにかかる有価証券の時価総額が信託財産の純資産総
額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相当する借入れた有価証券の一部を
返還するための指図をするものとします。 

④ 第1項の借入れにかかる品借料は信託財産中から支弁します。 
（信託業務の委託等） 
第28条 受託者は、委託者と協議のうえ、信託業務の一部について、信託業法第22条第1項に定める信託業務の委

託をするときは、以下に掲げる基準のすべてに適合するもの（受託者の利害関係人を含みます。）を委託先
として選定します。 
1.  委託先の信用力に照らし、継続的に委託業務の遂行に懸念がないこと 
2.  委託先の委託業務にかかる実績等に照らし、委託業務を確実に処理する能力があると認められること 
3.  委託される信託財産に属する財産と自己の固有財産その他の財産とを区分する等の管理を行う体制が
整備されていること 
4.  内部管理に関する業務を適正に遂行するための体制が整備されていること 

② 受託者は、前項に定める委託先の選定にあたっては、当該委託先が前項各号に掲げる基準に適合してい
ることを確認するものとします。 

③ 前2項にかかわらず、受託者は、次の各号に掲げる業務を、受託者および委託者が適当と認める者（受託
者の利害関係人を含みます。）に委託することができるものとします。 
1.  信託財産の保存にかかる業務 
2.  信託財産の性質を変えない範囲内において、その利用または改良を目的とする業務 
3.  委託者のみの指図により信託財産の処分およびその他の信託の目的の達成のために必要な行為にかか
る業務 
4.  受託者が行う業務の遂行にとって補助的な機能を有する行為 

（混蔵寄託） 
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第29条 金融機関または第一種金融商品取引業者等（金融商品取引法第28条第1項に規定する第一種金融商品取引
業を行う者および外国の法令に準拠して設立された法人でこの者に類する者をいいます。以下本条において
同じ。）から、売買代金および償還金等について円貨で約定し円貨で決済する取引により取得した外国にお
いて発行された譲渡性預金証書またはコマーシャル・ペーパーは、当該金融機関または第一種金融商品取引
業者等が保管契約を締結した保管機関に当該金融機関または第一種金融商品取引業者等の名義で混蔵寄託
できるものとします。 

（信託財産の登記等および記載等の留保等） 
第30条 信託の登記または登録をすることができる信託財産については、信託の登記または登録をすることとしま

す。ただし、受託者が認める場合は、信託の登記または登録を留保することがあります。 
② 前項ただし書きにかかわらず、受益者保護のために委託者または受託者が必要と認めるときは、速やか
に登記または登録をするものとします。 

③ 信託財産に属する旨の記載または記録をすることができる信託財産については、信託財産に属する旨の
記載または記録をするとともに、その計算を明らかにする方法により分別して管理するものとします。ただ
し、受託者が認める場合は、その計算を明らかにする方法により分別して管理することがあります。 

④ 動産（金銭を除きます。）については、外形上区別することができる方法によるほか、その計算を明ら
かにする方法により分別して管理することがあります。 

（一部解約の請求および有価証券の売却等の指図） 
第31条 委託者は、信託財産に属するマザーファンドの受益証券にかかる信託契約の一部解約の請求ならびに信託

財産に属する有価証券の売却等の指図ができます。 
（再投資の指図） 
第32条 委託者は、前条の規定による一部解約の代金、売却代金、有価証券にかかる償還金等、株式の清算分配金、

有価証券等にかかる利子等、株式の配当金およびその他の収入金を再投資することの指図ができます。 
（資金の借入れ） 
第33条 委託者は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性に資するため、一部解約に伴う支払資金の手当

て（一部解約に伴う支払資金の手当てのために借入れた資金の返済を含みます。）を目的として、または再
投資にかかる収益分配金の支払資金の手当てを目的として、資金の借入れ（コール市場を通じる場合も含み
ます。）の指図をすることができます。なお、当該借入金をもって有価証券等の運用は行わないものとしま
す。 

②   一部解約に伴う支払資金の手当てにかかる借入期間は、受益者への解約代金支払開 始日から信託財産で
保有する有価証券等の売却代金の受渡日までの間または受益者への解約代金支払開始日から信託財産で保
有する有価証券等の解約代金入金日までの間もしくは受益者への解約代金支払開始日から信託財産で保有
する有価証券等の償還金の入金日までの期間が5営業日以内である場合の当該期間とし、資金借入額は当該
有価証券等の売却代金、解約代金および償還金の合計額を限度とします。ただし、資金借入額は、借入指図
を行う日における信託財産の純資産総額の10％を超えないものとします。 

③  収益分配金の再投資にかかる借入期間は、信託財産から収益分配金が支弁される日からその翌営業日まで
とし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。 

④   借入金の利息は信託財産中より支弁します。 
（損益の帰属） 
第34条 委託者の指図に基づく行為により信託財産に生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。 
（受託者による資金の立替え） 
第35条 信託財産に属する有価証券について、借替、転換、新株発行または株式割当がある場合で、委託者の申出

があるときは、受託者は資金の立替えをすることができます。 
② 信託財産に属する有価証券にかかる償還金等、株式の清算分配金、有価証券等にかかる利子等、株式の配
当金およびその他の未収入金で、信託終了日までにその金額を見積もりうるものがあるときは、受託者がこ
れを立替えて信託財産に繰入れることができます。 

③ 前2項の立替金の決済および利息については、受託者と委託者との協議によりそのつど別にこれを定めま
す。 

（信託の計算期間） 
第36条 この信託の計算期間は、原則として毎年2月13日から5月12日まで、5月13日から8月12日まで、8月13日か

ら11月12日までおよび11月13日から翌年2月12日までとします。ただし、第1期計算期間は、平成21年6月30
日から平成21年11月12日までとします。 

② 前項の規定にかかわらず、前項の原則により各計算期間終了日に該当する日（以下「該当日」といいま
す。）が休業日のとき、各計算期間終了日は該当日の翌営業日とし、その翌日より次の計算期間が開始され
るものとします。ただし、最終計算期間の終了日は、第5条に定める信託期間の終了日とします。 

（信託財産に関する報告） 
第37条 受託者は、毎計算期末に損益計算を行い、信託財産に関する報告書を作成して、これを委託者に提出しま

す。 
② 受託者は、信託終了のときに最終計算を行い、信託財産に関する報告書を作成して、これを委託者に提出
します。 

③ 受託者は、前2項の報告を行うことにより、受益者に対する信託法第37条第3項に定める報告は行わないこ
ととします。 
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④ 受益者は、受託者に対し、信託法第37条第2項に定める書類または電磁的記録の作成に欠くことのできな
い情報その他の信託に関する重要な情報および当該受益者以外の者の利益を害するおそれのない情報を除
き、信託法第38条第1項に定める閲覧または謄写の請求をすることはできないものとします。 

（信託事務の諸費用等） 
第38条 信託財産に関する租税、信託事務の処理等に要する諸費用（監査費用、目論見書および運用報告書等の印

刷費用、受益者に対する公告費用を含みます。）および受託者の立替えた立替金の利息（以下「諸経費」と
いいます。）は、受益者の負担とし、信託財産中から支弁します。 

② 委託者は、前項に定める信託事務の処理等に要する諸費用の支払いを信託財産のために行い、支払金額
の支弁を信託財産から受けることができます。この場合、委託者は、現に信託財産のために支払った金額
の支弁を受ける際に、あらかじめ、受領する金額に上限を付することができます。また、委託者は、実際
に支払う金額の支弁を受ける代わりに、かかる諸費用の金額を、あらかじめ、合理的に見積もったうえで、
実際の費用額にかかわらず固定率または固定金額にて信託財産からその支弁を受けることもできます。 

③ 前項において諸費用の上限、固定率または固定金額を定める場合、委託者は、信託財産の規模等を考慮
して、信託の設定時または期中に、上限、固定率または固定金額を合理的に計算された範囲内で変更する
ことができます。 

④ 第2項において諸費用の固定率または固定金額を定める場合、かかる諸費用の額は、第36条に規定する計
算期間を通じて毎日、信託財産に計上されます。かかる諸費用は、毎計算期末もしくは信託終了のとき、
当該諸費用にかかる消費税等に相当する金額とともに信託財産中から支弁し、委託者の責任において、実
際の支払いに充当します。 

⑤ 第1項に定める信託事務の処理等に要する諸費用は、マザーファンドに関連して生じた諸費用のうちマザ
ーファンドにおいて負担せず、かつ、委託者の合理的判断によりこの信託に関連して生じたと認めるもの
を含みます。 

（信託報酬等の総額および支弁の方法） 
第39条 委託者および受託者の信託報酬の総額は、第36条に規定する計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総

額に年10,000分の137の率を乗じて得た額とします。 
② 前項の信託報酬は、毎計算期末または信託終了のとき信託財産中から支弁するものとし、委託者および
受託者間の配分方法は別に定めるものとします。 

③ 第1項の信託報酬にかかる消費税等に相当する金額を、信託報酬支弁のときに信託財産中から支弁します。 
④ 委託者は、信託金の主要投資対象であるマザーファンドの運用の指図に関する権限の委託を受けた者が
受ける報酬を、第1項に基づいて委託者が受ける報酬から支弁するものとし、その報酬額は、マザーファン
ドの信託財産の純資産総額に年10,000分の36以内の率を乗じて得た額とします。 

（収益の分配方式） 
第40条 信託財産から生ずる毎計算期末における利益は、次の方法により処理します。 

1． 配当金、利子、貸付有価証券にかかる品貸料およびこれらに類する収益から支払利息を控除した額（以
下「配当等収益」といいます。）とマザーファンドの信託財産に属する配当等収益のうち信託財産に属
するとみなした額（以下「みなし配当等収益」といいます。）との合計額は、諸経費、信託報酬および
当該信託報酬にかかる消費税等に相当する金額を控除した後、その残額を受益者に分配することができ
ます。なお、次期以降の収益分配金にあてるため、その一部を分配準備積立金として積立てることがで
きます。 

2． 売買損益に評価損益を加減して得た額からみなし配当等収益を控除して得た利益金額（以下「売買益」
といいます。）は、諸経費、信託報酬および当該信託報酬にかかる消費税等に相当する金額を控除し、
繰越欠損金のあるときは、その全額を売買益をもって補填した後、受益者に分配することができます。
なお、次期以降の収益分配金にあてるため、分配準備積立金として積立てることができます。 

② 前項第1号におけるみなし配当等収益とは、マザーファンドの信託財産にかかる配当等収益の額にマザー
ファンドの信託財産の純資産総額に占める信託財産に属するマザーファンドの受益証券の時価総額の割合
を乗じて得た額をいいます。 

③ 毎計算期末において、信託財産につき生じた損失は、次期に繰越します。 
（収益分配金、償還金および一部解約金の払込みと支払いに関する受託者の免責） 
第41条 受託者は、収益分配金については、原則として毎計算期間終了日の翌営業日に、償還金（信託終了時にお

ける信託財産の純資産総額を受益権総口数で除した額をいいます。以下同じ。）については第42条第3項に
規定する支払開始日までに、一部解約金については第42条第4項に規定する支払開始日までに、その全額を
委託者の指定する預金口座等に払込みます。 

② 受託者は、前項の規定により委託者の指定する預金口座等に収益分配金、償還金および一部解約金を払
込んだ後は、受益者に対する支払いにつき、その責に任じません。 

（収益分配金、償還金および一部解約金の支払い） 
第42条 収益分配金は、毎計算期間終了日後1ヵ月以内の委託者の指定する日から、毎計算期間の末日において振

替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者（当該収益分配金にかかる計算期間の末日以前に
おいて一部解約が行われた受益権にかかる受益者を除きます。また、当該収益分配金にかかる計算期間の末
日以前に設定された受益権で取得申込代金支払前のため委託者の指定する第一種金融商品取引業者または
登録金融機関の名義で記載または記録されている受益権については原則として取得申込者とします。）に支
払います。 
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②  前項の規定にかかわらず、別に定める契約に基づいて収益分配金を再投資する受益者に対しては、受託者
が委託者の指定する預金口座等に払込むことにより、原則として、毎計算期間終了日の翌営業日に、収益分
配金が委託者の指定する第一種金融商品取引業者および登録金融機関に交付されます。この場合、委託者の
指定する第一種金融商品取引業者および登録金融機関は、受益者に対し遅滞なく収益分配金の再投資にかか
る受益権の売付けを行います。当該売付けにより増加した受益権は、第11条第3項の規定にしたがい、振替
口座簿に記載または記録されます。 

③  償還金は、原則として、信託終了日後1ヵ月以内の委託者の指定する日から、信託終了日において振替機
関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者（信託終了日以前において一部解約が行われた受益権
にかかる受益者を除きます。また、当該信託終了日以前に設定された受益権で取得申込代金支払前のため委
託者の指定する第一種金融商品取引業者または登録金融機関の名義で記載または記録されている受益権に
ついては原則として取得申込者とします。）に支払います。なお、当該受益者は、その口座が開設されてい
る振替機関等に対して委託者がこの信託の償還をするのと引換えに、当該償還にかかる受益権の口数と同口
数の抹消の申請を行うものとし、社振法の規定にしたがい当該振替機関等の口座において当該口数の減少の
記載または記録が行われます。 

④ 一部解約金は、原則として、第44条第１項の受益者の請求を受付けた日より起算して5営業日目から当該
受益者に支払います。 

⑤ 前各項（第2項を除きます。）に規定する収益分配金、償還金および一部解約金の支払いは、委託者の指
定する第一種金融商品取引業者および登録金融機関の営業所等において行うものとします。 

⑥ 収益分配金、償還金および一部解約金にかかる収益調整金は、原則として、受益者ごとの信託時の受益
権の価額等に応じて計算されるものとします。 

⑦ 前項に規定する「収益調整金」は、所得税法施行令第27条の規定によるものとし、受益者ごとの信託時
の受益権の価額と元本との差額をいい、原則として、追加信託のつど当該口数により加重平均され、収益分
配のつど調整されるものとします。また、前項に規定する「受益者ごとの信託時の受益権の価額等」とは、
原則として、受益者ごとの信託時の受益権の価額をいい、追加信託のつど当該口数により加重平均され、収
益分配のつど調整されるものとします。 

（収益分配金および償還金の時効） 
第43条 受益者が、収益分配金については第42条第1項に規定する支払開始日から5年間その支払いを請求しないと

き、ならびに信託終了による償還金については第42条第3項に規定する支払開始日から10年間その支払いを
請求しないときは、その権利を失い、受託者から交付を受けた金銭は、委託者に帰属します。 

（信託の一部解約） 
第44条 受益者は、自己に帰属する受益権につき、委託者に1口の整数倍で委託者の指定する第一種金融商品取引

業者および登録金融機関がそれぞれ別に定める単位をもって一部解約の実行を請求することができます。 
② 委託者は、第1項の一部解約の実行の請求を受付けた場合には、この信託契約の一部を解約します。なお、
第1項の一部解約の実行の請求を行う受益者は、その口座が開設されている振替機関等に対して当該受益者
の請求にかかるこの信託契約の一部解約を委託者が行うのと引換えに、当該一部解約にかかる受益権の口数
と同口数の抹消の申請を行うものとし、社振法の規定にしたがい当該振替機関等の口座において当該口数の
減少の記載または記録が行われます。 

③ 前項の一部解約の価額は、一部解約の実行の請求受付日の基準価額とします。 
④ 信託契約の一部解約にかかる一部解約の実行の請求を受益者がするときは、委託者の指定する第一種金融商
品取引業者または登録金融機関に対し、振替受益権をもって行うものとします。 

⑤ 委託者は、金融商品取引所における取引の停止その他やむを得ない事情があるときは、第1項の規定による
一部解約の実行の請求の受付けを中止すること、すでに受付けた一部解約の実行の請求の受付けを取消すこ
と、またはその両方を行うことができます。 

⑥ 前項により一部解約の実行の請求の受付けが中止された場合には、受益者は当該受付中止以前に行った当日
の一部解約の実行の請求を撤回することができます。ただし、受益者が一部解約の実行の請求を撤回しない
場合には、当該受益権の一部解約の価額は、当該受付中止を解除した後の最初の基準価額の計算日に一部解
約の実行の請求を受付けたものとして第3項の規定に準じて計算された価額とします。 

（質権口記載または記録の受益権の取扱い） 
第45条 振替機関等の振替口座簿の質権口に記載または記録されている受益権にかかる収益分配金の支払い、一部

解約の実行の請求の受付け、一部解約金および償還金の支払い等については、この約款によるほか、民法そ
の他の法令等にしたがって取扱われます。 

（信託契約の解約） 
第46条 委託者は、信託契約の一部を解約することにより信託財産の純資産総額が30億円を下回ることとなった場

合、第5条の規定による信託終了前にこの信託契約を解約することが受益者のため有利であると認めるとき、
またはやむを得ない事情が発生したときは、受託者と合意のうえ、この信託契約を解約し、信託を終了させ
ることができます。この場合において、委託者は、あらかじめ、解約しようとする旨を監督官庁に届出ます。 

② 委託者は、前項の事項について、書面による決議（以下「書面決議」といいます。）を行います。この
場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびに信託契約の解約の理由などの事項を定め、当該決議の日
の2週間前までに、この信託契約にかかる知れている受益者に対し、書面をもってこれらの事項を記載した
書面決議の通知を発します。 

③ 前項の書面決議において、受益者（委託者およびこの信託の信託財産にこの信託の受益権が属するとき
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の当該受益権にかかる受益者としての受託者を除きます。以下本項において同じ。）は受益権の口数に応じ
て、議決権を有し、これを行使することができます。なお、知れている受益者が議決権を行使しないときは、
当該知れている受益者は書面決議について賛成するものとみなします。 

④ 第2項の書面決議は議決権を行使することができる受益者の半数以上であって、当該受益者の議決権の3
分の2以上に当たる多数をもって行います。 

⑤ 第2項から前項までの規定は、委託者が信託契約の解約について提案をした場合において、当該提案につ
き、この信託契約にかかるすべての受益者が書面または電磁的記録により同意の意思表示をしたときには適
用しません。また、投資信託財産の状況に照らし、真にやむを得ない事情が生じている場合であって、第2
項から前項までの手続きを行うことが困難な場合についても同様とします。 

（信託契約に関する監督官庁の命令） 
第47条 委託者は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたときは、その命令にしたがい、信託契約を解

約し信託を終了させます。 
②   委託者は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約款を変更しようとするときは、第51条の規定にしたがい
ます。 

（委託者の登録取消等に伴う取扱い） 
第48条 委託者が監督官庁より登録の取消しを受けたとき、解散したときまたは業務を廃止したときは、委託者は、

この信託契約を解約し、信託を終了させます。 
②   前項の規定にかかわらず、監督官庁がこの信託契約に関する委託者の業務を他の投資信託委託会社に引継
ぐことを命じたときは、この信託は第51条第2項による決議の結果、当該変更が否決された場合を除き、当
該投資信託委託会社と受託者との間において存続します。 

（委託者の事業の譲渡および承継に伴う取扱い） 
第49条  委託者は、事業の全部または一部を譲渡することがあり、これに伴い、この信託契約に関する事業を譲

渡することがあります。 
②   委託者は、分割により事業の全部または一部を承継させることがあり、これに伴い、この信託契約に関す
る事業を承継させることがあります。 

（受託者の辞任および解任に伴う取扱い） 
第50条 受託者は、委託者の承諾を受けてその任務を辞任することができます。受託者がその任務に違反して信託

財産に著しい損害を与えたことその他重要な事由があるときは、委託者または受益者は、裁判所に受託者の
解任を申立てることができます。受託者が辞任した場合、または裁判所が受託者を解任した場合、委託者は
第51条の規定にしたがい、新受託者を選任します。なお、受益者は、上記によって行う場合を除き、受託者
を解任することはできないものとします。 

②   委託者が新受託者を選任できないときは、委託者は、この信託契約を解約し、信託を終了させます。 
（信託約款の変更等） 
第51条 委託者は、受益者の利益のため必要と認めるときまたはやむを得ない事情が発生したときは、受託者と合

意のうえ、この信託約款を変更することまたはこの信託と他の信託との併合（投資信託及び投資法人に関す
る法律第16条第2号に規定する「委託者指図型投資信託の併合」をいいます。以下同じ。）を行うことがで
きるものとし、あらかじめ、変更または併合しようとする旨およびその内容を監督官庁に届出ます。なお、
この信託約款は本条に定める以外の方法によって変更することができないものとします。 

② 委託者は、前項の事項（前項の変更事項にあっては、その内容が重大なものに該当する場合に限ります。
以下、併合と合わせて「重大な約款の変更等」といいます。）について、書面決議を行います。この場合に
おいて、あらかじめ、書面決議の日ならびに重大な約款の変更等の内容およびその理由などの事項を定め、
当該決議の日の2週間前までに、この信託約款にかかる知れている受益者に対し、書面をもってこれらの事
項を記載した書面決議の通知を発します。 

③ 前項の書面決議において、受益者（委託者およびこの信託の信託財産にこの信託の受益権が属するとき
の当該受益権にかかる受益者としての受託者を除きます。以下本項において同じ。）は受益権の口数に応じ
て、議決権を有し、これを行使することができます。なお、知れている受益者が議決権を行使しないときは、
当該知れている受益者は書面決議について賛成するものとみなします。 

④ 第2項の書面決議は議決権を行使することができる受益者の半数以上であって、当該受益者の議決権の3
分の2以上に当たる多数をもって行います。 

⑤ 書面決議の効力は、この信託のすべての受益者に対してその効力を生じます。 
⑥ 第2項から前項までの規定は、委託者が重大な約款の変更等について提案をした場合において、当該提案
につき、この信託約款にかかるすべての受益者が書面または電磁的記録により同意の意思表示をしたときに
は適用しません。 

⑦ 前各項の規定にかかわらず、この投資信託において併合の書面決議が可決された場合にあっても、当該
併合にかかる一または複数の他の投資信託において当該併合の書面決議が否決された場合は、当該他の投資
信託との併合を行うことはできません。 

（反対者の買取請求権） 
第52条 第46条に規定する信託契約の解約または前条に規定する重大な約款の変更等を行う場合には、書面決議に

おいて当該解約または重大な約款の変更等に反対した受益者は、委託者の指定する第一種金融商品取引業者
および登録金融機関を通じて、受託者に対し自己に帰属する受益権を、信託財産をもって買取るべき旨を請
求することができます。 
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② 前項の買取請求の取扱いについては、委託者、受託者ならびに委託者の指定する第一種金融商品取引業者
および登録金融機関の協議により決定するものとします。 

 (他の受益者の氏名等の開示の請求の制限) 
第53条 この信託の受益者は、委託者または受託者に対し、次に掲げる事項の開示の請求を行うことはできませ

ん。 
1．他の受益者の氏名または名称および住所 
2．他の受益者が有する受益権の内容 

（公告） 
第54条 委託者が受益者に対してする公告は、日本経済新聞に掲載します。 
（信託約款に関する疑義の取扱い） 
第55条 この信託約款の解釈について疑義が生じたときは、委託者と受託者との協議により定めます。 
 
 
（付則） 
第1条 第24条に規定する「金利先渡取引」は、当事者間において、あらかじめ将来の特定の日（以下「決済日」

といいます。）における決済日から一定の期間を経過した日（以下「満期日」といいます。）までの期間に
かかる国内または海外において代表的利率として公表される預金契約または金銭の貸借契約に基づく債権
の利率（以下「指標利率」といいます。）の数値を取決め、その取決めにかかる数値と決済日における当該
指標利率の現実の数値との差にあらかじめ元本として定めた金額および当事者間で約定した日数を基準と
した数値を乗じた額を決済日における当該指標利率の現実の数値で決済日における現在価値に割引いた額
の金銭の授受を約する取引をいいます。 

 
 
上記条項により信託契約を締結します。 
 
平成21年6月30日 

委託者 ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社 
 

受託者 株式会社りそな銀行 



用語集 
 
 －ア－  

アクティブ運用 ファンドマネジャーによる独自の調査・分析等に基づいて

TOPIXや日経平均株価といった市場指数を上回る投資成果をめ

ざす運用方法のことです。 

アセット・アロケーション 国内外の株式や債券、短期金融商品など様々な資産に適切に投

資資金を配分することをいいます。 

インカムゲイン 債券や預金の利息収入、株式の配当のことをいいます。 

インデックス運用 TOPIX や日経平均株価といった市場指数(インデックス)の動き
と連動した投資収益を達成することを目指す運用方法のこと

です。 

－カ－  
解約価額 解約時の基準価額から、信託財産留保金を差引いて計算されま

す。信託財産留保金を徴収しないファンドの場合は、基準価額

と同額になります。 

格付け ムーディーズやスタンダード＆プアーズなどの格付機関によ

って付与される債券のランク付けのことをいいます。債券の発

行者の信用力や元利金の支払能力の安全性などを総合的に分

析、評価してアルファベット等の記号で表したものです。 

基準価額 ファンドの純資産総額を受益権総口数で割って算出されます。

基準価額は組入有価証券等の値動きで日々変動します。1万口
当たりで表示される場合があります。 

－サ－  

収益分配金 ファンドの計算期間終了後に運用の結果あげられた収益等を

受益権口数に応じて受益者に支払う分配金のことをいいます。

分配金額は信託約款に規定する分配方針に基づいて委託会社

が決定します。委託会社の判断により決算時に収益分配を行わ

ない場合もあります。 

受益権 投資家（受益者）が信託契約に基づいて行われる信託財産の管

理や運用などの結果を享受する権利のことをいいます。 

純資産総額 ファンドに組入れられている株式や債券等をすべて時価評価

し、CD・CPやコールローン等、債券の利息や株式の配当金な
どの収入を加えた資産総額からファンドの運用に必要な費用

などのコストを差引いた額です。 

信託財産留保金 ファンドを中途解約する際に、解約時の基準価額から差引かれ

る金額です。徴収された「信託財産留保金」は信託財産に繰入

れられます。解約に伴う組入資産の売却などに必要とするコス

トを解約者が負担し、残りの受益者が不利にならないようして

います。 

自動けいぞく投資 販売会社と受益者の間の契約に基づき、ファンドの収益分配金

を自動的に再投資することをいいます。再投資は分配金に対す

る税金を差引いた後、無手数料で行われます。 

 



信託期間 投資信託が設定されてから償還されるまでの期間をいいます。

委託会社は受託会社と合意のうえ、所定の手続きを行うことに

より、信託期間を変更することができます。 

信託約款 ファンドの運用方針や管理・運営方法等について、法令に定め

られた項目が記載されています。委託会社と受託会社は、この

内容に基づいて信託契約を締結し、ファンドの管理･運営等を

行います。 
－タ－  
追加型投資信託 設定・運用開始後、いつでも追加購入できるタイプの投資信託

です。一方、設定前の当初申込期間中しか購入できない投資信

託を「単位型投資信託」といいます。 

デフォルトリスク 債券の元本や利息が期日通りに支払われないことをデフォル

ト（債務不履行）といい、デフォルトが起きる可能性のことを

デフォルトリスクといいます。 

デュレーション 金利がある一定の割合で変動した場合に債券価格がどの程度

変動するかを示す指標です。デュレーションの数値が大きいほ

ど、金利変動による債券の価格変動リスクが大きいことを表し

ます。 

投資信託説明書（目論見書） ファンドの商品内容を投資家に説明するための書面で、法令で
定められた項目が記載されています。投資家に必ず交付しなけ

ればならない交付目論見書と、投資家の請求に応じて交付する

請求目論見書があります。 

特別分配金 受益者が追加型株式投資信託の収益分配金を受取る際、収益分

配金落ち後の基準価額が「受益者ごとの個別元本」を下回って

いる場合には、その下回る部分の額が特別分配金となります。

「特別分配金」は受益者ごとの元本の一部払戻しに相当する性

格を持つため、非課税扱いとなります。 

－ハ－  
普通分配金 受益者が追加型株式投資信託の収益分配金を受取る際、収益分

配金落ち後の基準価額が「受益者ごとの個別元本」と同額の場

合または当該個別元本を上回っている場合には、当該収益分配

金の全額が普通分配金となります。「普通分配金」は課税扱い

となります。 

ファミリーファンド方式 投資家からの資金をまとめてベビーファンドとし、その資金を

マザーファンドに投資して、実質的な運用をマザーファンドに

て行う仕組みです。マザーファンドの運用成果はベビーファン

ドを通じて受益者の損益に反映されます。 

ファンド・オブ・ファンズ 投資信託（ファンド）を投資対象とするファンドです。ファン

ド・オブ・ファンズでは、運用資産、運用スタイルおよび運用

会社等が異なるファンドに投資することで、個別の投資信託よ

り更にリスクの分散が可能になります。 
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１．この投資信託説明書（請求目論見書）により行う「りそなＰＣＡニッポン優良資産ファンド」

（以下「当ファンド」といいます。）の受益権の募集については、委託会社は、金融商品取

引法（昭和 23 年法第 25 号）第 5 条の規定により有価証券届出書を平成 21 年 4 月 28

日に関東財務局長に提出しており、平成21年 5月 14日に、その届出の効力が生じてお

ります。 

 

２．当ファンドの受益権の価額は、組入れられる有価証券等の値動きによる影響を受けま

すが、これらの運用による損益はすべて投資家の皆様に帰属いたします。したがって、

当ファンドは元金が保証されているものではありません。 

 

３．当ファンドは、預金および保険契約ではなく、預金保険機構および保険契約者保

護機構の保護および補償の対象ではありません。また、登録金融機関で取扱う場

合、投資者保護基金の補償対象ではありません。 

 

４．当ファンドは、課税上は株式投資信託として取扱われます。 
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第１【ファンドの沿革】 
 

平成21年6月30日  証券投資信託契約締結、ファンドの設定、ファンドの運用開始 
 

第２【手続等】 
 

(1)【申込（販売）手続等】 
１．受益権の取得申込みは、原則として毎営業日に受付けます。 

お申込みの受付けは、原則として午後3時までに取得申込みが行われ、かつ、当該お申込

みにかかる販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日のお申込分とし、これらの受付

時間を過ぎた場合は翌営業日の取扱いとします。 

受益権の取得申込者は、販売会社に取引口座を開設のうえ、取得の申込みを行うものとし

ます。 

収益分配金の受取方法により、収益分配金をそのつど受取る「一般コース」と、税金を差

引いた後の収益分配金が自動的に無手数料で再投資される「自動けいぞく投資コース」の2

つの申込方法があります。お申込みの際に「一般コース」または「自動けいぞく投資コー

ス」のいずれかのコースをお選びいただきます。 

※「一般コース」および「自動けいぞく投資コース」の名称および取扱いは、販売会社に

よって異なりますので、ご注意ください。 

※ 平成22年2月10日現在、「一般コース」を取扱う販売会社はありません。 

２．申込単位は、販売会社がそれぞれ別に定める単位とします。申込単位の詳細については、

お申込みの販売会社または下記照会先までお問合せください。 

＜照会先＞ 

 

ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社 

電話番号 03－5224－3400（受付時間は営業日の午前9時から午後5時まで） 

ホームページアドレス http://www.pcaasset.co.jp/ 

３．受益権の販売価格は、取得申込受付日の基準価額とします。なお、取得申込みには、申込

手数料がかかります。申込手数料は、2.10％（税抜2.00％）を上限として販売会社が定め

る率を取得申込受付日の基準価額に乗じて得た額とします。基準価額および申込手数料率

は、お申込みの販売会社または上記照会先までお問合せください。 

４．金融商品取引所における取引の停止その他やむを得ない事情があるときは、受益権の取得

申込みの受付けを中止すること、すでに受付けた取得申込みの受付けを取消すこと、また

はその両方を行うことがあります。 

※ 取得申込者は販売会社に、取得申込みと同時にまたはあらかじめ当該取得申込者が受益権

の振替を行うための振替機関等の口座を申出るものとし、当該口座に当該取得申込者にか

かる口数の増加の記載または記録が行われます。なお、販売会社は、当該取得申込みの代

金の支払いと引換えに、当該口座に当該取得申込者にかかる口数の増加の記載または記録

を行うことができます。委託会社は、追加信託により分割された受益権について、振替機

関等の振替口座簿への新たな記載または記録をするため社振法に定める事項の振替機関へ

の通知を行うものとします。振替機関等は、委託会社から振替機関への通知があった場合、

社振法の規定にしたがい、その備える振替口座簿への新たな記載または記録を行います。

受託会社は、追加信託により生じた受益権については追加信託のつど、振替機関の定める

方法により、振替機関へ当該受益権にかかる信託を設定した旨の通知を行います。 
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(2)【換金（解約）手続等】 
１．受益者は、自己に帰属する受益権につき、委託会社に対し1口の整数倍で販売会社がそれ

ぞれ別に定める単位をもって一部解約の実行を請求することができます。 

受益者が一部解約の実行の請求をするときは、振替受益権をもって行うものとします。 

一部解約の実行の請求は、原則として午後3時までにお申込みが行われ、かつ、当該申込

みにかかる販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日のお申込分とし、これらの受

付時間を過ぎた場合には翌営業日の取扱いとします。 

委託会社は、一部解約の実行の請求を受付けた場合には、この信託契約の一部を解約しま

す。 

２．一部解約の価額は、一部解約の実行の請求受付日の基準価額とします。 

３．一部解約金は、販売会社の営業所等において、一部解約の実行の請求を受付けた日より起

算して、原則として5営業日目から受益者に支払います。 

４．委託会社は、金融商品取引所における取引の停止その他やむを得ない事情があるときは、

上記１．による一部解約の実行の請求の受付を中止すること、すでに受付けた一部解約の

実行の請求の受付けを取消すこと、またはその両方を行うことができます。 

５．上記４．により一部解約の実行の請求の受付けが中止された場合には、受益者は当該受付

中止以前に行った当日の一部解約の実行の請求を撤回することができます。ただし、受益

者が一部解約の実行の請求を撤回しない場合には、当該受益権の一部解約の価額は、当該

受付中止を解除した後の最初の基準価額の計算日に一部解約の実行の請求を受付けたもの

として上記２．に準じて計算された価額とします。 

６．信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口換金には制限を設ける場合があります。 

※ 一部解約の実行の請求を行う受益者は、その口座が開設されている振替機関等に対して当

該受益者の請求にかかるこの信託契約の一部解約を委託会社が行うのと引換えに、当該一

部解約にかかる受益権の口数と同口数の抹消の申請を行うものとし、社振法の規定にした

がい当該振替機関等の口座において当該口数の減少の記載または記録が行われます。 
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第３【管理及び運営】 

１【資産管理等の概要】 
(1) 【資産の評価】 

基準価額とは、信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券および借入有価証券を除き

ます。）を法令および社団法人投資信託協会規則にしたがって時価評価して得た信託財産の資

産総額から負債総額を控除した金額（以下「純資産総額」といいます。）を、計算日における

受益権総口数で除した金額をいいます。 

＜主な投資対象資産の評価方法＞ 

マザーファンドの受益証券：計算日の基準価額で評価します。 

（参考）マザーファンドの主な投資対象資産の評価方法の概要 

・国内株式：原則として、金融商品取引所における計算日の最終相場で評価します。 

・公社債等：原則として、次のいずれかの価額で評価するものとします。 

① 日本証券業協会が発表する売買参考統計値（平均値） 

② 金融商品取引業者、銀行等の提示する価額（売気配相場を除く。） 

③ 価格情報会社の提供する価額 

・国内不動産投資信託証券：原則として、金融商品取引所における計算日の最終相場で

評価します。 
 

基準価額は、委託会社の営業日において日々算出されます。なお、便宜上1万口当たりに換

算した価額で表示されることがあります。 

ファンドの基準価額については、販売会社または下記照会先までお問合せください。 

その他、原則として計算日の翌日付の日本経済新聞朝刊にも掲載されます。ファンド名は

「ニッポン」と略称で掲載されます。 

＜照会先＞ 

 

ピーシーエー・アセット・マネジメント株式会社 

電話番号 03－5224－3400（受付時間は営業日の午前9時から午後5時まで） 

ホームページアドレス http://www.pcaasset.co.jp/ 

(2) 【保管】 

該当事項はありません。 

(3) 【信託期間】 

当ファンドの信託期間は平成21年6月30日から無期限とします。ただし、下記「(5) その他 

1.信託の終了」に該当する場合には信託を終了させることがあります。 

(4) 【計算期間】 

計算期間は、原則として毎年2月13日から5月12日まで、5月13日から8月12日まで、8月13日

から11月12日までおよび11月13日から翌年2月12日までとします。ただし、第1期計算期間は、

平成21年6月30日から平成21年11月12日までとします。なお、各計算期間終了日に該当する日

（以下「該当日」といいます。）が休業日のとき、各計算期間終了日は該当日の翌営業日とし、

その翌日より次の計算期間が開始されるものとします。ただし、最終計算期間の終了日は、上

記「(3) 信託期間」の終了日とします。 

(5) 【その他】 

１．信託の終了 

ａ．委託会社は、信託契約の一部を解約することにより信託財産の純資産総額が30億円を下
回ることとなった場合、信託期間中にこの信託契約を解約することが受益者のため有利で
あると認めるとき、またはやむを得ない事情が発生したときは、受託会社と合意のうえ、
この信託契約を解約し、信託を終了させることができます。この場合において、委託会社
は、あらかじめ、解約しようとする旨を監督官庁に届出ます。 
ｂ．委託会社は、上記ａ．にかかる事項について、書面による決議（以下「書面決議」とい
います。）を行います。この場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびに信託契約
の解約の理由などの事項を定め、当該決議の日の2週間前までに、この信託契約にかかる知
れている受益者に対し、書面をもってこれらの事項を記載した書面決議の通知を発します。 
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ｃ．上記ｂ．の書面決議において、受益者（委託会社およびこの信託の信託財産にこの信託
の受益権が属するときの当該受益権にかかる受益者としての受託会社を除きます。以下当
ｃ．において同じ。）は受益権の口数に応じて、議決権を有し、これを行使することがで
きます。なお、知れている受益者が議決権を行使しないときは、当該知れている受益者は
書面決議について賛成するものとみなします。 
ｄ．上記ｂ．の書面決議は議決権を行使することができる受益者の半数以上であって、当該
受益者の議決権の3分の2以上に当たる多数をもって行います。 
ｅ．上記ｂ．からｄ．までの規定は、委託会社が信託契約の解約について提案をした場合に
おいて、当該提案につき、この信託契約にかかるすべての受益者が書面または電磁的記録
により同意の意思表示をしたときには適用しません。また、投資信託財産の状況に照らし、
真にやむを得ない事情が生じている場合であって、上記ｂ．からｄ．までの手続きを行う
ことが困難な場合についても同様とします。 
ｆ．委託会社は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたときは、その命令にした
がい、信託契約を解約し信託を終了させます。 
ｇ．委託会社が監督官庁より登録の取消しを受けたとき、解散したときまたは業務を廃止し
たときは、委託会社はこの信託契約を解約し、信託を終了させます。ただし、監督官庁が、
この信託契約に関する委託会社の業務を他の投資信託委託会社に引継ぐことを命じたとき
は、この信託は、下記「２．信託約款の変更等」ｄ．による決議の結果、当該変更が否決
された場合を除き、当該投資信託委託会社と受託会社との間において存続します。 
ｈ．受託会社が、委託会社の承諾を受けてその任務を辞任した場合もしくは委託会社または
受益者からの請求を受けて裁判所が受託会社を解任した場合、委託会社は、下記「２．信
託約款の変更等」の規定にしたがい、新受託会社を選任します。なお、受益者は、上記に
よって行う場合を除き、受託会社を解任することはできないものとします。また、委託会
社が新受託会社を選任できないときは、委託会社はこの信託契約を解約し、信託を終了さ
せます。 

２．信託約款の変更等 

ａ．委託会社は、受益者の利益のため必要と認めるときまたはやむを得ない事情が発生した
ときは、受託会社と合意のうえ、この信託約款を変更することまたはこの信託と他の信託
との併合（投資信託及び投資法人に関する法律第16条第2号に規定する「委託者指図型投
資信託の併合」をいいます。以下同じ。）を行うことができるものとし、あらかじめ、変
更または併合しようとする旨およびその内容を監督官庁に届出ます。なお、この信託約款
は当ａ．に定める以外の方法によって変更することができないものとします。 
ｂ．委託会社は、上記ａ．の事項（上記ａ．の変更事項にあっては、その内容が重大なもの
に該当する場合に限ります。以下、併合と合わせて「重大な約款の変更等」といいま
す。）について、書面決議を行います。この場合において、あらかじめ、書面決議の日な
らびに重大な約款の変更等の内容およびその理由などの事項を定め、当該決議の日の2週
間前までに、この信託約款にかかる知れている受益者に対し、書面をもってこれらの事項
を記載した書面決議の通知を発します。 
ｃ．上記ｂ．の書面決議において、受益者（委託会社およびこの信託の信託財産にこの信託
の受益権が属するときの当該受益権にかかる受益者としての受託会社を除きます。以下当
ｃ．において同じ。）は受益権の口数に応じて、議決権を有し、これを行使することがで
きます。なお、知れている受益者が議決権を行使しないときは、当該知れている受益者は
書面決議について賛成するものとみなします。 
ｄ．上記ｂ．の書面決議は議決権を行使することができる受益者の半数以上であって、当該
受益者の議決権の3分の2以上に当たる多数をもって行います。 
ｅ．書面決議の効力は、この信託のすべての受益者に対してその効力を生じます。 
ｆ．上記ｂ．からｅ．までの規定は、委託会社が重大な約款の変更等について提案をした場
合において、当該提案につき、この信託約款にかかるすべての受益者が書面または電磁的
記録により同意の意思表示をしたときには適用しません。 
ｇ．上記ａ．からｆ．の規定にかかわらず、この投資信託において併合の書面決議が可決さ
れた場合にあっても、当該併合にかかる一または複数の他の投資信託において当該併合の
書面決議が否決された場合は、当該他の投資信託との併合を行うことはできません。 
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３．公告 

委託会社が受益者に対してする公告は、日本経済新聞に掲載します。 

４．委託会社の事業の譲渡および承継に伴う取扱い 

ａ．委託会社は、事業の全部または一部の譲渡をすることがあり、これに伴い、この信託契
約に関する事業を譲渡することがあります。 
ｂ．委託会社は、分割により事業の全部または一部を承継させることがあり、これに伴い、
この信託契約に関する事業を承継させることがあります。 

５．運用にかかる報告書の開示方法 

委託会社は、6ヵ月ごと（毎年5月および11月の決算時）に有価証券報告書を3ヵ月以内に

作成し、当局に提出するとともに、委託会社において縦覧に供します。また、6ヵ月ごと

（毎年5月および11月の決算時）および償還時に運用報告書を作成し、販売会社を通じて知

れている受益者に交付します。 

６．反対者の買取請求権 

ファンドの信託契約の解約または重大な約款の変更等を行う場合には、書面決議において

当該解約または重大な約款の変更等に反対した受益者は、販売会社を通じて受託会社に対し、

自己に帰属する受益権を信託財産をもって買取るべき旨を請求することができます。 

７. 他の受益者の氏名等の開示の請求の制限 

受益者は、委託会社または受託会社に対し、次に掲げる事項の開示の請求を行うことはで

きません。 

ａ．他の受益者の氏名または名称および住所 
ｂ．他の受益者が有する受益権の内容 

８．関係法人との契約の更改等に関する手続き 

ａ．委託会社は、「投資一任契約」に基づき、投資顧問会社にマザーファンドの運用の指図
に関する権限を委託します。ただし、投資顧問会社が法律に違反した場合、信託契約に違
反した場合、信託財産に重大な損失を生ぜしめた場合等において、委託会社は、運用の指
図に関する権限の委託を中止または委託の内容を変更することができます。また、委託会
社および投資顧問会社は、30日前までに相手方に事前通知を行うことにより、当該契約を
解約することができます。 
ｂ．販売会社は、委託会社との間の「受益権の募集・販売の取扱い等に関する契約」に基づ
いて、受益権の募集の取扱い等を行います。この場合、別の名称で同様の権利義務を規定
する契約を含むものとします。この受益権の募集等の取扱い等に関する契約において、有
効期間満了の3ヵ月前までに、当事者のいずれからも何らの意思表示がないときは、自動
的に1年間更新されるものとし、自動延長後の取扱いについてもこれと同様とします。 

 

２【受益者の権利等】 

１．収益分配金・償還金受領権 

受益者は、委託会社の決定した収益分配金・償還金を、持分に応じて委託会社から受領す
る権利を有します。収益分配金は、毎計算期間終了日後1ヵ月以内の委託会社の指定する日
（原則として、計算期間終了日から起算して5営業日まで）から決算日において振替機関等
の振替口座簿に記載または記録されている受益者（当該収益分配金にかかる決算日以前にお
いて一部解約が行われた受益権にかかる受益者を除きます。また、当該収益分配金にかかる
決算日以前に設定された受益権で取得申込代金支払前のため販売会社の名義で記載または記
録されている受益権については原則として取得申込者とします。）に支払われます。 
ただし、自動けいぞく投資契約に基づいて収益分配金を再投資する受益者に対しては、受

託会社が委託会社の指定する預金口座等に払込むことにより、原則として毎計算期間終了日
の翌営業日に、収益分配金が販売会社に支払われます。この場合、販売会社は、受益者に対
して遅滞なく収益分配金の再投資にかかる受益権の売付けを行います。なお、再投資により
増加した受益権は、振替口座簿に記載または記録されます。 
償還金は、信託終了後1ヵ月以内の委託会社の指定する日（原則として、信託終了日（信

託終了日が休業日の場合は翌営業日）から起算して5営業日まで）から信託終了日において
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振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者（信託終了日以前において一部
解約が行われた受益権にかかる受益者を除きます。また、当該信託終了日以前に設定された
受益権で、取得申込代金支払前のため販売会社の名義で記載または記録されている受益権に
ついては原則として取得申込者とします。）に支払われます。 
また、受益者が収益分配金については支払開始日から5年間、償還金については支払開始

日から10年間請求を行わない場合はその権利を失い、受託会社から交付を受けた金銭は、委
託会社に帰属します。 

２．受益権の一部解約請求権 

受益者は、受益権の一部解約を販売会社を通して委託会社に請求することができます。 

３．帳簿書類の閲覧・謄写の請求権 

受益者は、委託会社に対し、その営業時間内に当該受益者にかかる信託財産に関する帳簿
書類の閲覧または謄写を請求することができます。 
 

 

 

第４【ファンドの経理状況】 
 

（１）当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和

38年大蔵省令第59号）（以下「財務諸表等規則」という。）並びに同規則第2条の2の規定に

より、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第133号）（以下「投資信

託財産計算規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、投資信託財産計算規則は、平成21年6月24日付内閣府令第35号により改正されておりま

すが、当特定期間（平成21年6月30日から平成21年11月12日まで）については、内閣府令第35

号附則第16条第2項により、改正前の投資信託財産計算規則に基づいて作成しております。 

また、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。 

 

（２）当ファンドの当特定期間は、信託約款第36条により、平成21年6月30日から平成21年11月12

日までとしております。 

 

（３）当ファンドの計算期間は6ヶ月未満であるため、財務諸表は原則として6ヶ月毎に作成して

おります。 

 

（４）当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当特定期間（平成21年6

月30日から平成21年11月12日まで）の財務諸表については、新日本有限責任監査法人によ

り監査を受けております。 
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１【財務諸表】 

(1)【貸借対照表】 

当特定期間 

(平成21年11月12日現在) 区  分 

金  額(円) 

資 産 の 部   

流 動 資 産   

コ ー ル ・ ロ ー ン  100,054,386 

親投資信託受益証券  3,515,954,617 

未 収 入 金  31,416,675 

未 収 利 息  137 

流動資産合計  3,647,425,815 

資 産 合 計  3,647,425,815 

負 債 の 部   

流 動 負 債   

未 払 収 益 分 配 金  11,246,502 

未 払 解 約 金  11,471,061 

未 払 受 託 者 報 酬  444,763 

未 払 委 託 者 報 酬  19,866,055 

そ の 他 未 払 費 用  1,398,750 

流動負債合計  44,427,131 

負 債 合 計  44,427,131 

純資産の部   

元 本 等   

元 本  3,748,834,128 

剰 余 金   

期末剰余金又は期末欠損金（△）  △145,835,444 

（分配準備積立金）  （3,199,455） 

元 本 等 合 計  3,602,998,684 

純 資 産 合 計  3,602,998,684 

負 債 純 資 産 合 計  3,647,425,815 
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(2)【損益及び剰余金計算書】 

当特定期間 

自 平成21年６月30日 

至 平成21年11月12日 
区  分 

金  額(円) 

営 業 収 益   

受 取 利 息  18,328 

有 価 証 券 売 買 等 損 益  △112,641,336 

営 業 収 益 合 計  △112,623,008 

営 業 費 用   

受 託 者 報 酬  444,763 

委 託 者 報 酬  19,866,055 

そ の 他 費 用  1,398,750 

営 業 費 用 合 計  21,709,568 

営 業 損 失 （ △ ）  △134,332,576 

経 常 損 失 （ △ ）  △134,332,576 

当 期 純 損 失 （ △ ）  △134,332,576 

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額 142,015 

期首剰余金又は期首欠損金（△） － 

剰余金増加額又は欠損金減少額 10,256 

当期一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減少額 10,256 

剰余金減少額又は欠損金増加額 124,607 

当期追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増加額 124,607 

分 配 金  11,246,502 

期末剰余金又は期末欠損金（△） △145,835,444 

 

(3)【注記表】 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

当特定期間 

自 平成21年 6月30日 

至 平成21年11月12日 

有価証券の評価基準及び評価方法 

 親投資信託受益証券につきましては、移動平均法に基づき、親投資信託受益証券の基準価額で

評価しております。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

区  分 
当特定期間 

(平成21年11月12日現在) 

１．元本の推移  

期首元本額 3,712,764,812 円 

期中追加設定元本額 220,617,609 円 

期中一部解約元本額 184,548,293 円 

  

２．特定期間末日における受益権の総数 3,748,834,128 口 

  

３．投資信託財産計算規則第55条の6第1項

第10号に規定する額 
元本の欠損        145,835,444 円 
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（損益及び剰余金計算書に関する注記） 

当特定期間 
自 平成21年 6月30日 
至 平成21年11月12日 

１．分配金の計算過程 
平成21年6月30日から平成21年11月12日までの計算期間 
計算期間末の費用控除後の配当等収益（14,445,957円）および信託約款に規定する収益調整
金(336,778円)より、分配対象収益は14,782,735円(1万口当たり39円)であり、うち11,246,502
円(1万口当たり30円)を分配金額としております。 

２．信託財産の運用の指図に係る権限の全部又は一部を委託するために要する費用 
純資産総額に応じて0.20％から0.30％相当額 

 

（有価証券に関する注記） 

売買目的有価証券の貸借対照表計上額等 

 
当特定期間 

(平成21年11月12日現在) 

種類 貸借対照表計上額(円) 
最終計算期間の損益に 
含まれた評価差額(円) 

親投資信託受益証券 3,515,954,617 △111,184,854 

合計 3,515,954,617 △111,184,854 

 
（デリバティブ取引等に関する注記） 

該当事項はありません。 
 
（関連当事者との取引に関する注記） 

該当事項はありません。 
 
（１口当たり情報に関する注記） 

区  分 
当特定期間 

(平成21年11月12日現在) 
１口当たりの純資産額 

（１万口当たりの純資産額） 
0.9611円 
（9,611円） 

 
（重要な後発事象に関する注記） 

該当事項はありません。 
 

(4)【附属明細表】 

１．有価証券明細表 

(１) 株式 

該当事項はありません。 
 

(２) 株式以外の有価証券                       （平成21年11月12日現在） 

種類 銘  柄 券面総額(円) 評価額(円) 備 考

親投資信託
受益証券 

ＰＣＡ割安優良株 
マザーファンド 

1,207,727,586 1,131,036,884 －

 
ＰＣＡ Ｊ－ＲＥＩＴ 
マザーファンド 

1,213,497,924 1,173,695,192 －

 
ＰＣＡ日本債券 
マザーファンド 

1,206,517,125 1,211,222,541 －

合計 － 3,627,742,635 3,515,954,617 －

 
２．デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表 

該当事項はありません。 
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（参考情報） 

当ファンドは、「ＰＣＡ割安優良株マザーファンド」「ＰＣＡ Ｊ－ＲＥＩＴマザーファンド」

「ＰＣＡ日本債券マザーファンド」受益証券を主要投資対象としており、貸借対照表の資産の部に

計上された「親投資信託受益証券」は、すべて同親投資信託の受益証券です。 

なお、同親投資信託の状況は以下の通りです。 

 
「ＰＣＡ割安優良株マザーファンド」の状況 

なお、以下に記載した情報は監査対象外であります。 

 
(1) 貸借対照表 

(平成21年11月12日現在) 
区  分 

注記

番号 金   額(円) 

資産の部   

流動資産   

コール・ローン  3,056,312 

株式  1,121,765,200 

未収入金  8,481,896 

未収配当金  8,890,650 

未収利息  4 

流動資産合計  1,142,194,062 

資産合計  1,142,194,062 

負債の部   

流動負債   

未払金  1,019,603 

未払解約金  10,091,844 

流動負債合計  11,111,447 

負債合計  11,111,447 

純資産の部   

元本等   

元本 1,2 1,207,727,586 

剰余金   

剰余金又は欠損金（△） 3 △76,644,971 

剰余金合計  △76,644,971 

元本等合計  1,131,082,615 

純資産合計  1,131,082,615 

負債・純資産合計  1,142,194,062 
 

(2) 注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

自 平成21年 6月30日 
至 平成21年11月12日 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 
株式につきましては移動平均法に基づき、以下の通り原則として時価評価しております。 

(1) 金融商品取引所に上場されている有価証券 
金融商品取引所に上場されている有価証券は、原則として金融商品取引所における計算期間末
日の最終相場又は清算値段で評価しております。計算期間の末日に当該金融商品取引所の最終相
場等がない場合には、当該金融商品取引所における直近の日の最終相場等で評価しております
が、直近の日の最終相場等によることが適当でないと認められた場合は、当該金融商品取引所に
おける計算期間末日又は直近の日の気配相場で評価しております。 

(2) 金融商品取引所に上場されていない有価証券 
当該有価証券については、原則として、日本証券業協会の店頭売買参考統計値（平均値）、金
融機関の提示する価額（ただし、売気配相場は使用しない）又は価格情報提供会社の提供する価
額のいずれかから入手した価額で評価しております。 
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自 平成21年 6月30日 
至 平成21年11月12日 

(3) 時価が入手できなかった有価証券 
適正な評価額を入手できなかった場合又は入手した評価額が時価と認定できない事由が認めら
れた場合は、投資信託委託会社が忠実義務に基づいて合理的な事由をもって時価と認めた価額も
しくは受託者と協議のうえ両者が合理的事由をもって時価と認めた価額で評価しております。 

２．収益及び費用の計上基準 
受取配当金の計上基準 
受取配当金は原則として、株式の配当落ち日において、確定配当金額又は、予想配当金額を計
上しております。 

 
（貸借対照表に関する注記） 

区  分 (平成21年11月12日現在) 

１．元本の推移   
期首元本額 1,177,588,271 円
期中追加設定元本額 88,781,266 円
期中一部解約元本額 58,641,951 円
  
元本の内訳  
りそなＰＣＡニッポン優良資産ファンド 1,207,727,586 円

合  計 1,207,727,586 円
  

２．本報告書における開示対象ファンドの特定
期間末日における受益権の総数 

1,207,727,586 口

  
３．投資信託財産計算規則第55条の6第1項第10
号に規定する額 元本の欠損       76,644,971 円

 
（有価証券に関する注記） 

売買目的有価証券の貸借対照表計上額等 

 (平成21年11月12日現在) 

種類 貸借対照表計上額(円) 
当計算期間の損益に 
含まれた評価差額(円) 

株式 1,121,765,200 △97,277,711 

合計 1,121,765,200 △97,277,711 

（注）上記の当計算期間の損益に含まれた評価差額は、当親投資信託の計算期間の開始日から本報告書

における開示対象ファンドの期末日までの期間（平成21年6月30日から平成21年11月12日まで）に

対応するものとなっております。 

 
（デリバティブ取引等に関する注記） 

該当事項はありません。 
 
（関連当事者との取引に関する注記） 

該当事項はありません。 
 
（１口当たり情報に関する注記） 

 (平成21年11月12日現在) 

１口当たりの純資産額 

（１万口当たりの純資産額） 

0.9365円 

（9,365円） 

 
（重要な後発事象に関する注記） 

該当事項はありません。 
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(3) 附属明細表 

１．有価証券明細表 

(１) 株式                                (平成21年11月12日現在) 

評価額 備考
通貨 銘柄 株式数 

単 価 金 額  

日本円 住友林業 40,800 629.00 25,663,200  

 千代田化工建設 17,000 710.00 12,070,000  

 味の素 63,000 843.00 53,109,000  

 オンワードホールディングス 51,000 523.00 26,673,000  

 旭化成 81,000 453.00 36,693,000  

 カネカ 72,000 591.00 42,552,000  

 三菱ケミカルホールディングス 72,000 320.00 23,040,000  

 コーセー 5,900 1,887.00 11,133,300  

 第一三共 13,600 1,690.00 22,984,000  

 ブリヂストン 15,800 1,412.00 22,309,600  

 住友電気工業 14,300 1,082.00 15,472,600  

 住生活グループ 16,500 1,362.00 22,473,000  

 東芝機械 49,000 313.00 15,337,000  

 荏原製作所 29,000 366.00 10,614,000  

 日本トムソン 40,000 419.00 16,760,000  

 日本電気 124,000 259.00 32,116,000  

 ソニー 23,200 2,555.00 59,276,000  

 船井電機 4,200 4,420.00 18,564,000  

 アドバンテスト 7,900 1,941.00 15,333,900  

 ローム 8,800 6,230.00 54,824,000  

 日産自動車 54,700 662.00 36,211,400  

 ＮＯＫ 21,000 1,025.00 21,525,000  

 富士重工業 55,000 357.00 19,635,000  

 ヤマハ発動機 39,000 1,096.00 42,744,000  

 トッパン・フォームズ 9,900 962.00 9,523,800  

 東日本旅客鉄道 4,600 5,670.00 26,082,000  

 フジ・メディア・ホールディングス 294 124,900.00 36,720,600  

 オービック 1,580 14,900.00 23,542,000  

 ＫＤＤＩ 51 453,000.00 23,103,000  

 住商情報システム 28,900 1,348.00 38,957,200  

 セブン＆アイ・ホールディングス 11,000 1,912.00 21,032,000  

 ユナイテッドアローズ 17,500 808.00 14,140,000  

 コメリ 7,200 2,275.00 16,380,000  

 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 139,200 512.00 71,270,400  

 三井住友フィナンシャルグループ 14,800 3,220.00 47,656,000  

 住友信託銀行 45,000 480.00 21,600,000  

 損害保険ジャパン 39,000 561.00 21,879,000  

 クレディセゾン 38,400 1,094.00 42,009,600  

 オリックス 4,390 6,300.00 27,657,000  

 メイテック 15,800 1,462.00 23,099,600  

合 計  1,121,765,200  
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(２) 株式以外の有価証券 

該当事項はありません。 
 

２．デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表 

該当事項はありません。 

 
 
「ＰＣＡ Ｊ－ＲＥＩＴマザーファンド」の状況 

なお、以下に記載した情報は監査対象外であります。 
 
(1) 貸借対照表 

(平成21年11月12日現在) 
区  分 

注記

番号 金   額(円) 

資産の部   

流動資産   

コール・ローン  5,122,387 

投資証券  1,153,574,000 

未収入金  8,698,290 

未収配当金  16,923,287 

未収利息  7 

流動資産合計  1,184,317,971 

資産合計  1,184,317,971 

負債の部   

流動負債   

未払解約金  10,617,723 

流動負債合計  10,617,723 

負債合計  10,617,723 

純資産の部   

元本等   

元本 1,2 1,213,497,924 

剰余金   

剰余金又は欠損金（△） 3 △39,797,676 

剰余金合計  △39,797,676 

元本等合計  1,173,700,248 

純資産合計  1,173,700,248 

負債・純資産合計  1,184,317,971 
 



－  － 
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(2) 注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

自 平成21年 6月30日 

至 平成21年11月12日 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

投資証券につきましては移動平均法に基づき、以下の通り原則として時価評価しております。 

(1) 金融商品取引所に上場されている有価証券 

金融商品取引所に上場されている有価証券は、原則として金融商品取引所における計算期間末日

の最終相場又は清算値段で評価しております。計算期間の末日に当該金融商品取引所の最終相場等

がない場合には、当該金融商品取引所における直近の日の最終相場等で評価しておりますが、直近

の日の最終相場等によることが適当でないと認められた場合は、当該金融商品取引所における計算

期間末日又は直近の日の気配相場で評価しております。 

(2) 金融商品取引所に上場されていない有価証券 

当該有価証券については、原則として、日本証券業協会の店頭売買参考統計値（平均値）、金融

機関の提示する価額（ただし、売気配相場は使用しない）又は価格情報提供会社の提供する価額の

いずれかから入手した価額で評価しております。 

(3) 時価が入手できなかった有価証券 

適正な評価額を入手できなかった場合又は入手した評価額が時価と認定できない事由が認められ

た場合は、投資信託委託会社が忠実義務に基づいて合理的な事由をもって時価と認めた価額もしく

は受託者と協議のうえ両者が合理的事由をもって時価と認めた価額で評価しております。 

２．収益及び費用の計上基準 

受取配当金の計上基準 

受取配当金は原則として、投資証券の配当落ち日において、予想配当金額を計上しております。 

 
（貸借対照表に関する注記） 

区  分 (平成21年11月12日現在) 

１．元本の推移   

期首元本額 1,177,588,271 円

期中追加設定元本額 94,831,734 円

期中一部解約元本額 58,922,081 円

  
元本の内訳  

りそなＰＣＡニッポン優良資産ファンド 1,213,497,924 円

合  計 1,213,497,924 円

  
２．本報告書における開示対象ファンドの特定

期間末日における受益権の総数 
1,213,497,924 口

  
３．投資信託財産計算規則第55条の6第1項第10

号に規定する額 
元本の欠損        39,797,676 円

 
（有価証券に関する注記） 

売買目的有価証券の貸借対照表計上額等 

 (平成21年11月12日現在) 

種類 貸借対照表計上額(円) 
当計算期間の損益に 

含まれた評価差額(円) 

投資証券 1,153,574,000 △65,769,886 

合計 1,153,574,000 △65,769,886 

（注）上記の当計算期間の損益に含まれた評価差額は、当親投資信託の計算期間の開始日から本報告書に
おける開示対象ファンドの期末日までの期間（平成21年6月30日から平成21年11月12日まで）に対応
するものとなっております。 



－  － 
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（デリバティブ取引等に関する注記） 

該当事項はありません。 
 
（関連当事者との取引に関する注記） 

該当事項はありません。 
 
（１口当たり情報に関する注記） 

 (平成21年11月12日現在) 

１口当たりの純資産額 

（１万口当たりの純資産額） 

0.9672円 

（9,672円） 

 
（重要な後発事象に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

(3) 附属明細表 

１．有価証券明細表 

(１) 株式 

該当事項はありません。 
 

(２) 株式以外の有価証券                      （平成21年11月12日現在） 

種類 通貨 銘柄 口数 評価額 備考

投資証券 日本円 日本アコモデーションファンド投資法人 93 43,059,000  

  野村不動産レジデンシャル投資法人 81 33,939,000  

  産業ファンド投資法人 80 19,280,000  

  日本ビルファンド投資法人 279 205,902,000  

  ジャパンリアルエステイト投資法人 239 169,451,000  

  東急リアル・エステート投資法人 107 51,039,000  

  グローバル・ワン不動産投資法人 60 35,700,000  

  野村不動産オフィスファンド投資法人 175 93,275,000  

  森トラスト総合リート投資法人 142 98,832,000  

  フロンティア不動産投資法人 139 88,960,000  

  日本ロジスティクスファンド投資法人 112 76,496,000  

  福岡リート投資法人 98 47,726,000  

  アドバンス・レジデンス投資法人 206 73,542,000  

  トップリート投資法人 117 44,577,000  

  ビ・ライフ投資法人 55 23,540,000  

  ジャパンエクセレント投資法人 116 48,256,000  

合計   1,153,574,000
  

２．デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表 

該当事項はありません。 
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「ＰＣＡ日本債券マザーファンド」の状況 

なお、以下に記載した情報は監査対象外であります。 

(1) 貸借対照表 

(平成21年11月12日現在) 
区  分 

注記

番号 金   額(円) 

資産の部   

流動資産   

コール・ローン  1,166,713 

国債証券  1,210,295,555 

未収入金  7,121,870 

未収利息  3,122,403 

前払費用  246,285 

流動資産合計  1,221,952,826 

資産合計  1,221,952,826 

負債の部   

流動負債   

未払解約金  10,707,108 

流動負債合計  10,707,108 

負債合計  10,707,108 

純資産の部   

元本等   

元本 1,2 1,206,517,125 

剰余金   

剰余金又は欠損金（△）  4,728,593 

剰余金合計  4,728,593 

元本等合計  1,211,245,718 

純資産合計  1,211,245,718 

負債・純資産合計  1,221,952,826 
 

(2) 注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

自 平成21年 6月30日 
至 平成21年11月12日 

有価証券の評価基準及び評価方法 
国債証券につきましては個別法に基づき、以下の通り原則として時価評価しております。 
(1) 金融商品取引所に上場されている有価証券 

金融商品取引所に上場されている有価証券は、原則として金融商品取引所における計算期
間末日の最終相場又は清算値段で評価しております。計算期間の末日に当該金融商品取引所
の最終相場等がない場合には、当該金融商品取引所における直近の日の最終相場等で評価し
ておりますが、直近の日の最終相場等によることが適当でないと認められた場合は、当該金
融商品取引所における計算期間末日又は直近の日の気配相場で評価しております。 

(2) 金融商品取引所に上場されていない有価証券 
当該有価証券については、原則として、日本証券業協会の店頭売買参考統計値（平均
値）、金融機関の提示する価額（ただし、売気配相場は使用しない）又は価格情報提供会社
の提供する価額のいずれかから入手した価額で評価しております。 

(3) 時価が入手できなかった有価証券 
適正な評価額を入手できなかった場合又は入手した評価額が時価と認定できない事由が認
められた場合は、投資信託委託会社が忠実義務に基づいて合理的な事由をもって時価と認め
た価額もしくは受託者と協議のうえ両者が合理的事由をもって時価と認めた価額で評価して
おります。 
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（貸借対照表に関する注記） 

区  分 (平成21年11月12日現在) 

１．元本の推移   

期首元本額 1,177,588,271 円 

期中追加設定元本額 87,511,845 円 

期中一部解約元本額 58,582,991 円 
   
元本の内訳   

りそなＰＣＡニッポン優良資産ファンド 1,206,517,125 円 

合  計 1,206,517,125 円 
   

２．本報告書における開示対象ファンドの特

定期間末日における受益権の総数 
1,206,517,125 口 

 
（有価証券に関する注記） 
売買目的有価証券の貸借対照表計上額等 
 (平成21年11月12日現在) 

種類 貸借対照表計上額(円) 
当計算期間の損益に 

含まれた評価差額(円) 

国債証券 1,210,295,555 △1,883,795 

合計 1,210,295,555 △1,883,795 

（注）上記の当計算期間の損益に含まれた評価差額は、当親投資信託の計算期間の開始日から本報告書に
おける開示対象ファンドの期末日までの期間（平成21年6月30日から平成21年11月12日まで）に対応
するものとなっております。 

 

（デリバティブ取引等に関する注記） 
該当事項はありません。 

 
（関連当事者との取引に関する注記） 
該当事項はありません。 

 
（１口当たり情報に関する注記） 

 (平成21年11月12日現在) 

１口当たりの純資産額 

（１万口当たりの純資産額） 

1.0039円 

（10,039円） 

 
（重要な後発事象に関する注記） 
該当事項はありません。 

 

(3) 附属明細表 

１．有価証券明細表 

(１) 株式 

該当事項はありません。 
 

(２) 株式以外の有価証券                        （平成21年11月12日現在） 

種類 通貨 銘柄 券面総額 評価額 備考

国債証券 日本円 第６０回利付国債（５年） 268,000,000 272,665,880  
  第２５０回利付国債（１０年） 80,000,000 80,098,400  
  第２６４回利付国債（１０年） 245,000,000 254,893,100  
  第２８３回利付国債（１０年） 130,500,000 138,023,325  
  第２９５回利付国債（１０年） 35,000,000 35,845,250  
  第４３回利付国債（２０年） 150,000,000 171,013,500  
  第６７回利付国債（２０年） 60,000,000 60,649,200  
  第７１回利付国債（２０年） 45,000,000 47,106,900  
  第１１０回利付国債（２０年） 150,000,000 150,000,000  

合計   1,210,295,555
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２．デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表 

該当事項はありません。 

 

２【ファンドの現況】 

【純資産額計算書】 
(平成 21 年 11 月 30 日現在) 

Ⅰ 資産総額 3,402,227,117円 

Ⅱ 負債総額 16,034,495円 

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 3,386,192,622円 

Ⅳ 発行済口数 3,641,023,985口 

Ⅴ １口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 0.9300円 
 

参考情報 

＜ＰＣＡ割安優良株マザーファンド＞ 

純資産額計算書 
(平成 21 年 11 月 30 日現在) 

Ⅰ 資産総額 1,060,519,828円 

Ⅱ 負債総額 4,173,134円 

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 1,056,346,694円 

Ⅳ 発行済口数 1,177,958,144口 

Ⅴ １口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 0.8968円 
 

＜ＰＣＡ Ｊ－ＲＥＩＴマザーファンド＞ 

純資産額計算書 
(平成 21 年 11 月 30 日現在) 

Ⅰ 資産総額 1,076,686,372円 

Ⅱ 負債総額 4,321,083円 

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 1,072,365,289円 

Ⅳ 発行済口数 1,183,586,751口 

Ⅴ １口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 0.9060円 
 

＜ＰＣＡ日本債券マザーファンド＞ 

純資産額計算書 
(平成 21 年 11 月 30 日現在) 

Ⅰ 資産総額 1,194,896,809円 

Ⅱ 負債総額 4,787,608円 

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 1,190,109,201円 

Ⅳ 発行済口数 1,176,777,451口 

Ⅴ １口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.0113円 

 

第５【設定及び解約の実績】 
下記計算期間中の設定および解約の実績ならびに当該計算期末の発行済み口数は次の通りで

す。 

期 計算期間 
設定口数 

(口) 

解約口数 

(口) 

発行済み口数 

(口) 

自 平成21年 6月30日 
第1期 

至 平成21年11月12日 
3,933,382,421 184,548,293 3,748,834,128

 (注) 第1期の設定口数には、当初申込期間中の設定口数を含みます。 





（10.2.11） 
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